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宮城県農業農村整備事業等

標準積算基準類の取扱い

１ 積算基準類の適用

宮城県における，農業農村整備事業等の工事・業務価格基準は，農林水産省が制定している

「土地改良工事積算基準等」（以下「積算基準等」という）を準用するものとし，積算基準等

に記載の無いもの或いは運用が異なるもの等については，「宮城県農業農村整備事業等標準積

算基準（統合版）」等によるものとする。

なお，積算基準等に関する図書等については，下記のとおりである。

１）土地改良工事積算基準（土木工事） 平成３０年度

【土地改良工事積算基準「平成30年10月1日からの入札に適用する標準歩掛，参考歩掛及び

施工パッケージ型積算基準」は適用除外とする。】

２）土地改良工事積算基準（調査・測量・設計） 平成３０年度

３）土地改良工事積算基準（施設機械） 平成３０年度

【土地改良工事積算基準「平成30年10月1日からの入札に適用する参考資料及び施工パッケー

ジ型積算基準は適用除外とする。】

４）土地改良工事積算基準（機械経費） 平成３０年度

また，上記図書等の外，土地改良工事積算マニュアル（土木工事）平成３０年度版（一般社

団法人農業農村整備情報センター発行）も参考とする。

※ 「土地改良工事積算基準等」及び「宮城県農業農村整備事業等標準積算基準（統合版）」

記載がない基準，歩掛等については，「設計単価等決定要領（農業農村整備事業）」によ

るものとする。

２ 労務資材等単価の適用

農業農村整備事業等の工事・業務価格算出のため，上記１と組み合わせて使用する「労務単

価」，「資材単価」等については，下記資料等を適用するものとする。

１）労務資材単価表（農業農村整備事業） 宮城県農林水産部

２）ほ 場 整 備 工 事 等 資 材 単 価 表 宮城県農林水産部

３）揚 水 機 場 機 械 設 備 等 資 材 単 価 表 宮城県農林水産部

４）施工パッケージ型積算方式標準単価表（平成30年4月から適用） 農林水産省

５）東日本大震災の被災地で適用する施工パッケージ型積算方式標準単価表

（平成30年4月から適用） 農林水産省

※ 上記資料に記載がない労務資材単価等については，「設計単価等決定要領（農業農村整備

事業）」によるものとする。
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３ 積算基準及び設計単価の適用年期日

農業農村整備事業等の工事・業務価格算出の積算基準及び設計単価の適用年期日について

は，公告日又は指名通知日の当月とする。

ただし，東日本大震災の復旧復興事業実施期における取り扱いについては，宮城県農業農

村整備事業等標準積算基準「Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法」を適

用するものとする。
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Ⅰ.共通事項編

Ⅰ-１

設計に対する一般的な注意事項について示されたい。

１ 根本的な問題の検討
設計，施工，監督については，常に十分な注意を払うことはもちろんであるが，

農業に結びついた経済性ということを特に念頭におき，事業の計画，必要性，効用

と費用との比較，他事業との関連性などを十分に理解して設計に取り組む様にする
こと。局部の設計積算にとらわれ過ぎて，農業土木としての全般的検討，他事業の
関連についての検討など根本的な問題をなおざりにしないこと。この為設計積算に

ついては今後出来るだけ規格化を図り，能率を向上させ計画の検討，関連調査の充
実，施工監督の徹底に力を注ぐ様にすること。

２ 設計書の内容の調和均衡
設計書の内容はなるべく詳細明確であるべきはもちろんであるがその工事の重要

さ，あるいは工事費の大小などに応じてあるいは綿密にあるいは簡単に，適切にし

んしゃくして作成し，使用材料の選択，積算ならびに施工の方法について調和のと
れた設計書とすること。また大規模の構造物等にあっては，設計（水理，構造計算
等）施工法の安全性を十分検討し，技術的，経済的に無理な工事にならない様注意

すること。

３ 早 期 着 工
一般的に起工の時期が遅れれば良い結果が得られないので，翌年度の実施設計を

年度内に整備し，これにより予算要求または実施設計の打合せを行ない，年度初期

に起工出来る様にすること。

４ 設 計 協 議

設計作業に入る前に充分基本方針の打合せを行って工事に対する意見を統一し，
作業中に大きな変更を生ずることを未然に防止し，作業能率の向上を図ること。

他官庁との協議を要する場合は特に早期に行ない時期を失しない様に注意するこ

と。
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Ⅰ-２

起工設計書の構成及び様式について

起工設計書の構成（製本順序）及び様式は原則として次による。

１-１ 構 成

順序 様式 親 明 細 書 小 明 細 書 土木 施設 業務

番号 名 称 名 称 工事 機械 委託

1 1 起 工 伺 ○ ○ ○

2 2 表 紙 ○ ○ ○
3 3 工 事 費 予 算 調 書 ○ ○ ○

4 4 （設計変更の理由と事項） (1) 変更の理由と事項 ○ ○ ○

(2) 変更前後の比較対照表 ○ ○ ○

5 5 施 行 計 画 (1) 設計の大要 ○ ○ ○
(2) 工 程 表 ○ ○ ○

(3)用地調書その他 ○ ○ ○
6 積 算 書 積算書表紙 ○ ○ ○

（宮城県用帳票） 積算書鏡 ○ ○ ○

工事別鏡 ○ ○ ○
内訳表 ○ ○ ○
工事（業務）費明細書 ○ ○ ○

単価型明細ブロック表 ○ － －
施工単価表 ○ ○ ○

未成単価表 ○ ○ ○
共通単価表 ○ ○ ○
特別単価表 ○ ○ ○

資材集計一覧表 ○ ○ ○
機械器具集計一覧表 ○ ○ ○
仮設資材集計一覧表 ○ ○ ○

労務集計一覧表 ○ ○ ○
市場単価集計一覧表 ○ ○ ○

7 6 注 文 書【後述】 ○ ○ ○

特記仕様書 ○ ○ ○
7 施工条件明示書 ○ ○ －

設計図面 ○ ○ ○

8 8 現場説明書,説明事項(委託) ○ ○ ○
9 9 公告用内訳書 ○ ○ －

10 10 工事数量表 ○ － －

11 11 積算参考資料 ○ － －
12 12 金抜き設計書 － ○ ○

※積算書については，積算システムにおいて印刷時に「宮城県用帳票」を選択する

こととする。 なお，積算システム以外における標準的な積算書の様式を参考と
して以降に示す。
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Ⅰ-３

仕様書の構成及び様式について

仕様書の構成（製本順序）及び様式は原則として次による。

１－１ 構 成

順序 様式 名 称 土木工事 施設 業務 区 分

番号 公告時 契約後 機械 委託

1 6 注 文 書 ○ ○ ○ 契約図書

2 7 施工条件明示書 ○ ○ － 契約図書
3 8 現場説明書 ○ ○ ○ 契約図書
4 9 公告用内訳書 ○ ○ － 契約図書

5 10 工事数量表 ○ － － 契約図書
6 11 積算参考資料 ○ － － 参考資料

(6) 12 金抜き設計書 ○ ○ ○ 参考資料

数量計算書 ○ － － 参考資料

１－２ 契約図書の構成

〈契約図書（注文）となるもの〉

契約図書 契 約 書 頭書部分

条項部分

設計図書 仕 様 書 共通仕様書

(仕様書等)

特記仕様書

施工条件明示書

位置図

設計図面 平面図

縦断図
現場説明書
(説明事項) 横断図

構造一般図
質問回答書

その他図面

〈契約図書（注文）とならないもの〉

積算参考資料
農業農村整備事業の場合標準図の
ため参考図書として添付

工事数量表

参考（契約後必要に応じ提供）
〈契 約 後〉

金抜き設計書
契約後必要に応じ受注者に提供

数量計算書
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１-３ 様 式
様式１ 起工伺（職員ポータル：工事管理システムより作成）

表示の要点
イ 請負の場合

Ｈ△△ ○○○地区（略事業名）－○○○号 ○○○工事

ロ 委託の場合

1.調査 Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○地質（土質）調査業務

2.測量 〃 ○○○測量業務
3.設計 〃 ○○○設計業務
4.調査＋測量

Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○地質（土質）調査測量業務
5.測量＋設計 〃 ○○○測量設計業務

6.調査＋測量＋設計
Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○地質（土質）調査測量設計業務

7.用地調査 (登記簿等)

Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○用地調査業務
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8.用地測量 Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○用地測量業務
9.建物・物件（環境調査）

Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○建物・物件調査業務

10.用地調査＋用地測量
Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○用地測量調査業務

11.用地調査＋建物・物件

Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○用地建物・物件調査業務
12.用地調査＋用地測量＋建物・物件

Ｈ△△ ○○地区（○○）－○○○号○○○用地調査業務

様式２ 表 紙

Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号
○○工事

実 施 設 計 書

（第○回変更）

○ ○ 事 業
○ ○ 地 区

様式３ 工事費予算調書

工 事 費 予 算 調 書

費 目 起 工 額 内 訳
本年度予算額 備 考

前 回 迄 今 回 計 残 額
1 純工事費 起 工 額 起 工 額

○○号○○工事

…………

2 用地買収
補 償 費

3 測量試験費

4 工事雑費

計

【注】 (1) 費目は純工事費,用地買収補償費,測量試験費,工事雑費の項分類とし,純工
事費の目分類は工事毎（起工設計書毎）とすること。

但し,測量試験の場合測量試験費を前記同様目分類し,純工事費の目分類は不要
(2) 起工変更の場合,上段変更前を括弧書,下段変更後の二段書きとする｡
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様式４ 設計変更の理由と事項（変更設計書の場合）

設計変更の理由と事項

(1) 変更の理由と事項
【注】 変更された結果だけの記載でなくどういう理由でこの様に

変更になったかを簡潔に表現すること。

(2) 変更前後の比較対照表

工 種 変 更 前 変 更 後 増 減 記 事

数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

【注】 (1) 主な工種で記載するものとする｡
(2) 設計の大要と重複する場合には省略することができる｡

様式５-１ 施行計画

施 行 計 画
(1) 設計の大要

事業目的・事業経緯・計画諸元・構造諸元･施工概要･補償工事等について簡潔に

要点を記述する。
（例） 1 事業目的

2 事業経緯
3 計画諸元（当該起工設計書に関する計画諸元）

・比流量，単位用水量 etc

・流域面積，かんがい面積 etc
・計画流量（最大，常時）
・系統模式図及びその他必要

4 構造諸元（当該起工設計書に関する構造諸元）
・水位，敷高，流速，勾配，模式図
・断面形状

・構造その他
5 今回施行概要

・施工工種，数量，範囲等

・その他
6 補償工事

・工種，数量

・その他

(2) 工 程 表

工 種 数 量 工 種 備 考

10日 20日 30日 40日 50日 60日

【注】 変更の場合は上段変更前を括弧書，下段変更後の二段書きとする。
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様式５-２ 用 地 調 書
(3) 用 地 調 書

用地調書 地 目 地 積 価 格 金 額 取得価格承認 平成 年 月 日耕第 号

ｍ2 m2あたり円 売買契約締結 平成 年 月 日

処理経過および処理計画

（契約未締結の場合のみ記載すること）

計

物件な 項 目 数 量 金 額 補償額承認 平成 年 月 日耕第 号

ど補償 建物移転 件 補償契約締結 平成 年 月 日

立木補償 円

工作物移転

処理経過および処理計画

（用地欄と同様）

計

補償工 補償施設名 数量 規格･構造 ｱﾛｹｰﾄ金額 契約承認 契約未締結の場 摘 要
事 契約締結 年 月 日 合の処理計画

被補償
円 者氏名

河川法 許認可申請内容 該当条項 申 請 年 月 日・未処理の場合の処理計 摘 要
道路法 画

許 可

許認可
権 者

その他 国有林野借受け・保安林指定解除・国鉄用地・自然公園法関係法令などの規程によ

る許認可申請等の処理内容・経過・計画について記載すること。

様式６ 注 文 書【 後 述 】

（１）工 事 編 Ⅱ－２５（ｐⅡ－２３）
（２）測量設計業務編 Ⅲ－ ６（ｐⅢ－２６）

（３）地質調査業務編 Ⅲ－ ７（ｐⅢ－３４）
（４）用地調査業務編 Ⅲ－１３（ｐⅢ－５８）
（５）確定測量業務編 Ⅲ－１５（ｐⅢ－８１）

（６）水門扉工事編 Ⅳ－ ６（ｐⅣ－１９）
（７）用排水機工事編 Ⅳ－１０（ｐⅣ－３６）
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様式８ 現場説明書

年度途中に項目が追加・削除されることがあるので注意すること。

（１）工事用

現 場 説 明 書 （ 説 明 事 項 ）

（１）契約保証金の取扱いについて

契約保証金については、「工事請負契約における契約保証に関する取扱要領」及び「契約保証に

関する説明事項」に基づき行うこと。

（２）宮城県建設工事元請・下請適正化要綱の遵守について

工事の実施にあたって下請契約を締結する場合は「宮城県建設工事元請・下請適正化要綱（以下

「要綱」という。）」を遵守し、特に次の事項に留意するとともに下請業者に対しても適切に指

導すること。

1）建設業法に違反する一括下請を禁止するとともに、要綱第３条の規定に定める下請発注の適正

に努めること。特に、下請発注にあたっては建設工事標準下請契約約款又は同約款に準拠した

つ下請契約書により契約を締結すること。

2）下請負人の選定にあたっては要綱第４条の規定に定める事項を勘案して選定すること。

3）元請負人及び下請負人はそれぞれの立場で要綱第５条・第６条に定める義務を徹底すること。

特に、下請代金の支払い等については適正に行うこと。

4）直接元請負人は工事現場ごとに要綱第７条に定める下請指導責任者を置き、所定の様式により

「下請契約に係る書面の写し」、「下請負人指導責任者届」、「下請契約書確認書」及び「工

事作業所災害防止協議会兼施工体系図」を速やかに提出すること。

なお、「下請契約に係る書面の写し」については提出時に発注者による原本照合を受けること。

提出後、下請契約等に変更が生じた場合も変更の内容について速やかに提出すること。

5）施工中あるいは工事完成時に下請契約その他関係資料の提出を求められた場合は速やかに提出

すること。

6）不適切な下請業者を選定したり、不適切な契約を締結した場合は工事成績評定に反映するとと

もに、指導、助言、指名停止等の措置を講ずることがある。

（３）建設労働者の雇用について

建設労働者の雇用にあたっては、労働条件及び福祉向上を図るため、次の事項に留意するととも

に、下請業者に対しても適切に指導すること。

1）労働基準法第８９条に定める就業規則及び同法第１０８条に定める賃金台帳を整備するととも

に、適正な賃金の確保を図ること。

2）法定労働時間(週４０時間)を遵守し、休日の確保及び労働時間の短縮に配慮すること。

3）退職金制度及び各種保険制度への加入等労働福祉の改善に努めること。

4）受注者は，工事の施工に当たっては，効率的な施工に配慮しつつ，東北地方太平洋沖地震及び

台風等による被災者等の積極的な雇用に努め，農林漁家の就労希望者を優先的に雇用するよう

配慮すること。被災者等の雇用においては，上記１）～３）に留意するとともに，賃金の支払

いが適正かつ遅滞なく行われるよう配慮すること。また，被災者等の雇用実績等を把握するた

め，下記の内容で調査を行うので，受注者は協力すること。

①工事着手時点における雇用見込み人数

②月毎の雇用実績人数

（４）宮城県内企業の活用について

宮城県では「富県宮城の実現」に向けて、地場産業育成対策に取り組んでいるところであり、

下請負、資材調達（生コンクリート等）においては出来る限り県内企業及び県内産製品の活用に

努めること。
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（５）建設業法第３１条の規定による立入検査について

県では、建設工事元請・下請の適正化の徹底について要請しているところであり、適正な施工の

確認と元請負人・下請負人の取引内容について建設業法第３１条に基づく立入検査を実施してお

ります。立入検査を実施する場合は、施工状況、下請契約内容、下請代金支払状況等について確

認し、不適正な場合は規定により指導・勧告等をすることがありますので承知願います。

（６）建設業退職金共済制度について

1）工事の施工にあたり建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」という。）の対象となる労働

者を雇用する場合は、共済証紙を購入し、当該労働者の共済手帳に貼付すること。

2）下請契約を締結する際は、下請業者に対して建退共制度の趣旨を説明し、下請業者が雇用する

建退共制度の対象労働者に係る共済証紙をあわせて購入して現物により支給、又は建退共制度

の掛金相当額を下請代金中に算入し、下請業者の建退共制度への加入並びに共済証紙の購入及

び貼付を促進すること。

3）共通仕様書に基づき、工事契約締結後1か月以内に発注者用掛金収納書を提出すること。

なお、当該工事で建退共制度の対象労働者を雇用しない場合や期限内に収納書を提出できない

事情がある場合（契約当初は工場製作の段階で建退共制度の対象労働者を雇用しない等）には、

その理由及び共済証紙の購入予定時期等を文書で提出すること。

4）前号の場合又は工事請負契約額の増額変更があった場合等において共済証紙を追加購入したと

きは、当該共済証紙に係る収納書を工事完成時までに提出すること。

なお、追加購入しなかったときは、その理由を文書で提出すること。

5）共済証紙の受払簿その他関係資料の提出を求められた場合は速やかに提出すること。

（７）労働災害防止について

工事の施工にあたっては、労働災害を防止するため、次の事項に留意するとともに下請業者に

対しても適切に指導すること。

1）工事着手後は、原則として作業員全員の参加により月当たり半日以上の時間を割り当て安全訓練

・研修等を実施すること。

2）社内、関係機関と十分協議・打ち合わせを行い安全管理の徹底に努め、労働安全に配慮した施工

に努めること。

3）労働者の不安全行動防止の観点から、労働者が守らなければならない事項等を周知徹底するため、

外部機関を利用して、建設従事者に対する安全衛生教育を積極的に実施するよう努めること。

（８）ダンプトラック等による過積載の防止等について

1）工事用資材等の運搬にあたっては積載超過のないようにすること。

2）過積載を行っていると認められる資材納入業者から資材を購入しないこと。

3）資材等の過積載を防止するため、資材の購入等にあたっては、資材納入業者等の利益を不当に

害することのないようにすること。

4）さし枠の装置又は物品積載装置の不正改造したダンプカー等が工事現場に出入りすることのない

ようにすること。

5）「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止に関する特別措置法」の目的に鑑み、同法

１２条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進すること。

6）下請契約の相手方又は資材納入業者の選定にあたっては、交通安全に関する配慮に欠ける者

又は業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させた者を排除すること。

7）不法無線局を搭載したトラックやダンプカー等が工事現場に出入りすることのないようにすること。

参考：

説明事項中に記載の要領、要綱等については宮城県のホームページに掲載しておりますので、ご覧

下さい。

○工事請負契約における契約保証に関する取扱要領：出納局契約課＞工事関連様式集(必読)

○宮城県建設工事元請・下請適正化要綱：土木部事業管理課＞宮城県建設工事元請・下請適正化要綱
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（２）委託用

説 明 事 項

＜契約の保証＞

（1) この委託業務の契約を締結する場合には，別に定める「契約保証に関する説明事項」

により契約の保証を付してください。

＜一括下請の禁止＞

（2) 業務の一括下請，その他不適切な形態の下請契約を締結しないでください。

＜管理技術者及び照査技術者＞

（3) 管理技術者及び照査技術者については，適切な資格，技術力を有した者を配置して

ください。

＜労働災害防止＞

（4) 現地調査及び測量等の現場作業においては，関係機関との協議，社内教育を通して

労働災害の防止に努めてください。

＜労働時間の短縮，及び休暇＞

（5) 日曜日，祝日，土曜日，ゴールデンウィーク等は従業員を休業させるよう配慮する

とともに労働時間短縮についても特段の配慮をしてください。

＜履行期間＞

（6) 頭書に記載されている履行期間とします。

＜現場説明に対する質問＞

（7) 本現場説明書，仕様書，特記仕様書，及び図面等に対する質問は，現場説明に対す

る質問回答書（契約書 別紙様式第１号）により提出してください。

質問書提出期限 平成 年 月 日

質 問 書 提 出 先 指名通知のとおり

回 答 日 平成 年 月 日

回 答 場 所

＜業務委託費内訳書＞

（8) 本業務価格算定には，地質，土質調査業務と設計業務をそれぞれ適用しています

このことから，業務委託費内訳書は【地質調査業務（地質，土質調査業務）】と【建

設コンサルタント業務（土木設計業務・設計業務）】を使用願います。

※ 上記 部分は，発注する業務の内容に応じ，変更すること（補足説明資料参照）

また，提出する業務委託費内訳書については，入札公告に添付している所定の様式に

入力し，添付されたファイル形式のまま提出してください。

業務委託費内訳書入力に当たっての注意事項は，農村振興課ホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin/）を参照してください。

＜入札書への記載方法＞

（9) 入札者は，課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積もった契約希望

金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載してください。

＜その他＞

（10) 関係法令に抵触する行為は行わないでください。
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様式９ 公告用内訳書（工事費内訳書作成ツールから作成・出力）

工事費内訳書

工事名   ○○○△△△□□□工事 許可番号 ▼ ―
工事番号  Ｈ△△　○○○地区（○○）－○○○号 企業ランク ▼ *【下請負人:3】以

工種 □□□□□工事 下請負人:2 下請負人:3 下請負人:4

市町村   ■■■町

単価採用年月  ○○○○年○○月

下請負人の主任技術者相当額の
現場代理人相当職 主任技術者相当職 下請負人:2 下請負人:3 下請負人:4

直接元請負人:1 下請負人:2 下請負人:3 下請負人:4

工事区分・工種・種別・細別 規 格 名 称 単 位 数 量 金 額

直接工事費（仮設工を除く）
○○○○工

□□□□工
△△△△工

直接工事費 式 1
共通仮設費 式 1

共通仮設費（積上） 式 1
運搬費 式 1

運搬費 式 1
安全費 式 1

安全費 式 1
役務費 式 1

仮設電気基本料金 式 1
技術管理費 式 1

技術管理費 式 1
共通仮設費（率計上） 式 1

運搬費 （内容説明） 式 1
準備費 （内容説明） 式 1
安全費 （内容説明） 式 1
技術管理費 （内容説明） 式 1
営繕費等 （内容説明） 式 1

純工事費 式 1
現場管理費 式 1

労務管理費 （内容説明） 式 1
安全訓練等に要する費用 （内容説明） 式 1
租税公課 （内容説明） 式 1
保険料 （内容説明） 式 1
従業員給料 （内容説明） 式 1
退職金 （内容説明） 式 1
法定福利費 （内容説明） 式 1
福利厚生費･通信費･交通費 （内容説明） 式 1
外注経費 （内容説明） 式 1
工事登録費 （内容説明） 式 1

工事原価 式 1
一般管理費等 （内容説明） 式 1

工事価格 式 1
消費税額及び地方消費税額 式 1
工事費計 式 1
純工事費相当額（一括計上含む） 式 1
現場管理費相当額 式 1 0 0

工事価格（合計） 入札金額→ 0 0 0 0 0

消費税額及び地方消費税額（合計） 0 0 0 0 0
工事費計（合計） 0 0 0 0 0

所要工期（日間）

会社名・番号

直接元請負人:1

建設業許可番号を入力→

許可番号が無い場合は電話番号を入力→

配置技術者相当職の年収(円)

直接元請負人:1
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別紙１

【地質調査業務】
業 務 名 ： 機能診断業務／サンプル
入札者名：

数　量 単位 単価(円) 金　額(円) 備　　考
直接業務費相当額の計 0
　直接調査費 0
　　直接人件費 0

人
人 0
人 0
人 0
人 0
人 0

　　材料費
　　機械経費 0

0
0
0
0
0

　　直接経費 0
電子成果品作成費 0
特許使用料 0
水道光熱電力料 0

　　外注費 0
0
0
0

　　一括計上価格 一 式
　直接調査費 0

運搬費 0
準備費 0
仮設費 0
安全費 0
旅費交通費 0
施工管理費 0
営繕費 0
その他 0

諸経費相当額の計 一 式 0

解析等調査業務費 一 式

諸経費 一 式

0 入札金額と一致(注)

※1

※2

※3

※4

※5

※6

一致させること。

地質調査または土質調査に関する解析業務（解析調査）が「設計業務の価格積算基準」により積算し

計上されている場合は，「解析等調査業務費」欄へ記入すること。

一括計上価格については，総括表または参考明細書等を確認のうえ，一括計上価格（解析業務（解析

それぞれの経費の内容は，公表されている積算基準等を参照すること。

「直接業務費相当額の計」と「諸経費相当額の計」の金額を合わせた金額は，合計の金額と一致

させること。

金額の合計は，入柵価格と一致させること。

(注)ただし，設計業務等の他業務がある場合は，すべての業務の合計を合わせた金額を入札金額と

調査）以外）が計上されている場合のみ記入すること。

業 務 委 託 費 内 訳 書

項　　目

合　　計

諸

経

費

相

当

額

直

接

業

務

費

相

当

額

本内訳書で，金額の「改め」を使用しないこと（１円単位で金額の計・合計を一致させること）。
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別紙２

【測量業務】
業 務 名 ： 測量業務及び設計業務／サンプル
入札者名：

数　量 単位 単価(円) 金　額(円) 備　　考
直接業務費相当額の計 0
　直接調査費 0
　　直接人件費 0

人
人 0
人 0
人 0
人 0
人 0

　　材料費
　　機械経費 0

0
0
0
0
0

　　直接経費 0
旅費交通費 0
基地関係費 0
安全費 0
その他 0

　　技術管理費 0
精度管理費 0
成果検定費 0

　　外注費 0
0
0
0

　　一括計上価格 一 式

　測量調査費 一 式

一 式

0 入札金額と一致(注)

※1

※2

※3

※4

※5

諸経費相当額の計

（諸経費）

一致させること。

一括計上価格については，総括表または参考明細書等を確認のうえ，一括計上価格（解析業務（解析

それぞれの経費の内容は，公表されている積算基準等を参照すること。

「直接業務費相当額の計」と「諸経費相当額の計」の金額を合わせた金額は，合計の金額と一致

させること。

金額の合計は，入柵価格と一致させること。

(注)ただし，設計業務等の他業務がある場合は，すべての業務の合計を合わせた金額を入札金額と

調査）以外）が計上されている場合のみ記入すること。

業 務 委 託 費 内 訳 書

項　　目

合　　計

諸

経

費

相

当

額

直

接

業

務

費

相

当

額

本内訳書で，金額の「改め」を使用しないこと（１円単位で金額の計・合計を一致させること）。
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別紙３

【土地改良設計基準を適用した設計業務】
業 務 名 ： 測量業務及び設計業務／サンプル
入札者名：

数　量 単位 単価(円) 金　額(円) 備　　考

直接業務費相当額の計 0

　　直接人件費 0

人
人 0
人 0
人 0
人 0
人 0
人 0
人 0

　　直接経費 0

0
0
0
0
0
0

　　外注費 0

0
0
0

　　一括計上価格 一 式

諸経費相当額の計 一 式 0

その他原価 一 式

一般管理費等 一 式

0 入札金額と一致(注)

※1

※2

※3

※4

※5

※6 地質調査業務とは別に，地質調査または土質調査に関する解析業務（解析調査）が「設計業務

の価格積算基準」で積算し計上されている場合は，別紙１の業務委託費内訳書（地質調査業務）

にある「解析等調査業務費」欄へ記入すること。

業 務 委 託 費 内 訳 書

項　　目

合　　計

諸

経

費

相

当

額

直

接

業

務

費

相

当

額

させること。

金額の合計は，入柵価格と一致させること。

(注)ただし，設計業務等の他業務がある場合は，すべての業務の合計を合わせた金額を入札金額と

調査）以外）が計上されている場合のみ記入すること。

本内訳書で，金額の「改め」を使用しないこと（１円単位で金額の計・合計を一致させること）。

一致させること。

一括計上価格については，総括表または参考明細書等を確認のうえ，一括計上価格（解析業務（解析

それぞれの経費の内容は，公表されている積算基準等を参照すること。

「直接業務費相当額の計」と「諸経費相当額の計」の金額を合わせた金額は，合計の金額と一致
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【建築設計業務】
業 務 名 ：
入札者名：

数　量 単位 単価(円) 金　額(円) 備　　考

直接業務費相当額の計 0

　　直接人件費 0

設計主任技術者 人
設計技師長 人 0
設計主任技師 人 0
設計技師（Ａ） 人 0
設計技師（Ｂ） 人 0

0

　　特別経費 0

申請手数料 0
0
0
0
0
0

　　外注費 0

0
0
0

　　一括計上価格 一 式

諸経費相当額の計 一 式 0

技術料等経費 一 式

諸経費 一 式

0 入札金額と一致(注)

※1

※2

※3

※4

業 務 委 託 費 内 訳 書

項　　目

合　　計

諸

経

費

相

当

額

直

接

業

務

費

相

当

額

させること。

金額の合計は，入柵価格と一致させること。

(注)ただし，設計業務等の他業務がある場合は，すべての業務の合計を合わせた金額を入札金額と

本内訳書で，金額の「改め」を使用しないこと（１円単位で金額の計・合計を一致させること）。

一致させること。

それぞれの経費の内容は，公表されている積算基準等を参照すること。

「直接業務費相当額の計」と「諸経費相当額の計」の金額を合わせた金額は，合計の金額と一致
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建設関連業務の調査基準価格算定補足説明資料

１．調査基準価格算定調書へ解析等調査業務費を入力する場合の基本方針

地質調査または土質調査に関する解析業務（解析調査）については，地質・土質調査業務と

同一発注か別途発注かを問わず，建設関連業務の調査基準価格算定調書へ入力する場合は，地

質調査業務「解析等調査業務費」欄へ入力することになっている。

「解析等調査業務費」欄の対象になるのは，設計業務の価格積算基準（農水）及び設計業務等

積算基準（国交）に準じて積上げた解析とする。

なお，代表的な解析の業務区分及び入力区分について下記に示す。

（１）解析等調査業務の業務区分及び入力区分

○解析等調査業務

【土地改良積算基準（調査・測量・設計）】H30 P32～33

作 業 項 目 業務区分 入 力 区 分

既存資料の収集・現地調査 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

資料整理とりまとめ 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

資料整理とりまとめ 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

図面等の作成 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

図面等の作成 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

総合解析とりまとめ 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

打合せ 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

※〔地質調査業務〕解析等調査業務費欄については，算出した設計業務価格を入力する。

○弾性派探査の解析

【設計業務等標準積算基準書（国交）】H30 P2-2-22～2-2-25

作 業 項 目 業務区分 入 力 区 分

計画準備 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

現地踏査 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

資料検討 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

測線設置 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

観測 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

解析報告 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

報告とりまとめ 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

※〔地質調査業務〕解析等調査業務費欄については，算出した設計業務価格を入力する。

○軟弱地番解析

【設計業務等標準積算基準書（国交）】H30 P2-2-26～2-2-29

作 業 項 目 業務区分 入 力 区 分

地番破壊（円弧すべり） 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

地番変形（簡便法） 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

地番圧密（一次元解析） 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

地番液状化（簡便法） 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

※〔地質調査業務〕解析等調査業務費欄については，算出した設計業務価格を入力する。
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○地すべり調査

【設計業務等標準積算基準書（国交）】H30 P2-2-30～2--2-38

作 業 項 目 業務区分 入 力 区 分

計画準備

既存資料調査 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

地形判読作業 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

現地調査 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

異動変形調査

伸縮計 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

傾斜計 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

パイプ式歪計 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

孔内傾斜計 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

解析

地番特性検討 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

機構解析 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

安定解析 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

対策工法の選定 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

報告書作成 設計業務 〔地質調査業務〕解析等調査業務費

※〔地質調査業務〕解析等調査業務費欄については，算出した設計業務価格を入力する。

○その他解析

浸透流解析及び不発弾調査等の協会積算基準や見積りにより積算する解析にあっても，基本

方針どおりの取り扱いとする。

２．調査基準価格算定調書へ機能診断業務の基本方針

土地改良工事積算基準（調査・測量・設計）に掲載してある歩掛のとおり，建設関連業務の

調査基準価格算定調書へ入力する。

（１）業務区分及び入力区分

○機能診断業務

【土地改良積算基準（調査・測量・設計）】H30 P575～599

作 業 項 目 業務区分 入力区分

現地踏査 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

現地調査（定点調査）） 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

試験 地質・土質調査業務 〔地質調査業務〕直接調査費

機能診断 設計業務 〔建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務〕直接人件費
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３．説明事項への記載について

入札公告時に添付しているファイルをそのまま提出するよう業者に周知するほか，各業者が

入札価格を適正に算出できるよう，説明事項に調査基準価格（予定価格）の基準情報を記載す

ること。

例１ 設計業務と用地調査業務を合わせた業務の場合

（「別紙３」と「別紙３」へそれぞれ入力）

本業務価格算定には，土地改良設計基準を適用した設計業務と用地調査業務をそれぞれ

適用しています。

このことから，業務委託費内訳書は「別紙３【土地改良設計基準を適用した設計業務】」 と

「別紙３【土地改良設計基準を適用した用地調査業務】」を使用願います。

例２ 設計業務と解析等調査業務を合わせた業務の場合

（「別紙１」と「別紙３」へそれぞれ入力）

本業務価格算定には，土地改良設計基準を適用した設計業務と適用しています。

ただし，解析業務（解析調査）については，諸経費も含め地質調査業務の解析等調査

業務費として取り扱っています。

このことから，業務委託費内訳書は「別紙１【地質調査業務】」と

「別紙３【土地改良設計基準を適用した設計業務】」を使用願います。

例３ 地質調査業務と解析等調査業務を合わせた業務の場合（「別紙１」へ入力）

本業務価格算定には，地質調査業務を適用しています。

ただし，解析業務（解析調査）については，諸経費も含め地質調査業務の解析等調査

業務費として取り扱っています。

このことから，業務委託費内訳書は「別紙１【地質調査業務】」を使用願います。

例４ 機能診断業務の場合

本業務価格算定には，地質調査業務とお，土地改良設計基準を適用した設計業務を

それぞれ適用しています。

このことから，業務委託費内訳書は「別紙１【地質調査業務】」と

「別紙３【土地改良設計基準を適用した設計業務】」を使用願います。

４．その他

（１）協会積算基準や見積りにより積算する業務にあっては，上記を準拠し適正に業務価格を

算定し，業務委託費内訳書の入力方法について説明事項へ記載すること。

（２）通知文に記載している基準書掲載ページについては，平成３０年度を示していることから，

改定ごとに新基準書掲載ページに読み替えること。
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様式１０ 工事数量表（積算システムから作成・出力）

（表紙）

平成△△年度

□□□□□事業

Ｈ△△　○○○地区（○○）－○○○号／○○○○○○○工事

宮城県

宮城県○○○地方振興事務所

直接工事費（仮設工を除く）

工　　事　　数　　量　　表
【当初】

工　　事　　数　　量　　表

工種・種別・細別 規格 単位 数量 備　考
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様式１１ 積算参考資料（積算システムから作成・出力）

様式１２ 金抜き設計書

金抜き設計書については，積算システムおいて印刷時に「金額情報出力設定」で

「単価コード抜き」「金額抜き指定」を選択し，「宮城県用帳票」にて出力するも

のとする。

表紙

平成△△年度

□□□□□□事業

Ｈ△△　○○○地区（○○）－○○○号／○○○○○○○○○工事

注－1） 積算参考資料の明示数量は参考数量とし、変更の対象とはいたしません。

注－2）

宮城県

宮城県○○○○地方振興事務所

直接工事（仮設工を除く）

積算参考資料の見方については宮城県のホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）を確認願いま
す。

積    算    参    考    資    料

【当初】

積    算    参    考    資    料

工　　種　・　種　　目 備　考数　量規　　格 単　位
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Ⅰ-４

積算システム以外における積算書の様式について

様式－参考１ 工事費内訳書

工 事 費 内 訳 書

一 金 円 也

請負施工額 円也

支 給 額 円也

直営施工額 円也

内 訳

名 称 ・ 規 格 単位 数 量 単 価 金 額 記 事 明細 番 号

単価

【注】 円以下の端数は一般管理費で切捨て調整すること｡

様式－参考２ 工事費明細書

第 号明細書 工 事 費 明 細 書

一 金 円 也

内 訳 工事の大要を記す

名 称 ・ 規 格 単位 数 量 単 価 金 額 記 事 明細 番 号

単価

【注】 前記内訳書の項目ごとに作成し,金額は円以下切捨｡数量の計上は設計図その他,

2.数量計算による｡ 雑費は計上しない｡
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様式－参考３ 工事数量総括表

名 称 品 目 規格寸法 単位 数 量 摘 要

【注】数量は設計図,その他,2.数量計算による｡

様式－参考４ 数量計算書

数 量 計 算 書

区 分 符 号 算 式 数 量 略 図

【注】土量,面積等の計算方法は設計図,その他,2.数量計算による。

様式－参考５ 単価総括表

番 号 名 称 単 価 金 額 摘 要

【注】共通単価も単価総括表に記入すること｡

様式－参考６ 単 価 表

第 号 当 単 価 表

一金 円 也

所要説明を記す

内 訳

名 称 ・ 規 格 単価 数 量 単 価 金 額 記 事 代価 番 号

単価

【注】数量の計上は,設計図,その他,2.数量計算による｡金額は円以下切捨｡
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Ⅰ-５

工事数量表の記載例を示されたい

例として，用水路工（パイプライン）における記載例を下記に示す。

なお，作成時における留意事項については，「工事発注時における参考明細書の取り

扱いについて」（平成２４年３月１２日農村号外）を参照すること。

直接工事費（仮設工を除く）

　１．用水路工

(１)パイプライン工

ＰＬ１号 VU400-RR ｍ 600.000

ＰＬ２号 VU300-RR ｍ 50.000

ＰＬ３号 VU250-RR ｍ 80.000

ＰＬ４号 VU200-RR ｍ 25.000

ＰＬ５号 VU150-RR ｍ 55.000

ＰＬ継手材 式 1.000

(２)パイプライン付帯工

第１号ＰＬ横断工（鋼管） SGP-300A　L=5.2m 箇所 1.000
PL2号の付帯工

50.0+5.2=55.2m

第２号ＰＬ横断工（鋼管） SGP-250A　L=5.3m 箇所 1.000
PL3号の付帯工

80.0+5.3=55.3m

第３号ＰＬ横断工（鋼管） SGP-200A　L=5.0m 箇所 1.000
PL4号の付帯工

25.0+5.0=30.0m

第３種泥吐工 箇所 1.000

第４種泥吐工 箇所 4.000

制水弁工（ＨＰタイプ）
仕切弁（樹脂製）,300mm，

RC-40
箇所 2.000

制水弁工（ＨＰタイプ）
仕切弁（樹脂製）,250mm，

RC-40
箇所 3.000

制水弁工（ＨＰタイプ）
仕切弁（樹脂製）,200mm，
RC-40

箇所 1.000

第１種取水工 田畑兼用，給水栓桝加工 箇所 3.000

第２種取水工 田畑兼用，給水栓桝加工 箇所 23.000

第３種取水工 田畑兼用，給水栓桝加工 箇所 17.000

工　　事　　数　　量　　表

工種・種別・細別 規格 単位 数量 備　考

パイプラインの総延長に含まれる付帯工に
ついて，備考欄に本線の路線名を記載する。

 （例PL2号＋第1号PL横断工＝総延長）
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Ⅰ-６

工事設計図面の各種規定について示されたい。

１－１ 適用範囲

これは，宮城県が施行する農業農村整備事業等に供する設計図面に適用する。

１－２ 図 面

注文書に添付する図面については特に次の点に注意して作成すること。

(1) ポンプ機械の注文図はセンター，配置などを示すのみとし特定メーカーの

機械外形図は書かない。

(2) コンクリート工場製品については指定する場合以外は詳細図を書かない。

(3) ２件以上にまたがる工事の場合は，今回施工分がわかるように赤色で色別

し，図面タイトルブロック上部に「 今回施工分」と赤書きで注記すること。

(4) 全部今回施工の場合は図面タイトルブロック上部に「全部施工に付き塗色省略」

と赤書きで注記すること。

(5) 注文外の仮設等についても，工事の安定対策上施工方法等を受注者に明示

する場合は参考図書として添付する。また，図面タイトルブロック上部に「参考

図」と赤書きで注記すること。

１－３ 図面の大きさ

図面の大きさは，図面紙の仕上げ寸法ＪＩＳ．Ｐ．0138(紙加工仕上寸法)のＡ1による

ことを原則とする。ただし，必要に応じ，長手方向に延長することができる。

表１ 輪 郭 の 余 白 の 寸 法

(単位mm)

大きさの呼び方 Ａ0 Ａ1 Ａ2 Ａ3 Ａ4

ａ × ｂ 841×1189 594×841 420×594 297×420 210×297

ｃ 最 少 20 20 10 10 10

ｄ 25 25 25 25 25

b

↓

c↑

c

→ ←

d

→ ← 輪郭線

↓ a

図面ﾀｲﾄﾙ

↓ ブロック

c↑

[注] 輪郭線の太さ0.5mm以上の実線とする｡

図－１ 図面の大きさと輪郭
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１－４ 図面の折り方

(1) 図面は屏風折とし，タイトルブロックが外側になるようにする。

(2) 図面を折たたんだ場合大きさはＡ4を標準とする｡

図－２ 図面の折り方（Ａ1の場合）

１－５ 表 題 欄

(1) 表題欄は図面の右下部に設け，ここに図面名称，番号等を記入する。

(2) 図面番号は一連番号をつけ整理する。

(3) 図面番号は，施工位置図，平面図，縦断面図，横断面図，構造図の順を標準とする。

１－６ 縮 尺

縮尺の表示はＳ＝1/1000の例による｡

１－７ 図 の 配 慮

施工上の注意事項は図面の右側にまとめて記載するものとする。

注

意

事

項

図面ﾀｲﾄ

ﾙﾌﾞﾛｯｸ

図－３

(1) (2) (3)

表

(4) (5)

Ⅰ　－　28 Ｈ３０統合版（公表用）



１－８ 文字び数字

(1) 文字は,一字一字が正確に読めるように,明りょうにはっきり書く｡

(2) 数字は,主としてアラビア数字を用いる｡

(3) 文字,数字の大きさは,2.24,3.15,4.5,6.3,9,12.5,18mmを標準とする｡

(4) 漢字の使い方は常用漢字表による｡

１－９ 記 号

(1) 単位の表示は，次の例に従う。(寸法数値は原則としてﾐﾘﾒｰﾄﾙの単位で記入,単位記号は

付けない｡特に他の単位を用いる必要がある場合には，その単位記号を記入する｡)

mm cm cm２ ｍ２ ｍ３

kg kgf／ｍ kgf／cm２(N／ｍｍ２) tf／ｍ２ 60ﾟ

(2) 材料の表示は，次の例に従う。

図－４

１－10 鉄筋の表わし方

(1) 異形鉄筋は，普通鉄筋と同じように表わし，φの代りにＤの記号をつける。

(2) 鉄筋寸法および配置は，次のように記入する。

φ13 ＠300 - 直径13mm 普通鉄筋を300mm間隔に配置

Ｄ13 ＠300 - 直径13mm 異形鉄筋を300mm間隔に配置

20 - φ13 × 800 - 直径13mm長さ800mmの普通鉄筋が20本

5 × 100 = 500 - 全長500mmを100mmに5等分

(3) 鉄筋寸法その他記入用の引出線は，次のように鉄筋に直角に直線を引出す。

φ16＠200

φ16＠200

図－５

１－11 線

(1) 線の種類は実線，破線，１点鎖線，２点鎖線の４種を原則とする。

(2) 線は次のように区分して用いる。

・ 実線は見える形を示す線,寸法線,同補助線,引出線,回転断面線,輪郭線,水準面線など。

・ 破線は見えない部分の形を示す線。

・ １点鎖線は中心線，切断線，基準線，境界線，参考線など。

・ ２点鎖線は想像線，基準線，境界線，参考線などで，１点鎖線と区別する必要がある

とき。

鋼 ｺﾝｸﾘｰﾄ 石 材 木 材 玉石，割ぐり

地盤面 岩盤面 水 面
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１－12 縦 断 面 図

(1) 路線の縦断面図は左方を起点とし，右方に向って記入する。

(2) 用水路では上流を起点とし，河川，排水路では下流を起点とするを普通とする。

(3) 道路は既設の道路からの分岐点を起点とする。

(4) 水路に道路が平行する場合は水路の測点を併用してもよい。

(5) 断面が異なる毎に標準断面図を，その区間内に記入する。

(6) 縦断面図に次の欄を設ける。

曲線，測点，距離，追加距離，杭高，地盤高，計画高，その他，水位など。

１－13 横 断 面 図

(1) 路線の横断面図において，河川，用水路，排水路は左岸を左側にして描き，道路

では，起点から終点に向って左側にして描く。

(2) 横断面図には，測点番号，計画断面，地盤高，計画高，切土量，盛土量，石積量

（直高，法長），土羽量（法長）など必要な事業量を記入する。

（但し仮設掘削量，埋戻し量等については原則として示さないものとする）

(3) 横断面図には，図面各葉および計画断面の変化する毎に１カ所計画寸法を記入する。

(4) 横断面図の配置方法は，下記のとおりとする。

№３ №６ №９

№２ №５ №８

№１ №４ №７

道路および用水路横断面図の配置

№１ №４ №７

№２ №５ №８

№３ №６ №９

河川および排水路横断面図の配置

図－６
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１－14 表題欄規格

(1) 図面タイトルブロック

下記を標準とする。

8.0cm

1.0 2.5

図 面 の 名 称 図 面 番 号 0.8

1.6

測 量 平成 年 月 日終了 0.8

氏 名 0.8 8.0cm

設 計 氏 名 0.8

製 原 図 氏 名 0.8

図 複 写 氏 名 0.8

事 務 所 長 氏 名 0.8

主 管 課 長 氏 名 0.8

2.5 1.5 2.5 1.5

注） １ 図面の名称には縮尺を記入する。

２ 測量，設計，製図，事務所長，主管課長の各欄にはそれぞれ

氏名を記入する。

１－15 図面タイトルブック上部記載例

○ ２件以上にまたがる工事の場合

今回施工分

図 面 の 名 称 図 面 番 号

測 量 平成 年 月 日終了

○ 全部今回施工の場合

全部施工に付き塗色省略

図 面 の 名 称 図 面 番 号

測 量 平成 年 月 日終了

○ 参考図の場合

参 考 図

図 面 の 名 称 図 面 番 号

測 量 平成 年 月 日終了
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Ⅰ-７

工事数量計算の規定について示されたい。

１ 総 則

工事の数量計算は，農林水産省が制定している「土地改良工事数量算出要領

（案）」を準用するものとし，下記に抜粋部分を示す。

なお，「土地改良工事数量算出要領（案）」は，農林水産省のホームページ

からダウンロードできる。（http://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/suryo/h2012/）

また，この規定に明記されていない類似のものは，この規定を準用するものと

する。

２ 数量計算方法

(1) 数量の単位は，全て計量法によるものとする。

(2) 長さの計算は，数学公式によるほか，図面よりスケールアップ又はCAD により

算出する。

なお，スケールアップの場合は，２回以上の測定値の平均とする。

(3) 面積の計算は，数学公式（参考資料－１参照）によるほか，三斜誘致法，平均

面積法，プラニメーター又はCAD により算出する。

なお，プラニメーターを使用する場合は，３回以上測定したもののうち，正確

と思われるもの３回の平均値とする。

また，線的な工事の面積算出における距離は，水平距離を基本とする。

(4) 体積の計算は，数学公式（参考資料－１参照）によるほか，平均断面法及び平

均距離法により算出する。

なお，線的な工事は平均距離法を標準とする。

(5) 土工数量の算出において，曲線半径が小さく（Ｒ＜５０ｍ），設計中心線上の

距離により体積を算出することが適当でない場合は，計算断面の図心位置での距

離を用い，所定の体積を算出してよい。（図１－１参照）

図１－１ 曲線半径Ｒ＜５０ｍの場合の距離
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３ 数量計算の単位及び数位

数量計算に用いる単位及び数位は表１－１とし，数位以下の数値は，有効数位１

位（有効数位２位を四捨五入）を数値とするものとする。

なお，表にないものは表１－１に準ずるものとする。

表１－１数量計算の単位及び数位

項 目 種 別 単 位 数 位 摘 要

土工量 距離 ｍ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

高 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

幅 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

断面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

平均断面積 ㎡ 〃 ２ 〃 ３ 〃

土量 ㎥ 〃 １ 〃 ２ 〃

法面積 距離 ｍ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

法長 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

平均法長 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 距離 ｍ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

(石)積(張)面積 法長 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

平均法長 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

コンクリート・ 幅 ｍ 小数位以下２位止 ３位四捨五入

アスファルト 高 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

体積 長 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

体積 ㎥ 〃 １ 〃 ２ 〃

型枠面積 幅 ｍ 小数位以下２位止 ３位四捨五入

高 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

長 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

鉄筋質量 φ径 ㎜ 整数

単位質量 ㎏/m 小数位以下３位止 １本当り質量は

有効数字３桁 小数２位止

四捨五入

質量 ㎏ 整数位止 １位四捨五入

足場・支保 幅 ｍ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

高 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

距離 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

面積 掛㎡ 整数位止 １ 〃

体積 空㎥ 〃 １ 〃

粗朶沈床等面積 幅 ｍ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

長 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

舗装面積 幅 ｍ 小数位以下２位止 ３位四捨五入

距離 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

区画線 幅 ｍ 小数位以下２位止 ３位四捨五入

延長 ｍ 〃 １ 〃 ２ 〃

トンネル断面積 幅 ｍ 小数位以下２位止 ３位四捨五入

高 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

長 ｍ 〃 ２ 〃 ３ 〃

断面積 ㎡ 〃 ２ 〃 ３ 〃
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項 目 種 別 単 位 数 位 摘 要

鋼材質量 幅 ｍ 小数位以下３位止 ４位四捨五入
高 ｍ 〃 ３ 〃 ４ 〃
長 ｍ 〃 ３ 〃 ４ 〃

但し鉄筋は㎝止め
(四捨五入)とする

質量 ㎏ 整数位止 １位四捨五入

ボルト質量 単位質量 g/本 整数位止 １位四捨五入
本数 本 整数
質量 ㎏ 整数位止 １位四捨五入

塗布面積 幅 ｍ 小数位以下３位止 ４位四捨五入
高 ｍ 〃 ３ 〃 ４ 〃
長 ｍ 〃 ３ 〃 ４ 〃
面積 ㎡ 〃 １ 〃 ２ 〃

（注）数量計算書と明細書では単位が異なる場合があるため各々の単位を確認のうえ整理されたい。

４ 設計書明細数量の単位及び数位

設計書（積算書）明細書計上数量は，数量計算で求めた数量を，表１－２に示す数位に四捨五入した

数値とする。

表１－２ 明細数量の単位及び数量計上の数位

工 種 種 別 細 別 単位 明細書計上数位

土工 掘削工 土砂掘削，軟岩掘削，硬岩掘削 ㎡ 100㎥未満 単位止

盛土工 流用土盛土，発生土盛土， ㎡ 100㎥以上 有効数字3桁
採取土盛土，搬入土盛土 (最大100㎥単位止)

路体盛土工 流用土路体，発生土路体， ㎡
採取土路体，搬入土路体

路床盛土工 流用土路床，発生土路床， ㎡
採取土路床，搬入土路床

整形仕上げ工 法面整形（掘削部） 100㎡未満 単位止
法面整形（盛土部） ㎡ 100㎡以上 有効数字3桁

(最大10㎡単位止)

作業残土処理工 作業残土処理 ㎡ 100㎥未満 単位止
100㎥以上 有効数字3桁

作業土工 床掘，埋戻 ㎡ (最大100㎥単位止)

共通工 植生工 種子散布，客土吹付， ㎡ 100㎡未満 単位止
植生基材吹付，植生マット， 100㎡以上 有効数字3桁
植生シート，繊維ネット， (最大10㎡単位止)
筋芝，芝付，人工芝付

法面吹付工 モルタル吹付， ㎡

コンクリート吹付

法枠工 現場打法枠，吹付枠， ㎡
プレキャスト法枠

法面工 ｱﾝｶｰ 本 単位止

受圧版 枚 単位止

柵工 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止
10ｍ以上 単位止め

かご工 じゃかご，ふとんかご ｍ 単位止

石・ブロック積(張)工 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ基礎，石積基礎 ｍ 単位止

各種石・ブロック積(張) ㎡ 単位止

裏込材，天端コンクリート ㎡ 単位止

現場打擁壁工 現場打小型擁壁 ｍ 単位止

プレキャスト擁壁工 プレキャストＬ型擁壁 ｍ 単位止

補強土壁工 補強土壁基礎 ｍ 単位止

補強土壁 ㎡ 単位止
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工 種 種 別 細 別 単位 明細書計上数位

共通工 矢板工 ｺﾝｸﾘｰﾄ矢板 枚 単位止

切断工 ガス切断 ｍ 10ｍ未満 小数点以下１位止

10ｍ以上 単位止

付帯工 水抜きパイプ 箇所 単位止

通気孔，ステップ 個 単位止

地盤改良工 路床安定処理工 安定処理 ㎡ 単位止

サンドマット工 サンドマット，安定シート ㎡ 単位止

バーチカルドレーン サンドドレーン 本 単位止

工 袋詰式サンドドレーン

ペーパードレーン

締固め改良工 サンドコンパクションパイル 本 単位止

固結工 粉体噴射撹拌，高圧粉体噴霧撹拌， 本 単位止

セメントミルク撹拌，

スラリー攪拌，消石灰パイル，

薬液注入

中層混合処理 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

10㎥以上 単位止

構造物撤去工 構造物取壊し工 コンクリート構造物取壊し， ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

石積み取壊し 10㎥以上 単位止

舗装版取壊し，吹付法面取壊し ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

10㎡以上 単位止

殻運搬，殻運搬・処理 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

10㎥以上 単位止

コンクリート コンクリート工 基礎材 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

工 10㎡以上 単位止

裏込砕石 ㎥ 単位止

基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ ｍ 単位止

均しコンクリート，コンクリート ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

小口止ｺﾝｸﾘｰﾄ，防水ﾓﾙﾀﾙ 10㎥以上 単位止

鉄筋 t 1ton未満 小数点以下3位止

1ton以上 小数点以下2位止

型枠 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

10㎡以上 単位止

目地材，吸出し防止材，収縮目地 ㎡ 単位止

止水板 ｍ 小数点以下1位止

ダウエルバー 本 単位止

基礎工 既製杭工 既製ｺﾝｸﾘｰﾄ杭，ｶｯﾄｵﾌ，鋼管杭 本 単位止

場所打杭工 場所打杭 本 単位止

準備・処理工 やぐら 回 単位止

杭土処理 ㎥ 100㎥未満 単位止

100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

フリューム類 水路工 鉄筋コンクリートＵ形， ｍ 小数点以下1位止

据付工 鉄筋コンクリートフリューム，

鉄筋コンクリートベンチフリューム，

鉄筋コンクリート大型フリューム，

コルゲートフリューム，

鉄筋コンクリート柵渠，

プレキャストボックス，

鉄筋コンクリート側溝，

Ｌ形側溝，自由勾配側溝

鉄筋コンクリートＬ形水路 個 単位止
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工 種 種 別 細 別 単位 明細書計上数位

排水路工 排水路工 分水槽，マンホール 箇所 単位止

蓋，側溝蓋 枚 単位止

アンダードレン，サイドドレーン ｍ 小数点以下1位止

ウィープホール，ドレーン流出弁 箇所 単位止

土水路 ｍ 単位止

河川構造物 覆土工 採取土覆土，購入土覆土 ㎥ 100㎥未満 単位止

100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

海岸コンクリート 海岸コンクリートブロック製作 個 単位止

ブロック工

波消根固め 波消ブロック製作 個 単位止

ブロック工 根固めブロック製作・据付

捨石工 捨石 ㎥ 単位止

管水路工 管体基礎工 砂基礎，砕石基礎 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎 10㎥以上 単位止

管体工 硬質ポリ塩化ビニル管， ｍ 小数点以下1位止

強化プラスチック複合管，
ダクタイル鋳鉄管，
炭素鋼鋼管，
鋼管
遠心力鉄筋コンクリート管
硬質ポリ塩化ビニル継手材 個 単位止

異形管，継輪 本 単位止

弁類 基 単位止

道路工 舗装準備工 不陸整正 ㎡ 単位止

舗装工 下層路盤，上層路盤，基層，表層， ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

敷砂利 10㎡以上 単位止

区画線工 区画線，区画線消去 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

10ｍ以上 単位止

付属施設 落石防止網工 落石防止網(金網＋ロープ) ㎡ 100㎡未満 単位止

100㎡以上 有効数字3桁

(最大10㎡単位止)

落石防止網(アンカー)， 箇所 単位止

落石防止網(ポケット支柱)
落石防止柵 落石防止柵(支柱・金網) ｍ 単位止

落石防止網(ステーロープ） 本 単位止

安全施設工 ガードレール，ガードケーブル， ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

ガードパイプ，横断・転落防止柵， 10ｍ以上 単位止

ネットフェンス
フェンス扉 組 単位止

標識工 路側標識 基 単位止

標識板 枚 単位止

縁石工 アスファルトカーブ， ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

境界ブロック 10ｍ以上 単位止

境界工 境界杭 本 単位止

付属物工 視線誘導標 本 単位止

埋設物表示工 埋設表示テープ ｍ 単位止

橋梁工 橋梁工 桁架設 本 単位止

横組 ㎥ 10㎥未満 小数点以下1位止

10㎥以上 単位止

横締めケーブル，簡易ゴム支承， ｍ 小数点1位止

場所打地覆

横締め緊張，落石防止装置 箇所 単位止

ゴム支承，大型ゴム支承， 個 単位止

調整コンクリート舗装 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

10㎡以上 単位止
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工 種 種 別 細 別 単位 明細書計上数位

橋梁工 橋梁架設工 桁下足場，ＰＣ防護 ㎡ 単位止

側部足場 ｍ 単位止

登り桟橋 箇所 単位止

ほ場整備工 整地工 表土扱い，基盤造成，畦畔築立， ha 小数点２位止

雑物撤去

筆外運土 ㎥ 100㎥未満 単位止

100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

進入路工 進入路 箇所 単位止

用排水路工 呑口・吐口トランシジョン， 箇所 単位止

桝，水甲，田面排水口

吸水渠，暗渠排水，集水渠， ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

捕水渠，自動埋設暗渠，揚水取水管 10ｍ以上 単位止

弾丸暗渠 ha 小数点２位止

農用地造成工 盛土工 堤体盛土，盛土面転圧 ㎥ 100㎥未満 単位止

100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

用排水路工 集水渠 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

10ｍ以上 単位止

集水路，急流工，引き込み管 ｍ 小数点１位止

造成工 表土扱い，基盤整地，耕起深耕， ha 小数点２位止

石礫除去，土壌改良材散布，

有機資材散布，砕土，心土破砕，

雑物撤去

基盤造成（土砂）， ㎥ 100㎥未満 単位止

基盤造成（軟岩） 100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

畑面保全工 承水路 ｍ 小数点１位止

畑面植生 ha 小数点２位止

トンネル工 土工 トンネル掘削 ｍ 小数点１位止

ずり処理 ㎥ 100㎥未満 単位止

100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

コンクリート工 覆工コンクリート工 ｍ 小数点１位止

鉄筋 t 1ton未満 小数点以下３位止

1ton以上 小数点以下２位止

止水板 箇所 単位止

裏込グラウト ㎥ 10㎥未満 小数点以下１位止

10㎥以上 単位止

地すべり防止 地すべり防止工 集水井，集水桝 基 単位止

工 振止コンクリート，面壁工 箇所 単位止

水抜きボーリング，山腹集排水路， ｍ 小数点１位止

山腹明暗渠，山腹暗渠

ボーリングマシン移設，やぐら 回 単位止

抑止杭 本 単位止

復旧工 復旧工 畦畔復旧 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

10ｍ以上 単位止

表土掘削・埋戻 ｍ 単位止
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工 種 種 別 細 別 単位 明細書計上数位

コンクリート ひび割れ補修工 ひび割れ表面処理，ひび割れ注入， ｍ 小数点以下1位止

補修工 ひび割れ充填

目地補修工 成型ゴム目地，充填目地 ｍ 小数点以下1位止

既設水路断面修復 高圧洗浄工，断面修復工， ㎡ 10㎥未満 小数点以下1位止

・表面被覆工 表面被覆工 10㎥以上 単位止

仮設工 仮設工 足場 掛㎡ 単位止

支保 空㎥ 単位止

敷鉄板 ㎡ 単位止

仮設鋼矢板，鋼矢板，鋼矢板引抜 枚 単位止

仮設Ｈ鋼杭 本 単位止

仮設タイロッド・腹起し， t 小数点以下2位止

切梁・腹起し

横矢板 ㎡ 単位止

たて込み簡易土留 ｍ 単位止

油圧式杭圧入引抜機据付・解体 回 単位止

仮締切盛土，中詰盛土 ㎥ 100㎥未満 単位止

1100㎥以上 有効数字3桁

(最大100㎥単位止)

土のう ㎥ 100㎥未満 小数点以下1位止
100㎥以上 単位止

大型土のう 袋 単位止

工事用設道路 ｍ 単位止

工事用道路補修 路線 単位止

仮設舗装 ㎡ 10㎡未満 小数点以下1位止

10㎡以上 単位止

仮設区画線 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

10ｍ以上 単位止

仮橋上部 t 小数点以下2位止

仮橋下部 橋 単位止

仮橋高欄 ｍ 10ｍ未満 小数点以下1位止

10ｍ以上 単位止

仮橋覆工板 ㎡ 単位止

仮橋コンクリート基礎 箇所 単位止

排水処理工 排水ドレーン，土水路（仮設） ｍ 小数点以下1位止

排水ポンプ 箇所 単位止

ウェルポイント 本 単位止

設備工 受電設備，配電設備 式 単位止

ﾄﾝﾈﾙ受電設備，ﾄﾝﾈﾙ配電設備

ﾄﾝﾈﾙ照明設備，ﾄﾝﾈﾙ送気設備

ﾄﾝﾈﾙ軌道設備，ﾄﾝﾈﾙ換気設備

ﾄﾝﾈﾙ給水設備，ﾄﾝﾈﾙ排水設備

ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾌｫｰﾑ組立解体 基 単位止

共通仮設費 運搬費 重建設機械分解・組立・輸送 台 単位止

(積上げ) 仮設材輸送 t 小数点以下2位止

準備費 伐開・除根 ha 小数点以下2位止

木根等処分 ㎥ 単位止

t 小数点以下1位止

役務費 電力基本料金，借地費 式 単位止

技術管理費 平板載荷試験，土質試験等 回 単位止

溶接試験，継目試験 箇所 単位止

歩掛調査 式 単位止

（注）１．この表にないものについては，類似するものを準用するものとする。
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５ 単位の参考例
○小数点以下1位止（小数点２位四捨五入） 1.23 ㎡ → 1.2 ㎡

4.56 ㎡ → 4.6 ㎡
○単位止（小数点１位四捨五入，

但し１に満たないものは切り上げ） 0.4 ㎡ → 1 ㎡

1.2 ㎡ → 1 ㎡
45.6 ㎡ → 46 ㎡

○有効数字3桁（有効数字４桁四捨五入） 123.4 ㎡ → 123 ㎡

2,345.6 ㎥ → 2,350 ㎥
○最大100㎥単位止（整数２位四捨五入） 12,345.6 ㎥ → 12,300 ㎥

123,456.7 ㎥ → 123,500 ㎥

※ 数量計算は算式によるほか，図上計算または実物測定によることができる。
この場合，原則として縮尺図又は実測略図を数量計算書に添付するものと
する。

６ 歩掛単価表等の単位及び数位
歩掛単価表等における単位及び数位は，表１－３に示すものとする。

表１－３ 歩掛単価表等の単位及び数位

項 目 種 別 単 位 数 位 摘 要

労務 一般労務 人 小数位以下２位止 ３位四捨五入

運転労務 人 〃 ２ 〃 ３ 〃

機械経費 機械経費(時間) ｈ 小数位以下１位止 ２位四捨五入

機械経費(日) 日 〃 ２ 〃 ３ 〃

燃料 Ｌ 有効数字２桁(注) 四捨五入

材料費 一般資材(指定のないもの) － 小数位以下１位止 ２位四捨五入

その他 １日当り作業量 － 小数位以下１位止 ２位四捨五入

補正値・係数 － 小数位以下２位止 ３位四捨五入

電力料金，免税軽油等 円 小数位以下２位止 ３位四捨五入

(注) 整数3桁以上は，整数止，１未満は小数以下1位止とする。

７ 単位体積質量等
数量計算に用いる各種資材の単位体積質量は表１－４，アスファルト混合物の締

固め後の密度は表１－５，たて込み簡易土留機材の質量は表１－６を標準とする。

なお，試験等より当該資材の質量等が把握されている場合は，その値を用いるこ
とが出来る。

表１－４ 各種資材の単位体積重量(標準値)

名称 規格 単 位 単位質量 備 考

土砂 自然状態 t/m3 1.80

軟岩，岩塊・玉石 自然状態 t/m3 2.20

中硬岩，硬岩 自然状態 t/m3 2.50

コンクリート
無筋 t/m3 2.35

有筋 t/m3 2.50

切込砂利 t/m3 2.02

クラッシャラン t/m3 2.04

粒度調整砕石 t/m3 2.10

セメント t/m3 3.00

ソイルセメント t/m3 2.10

木材 t/m3 0.80
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名称 規格 単 位 単位質量 備 考

D10 kg/m 0.56

D13 kg/m 0.995

D16 kg/m 1.56

D19 kg/m 2.25

異形棒鋼 D22 kg/m 3.04

(SD295A,SD345) D25 kg/m 3.98

D29 kg/m 5.04

D32 kg/m 6.23

D35 kg/m 7.51

D38 kg/m 8.95

D41 kg/m 10.5

D51 kg/m 15.9

φ13 kg/m 1.04

丸鋼(SS400) φ16 kg/m 1.58

φ25 kg/m 3.85

φ32 kg/m 6.31

100*100*6*8 kg/m 16.9

125*125*6.5*9 kg/m 23.6

150*150*7*10 kg/m 31.1

175*175*7.5*11 kg/m 40.4

Ｈ形鋼(幅広) 200*200*8*12 kg/m 49.9

250*250*9*14 kg/m 71.8

300*300*10*15 kg/m 93.0

350*350*12*19 kg/m 135.0

400*400*13*21 kg/m 172.0

ⅠＡ型 kg/m 35.5 400(幅)*85(高)*8.0(厚)

Ⅱ型 kg/m 48.0 400*100*10.5

鋼矢板 Ⅲ型 kg/m 60.0 400*125*13.0

Ⅳ型 kg/m 76.1 400*170*15.5

ⅤＬ型 kg/m 105.0 500*200*24.3

ⅥＬ型 kg/m 120.0 500*225*27.6

(幅広鋼矢板) ⅡＷ型 kg/m 61.8 600*130*10.3

〃 ⅢＷ型 kg/m 81.6 600*180*13.4

〃 ⅣＷ型 kg/m 106.0 600*210*18.0

(ハット型鋼矢板) １０Ｈ kg/m 86.4 900*230*10.8

〃 ２５Ｈ kg/m 113.0 900*300*13.2

H-200 kg/m 55.0

H-250 kg/m 80.0

鋼製山留材(Ｈ型鋼) H-300 kg/m 100.0

H-350 kg/m 150.0

H-400 kg/m 200.0

19(厚)*1,524(辺)*6,096(辺) kg/枚 1,386

鋼 版 22*1,524*6,096 kg/枚 1,604

25*1,524*6,096 kg/枚 1,823
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表１－５ アスファルト混合物の締固め後密度(標準値)

施工区分 設計密度(kg/m３)

混 合 物 車道及び路肩 歩道 アスカーブ

粗粒度アスファルト混合物 2.350 2.200 －

密粒度アスファルト混合物 2.350 2.200 －

細粒土アスファルト混合物 2.300 2.150 2.100

開粒度アスファルト混合物 1.940 － －

瀝青安定処理路盤材 2.350 － －

グースアスファルト混合物 2.350 － －

（注） 密粒度アスファルト混合物及び細粒度アスファルト混合物には，それぞれギャップアスファルト

混合物を含む。

表１－６ たて込み簡易土留め機材の質量

1セットの延長 掘削幅 掘削深 単位 質量

1.5m t/セット 9.0

2.0m t/セット 12.0

2.5m t/セット 14.6

3.0m t/セット 18.4

3m未満 3.5m t/セット 23.0

4.0m t/セット 32.7

4.5m t/セット 38.3

5.0m t/セット 46.5

30m 5.5m t/セット 52.6

6.0m t/セット 58.5

3.0m t/セット 23.4

3.5m t/セット 24.8

4.0m t/セット 34.6

3m以上 4.5m t/セット 40.8

5.0m t/セット 47.8

5.5m t/セット 56.3

6.0m t/セット 62.2

1.5m t/セット 4.6

2.0m t/セット 6.1

15m 3m未満 2.5m t/セット 7.4

3.0m t/セット 9.4

3.5m t/セット 11.7
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８ 数量計算における留意事項

（１）控除不要数量

次に示す数量は，原則として所要構造物の積算数量より控除しなくてよいものとする。
１）盛土中で現地盤線以上の断面積が1 ㎡未満の構造物。
２）石積・ブロック積工の内径φ300 ㎜以下の排水管及び内空断面積0.1 ㎡以下の暗渠。

３）コンクリート構造物内の鉄筋，土留材，支保材及びスペーサーブロック。
４）コンクリート構造物の面取り。
５）コンクリート構造物の伸縮目地の間隔及び止水板。

６）コンクリート構造物内のステップ等埋込み金具。
７）コンクリート構造物内の内径φ300 ㎜以下の管類。但し，スラストブロック等で管

等の空間比率が大きい場合は除く。

８）鋼材のボルト孔及びアンカー孔。
９）その他，上記１）～８）に準じると判断されるもの。

（２）加算不要数量
次に示す数量は，原則として所要構造物の積算数量に加算しないものとする。

１）発注者が当該構造物の品質・形状等が不適当と認め解体・撤去を命じた構造物。

２）型枠の余裕面積。
３）積算歩掛等において考慮されているコンクリートまたは鉄筋等の材料損失量。
４）鉄筋の組立・据付に要したタイクリップ等。

５）管水路工事における管接合箇所の継手掘りに係る数量。
６）その他，上記１）～５）に準じると判断されるもの。
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参考資料－２ 土量換算係数の取り扱い

１．土工流用の基本的な考え方
土工に関わる歩掛等の基本的な考え方は，以下のとおりである。

①土工に係る作業能力式などは，”地山土量（自然状態）”を基本
②仮置き場スペースを計画する場合は，”堀ゆるめた土量”を基本

③盛土及び埋戻しは，締固め後の”仕上り土量（締固めた状態）”を基本

２．土工流用の計算例

ケース１：埋戻用土に掘削土を流用する場合で標準の土量換算係数（ｆ）によった場合

［条 件］
対象土量 ：床 堀＝1,000m3，埋 戻＝450m3

土量換算係数：自然状態＝1.00，堀りゆるめた状態＝1.20，締固めた状態＝0.90
［流用計画］

床 堀（自然） 仮置き必要量

1,000m3（ｆ＝1.00） 450×1/0.90=500（f=1.00） 500×1.20=600

構造物等 埋戻（締固め） 仮置き（ゆるめ）

550空m3 450m3(ｆ=0.90) 600m3(f=1.20)

1,000-(450×1/0.90)=500 埋戻土投入（自然） ※スペースの算定に
450×1/0.90=500（f=1.00） 使用

作業残土処理（自然）
500m3（f=1.00）

［計上数量］
床堀土量＝1,000m3，埋戻土量（投入）＝500m3，埋戻土量（敷均・締固）＝450m3
作業残土処理土量＝ 500m3

ケース２：埋戻用土に掘削土を流用する場合で現場実態の土量換算係数（ｆ）によった場合

［条 件］
対象土量 ：床 堀＝砂質土1,000m3，埋 戻＝450m3

土量換算係数：自然状態＝1.00，堀りゆるめた状態＝1.20，締固めた状態＝1.00
［流用計画］

床 堀（自然） 仮置き必要量

1,000m3（ｆ＝1.00） 450×1/1.00=450（f=1.00） 450×1.20=540
構造物等 埋戻（締固め） 仮置き（ゆるめ）

550空m3 450m3(ｆ=0.90) 540m3(f=1.20)

1,000-(450×1/1.00)=550 埋戻土投入（自然） ※スペースの算定に
450×1/1.00=450（f=1.00） 使用

作業残土処理（自然）
550m3（f=1.00）

［計上数量］
床堀土量＝1,000m3，埋戻土量（投入）＝450m3，埋戻土量（敷均・締固）＝450m3
作業残土処理土量＝550m3

ケース３：埋戻の一部を購入土対応する場合で標準の土量換算係数（ｆ）によった場合

［条 件］
対象土量 ：床 堀＝1,000m3，（砂質土500m3，埋戻不適土500m3），埋 戻＝700m3
土量換算係数：自然状態＝1.00，堀りゆるめた状態＝1.20，締固めた状態＝0.90

購入土 ：砂質土
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［流用計画］

床 堀(自然) 1,000m3(f=1.00) 仮置き必要量
内，不適土500m3，砂質土500m3 500（f=1.00） 500×1.20=600

構造物等 埋戻（締固め） 仮置き（ゆるめ）

300空m3 700m3(ｆ=0.90) 600m3(f=1.20)

埋戻土投入（自然） ※スペースの算定に

流量土 使用
埋戻不適土=500 500（f=1.00）

購入土 250×1.2/0.9=333

250×1/0.9=278(f=1.00) 購入土（ゆるめ）

333m3(f=1.20)

作業残土処理（自然）

500m3（f=1.00）

購入土量（堀ゆるめた状態）333m3
・埋戻土量＝700m3

・流用可能土量＝500×0.9=450m3(f=0.9)
・不足土量＝700-450=250m3(f=0.90)
・購入土量＝250×1.2/0.9=333m3

［計上数量］

床堀土量 ＝1,000m3
埋戻土量（投入） ＝ 778m3（現場流用土500m3，購入土278m3）

埋戻土量（敷均・締固）＝ 700m3（現場流用土450m3，購入土250m3）
購入土量 ＝ 333m3（堀ゆるめた状態）
作業残土処理土量 ＝ 500m3

各ケースの注意事項

（注）１． 購入土の資材単価は堀ゆるめた状態で設定しているため，積算時における計
上数量は十分注意すること。

２． 歩掛に示された能力式での土量換算係数は，自然状態(f=1.00)とし，土工量
操作は，積算計上数量において考慮することを原則とする。

３． 各ケースでの（自然）は『自然状態』，（ゆるめ）は『堀り ゆるめられた状態』，

（締固め）は『締め固めた状態』を示している。
４． 労務資材単価表（農業農村整備事業）の，「山砂（埋戻し用）」を使用する

場合は，「ケース３」に準ずるものとする。

「例」100m3当り換算量
100÷0.9×1.2＝133.3m3
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Ⅰ-８

設計金額の表示基準について示されたい。

土木工事及び施設機械工事の積算書の数値処理
項目 丸め位置 丸め方法 止まり 備考

請負工事額 － － 円

消費税相当額 － － 円

総合工事価格 1,000円未満 切り捨て 1,000円

工事価格 1,000円未満 切り捨て 1,000円

工事原価 1,000円未満 切り捨て 1,000円

一般管理費等 1,000円未満 切り捨て 1,000円

明細の計 1,000円未満 四捨五入 1,000円

内訳数量 小数点以下４位 四捨五入 ３位止り

内訳単価欄 小数点以下１位 四捨五入 円止り 小数点以下２位ま

で表示可能

電力料金，免税軽油等 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

内訳金額欄 小数点以下１位 四捨五入 円止り

各単価表の単価 少数点以下１位 四捨五入 円止り

施工単価・特別単価 明細内訳と同様 ← ←

各単価内部数値処理
表示がない場合は，以下を原則として小数点以下４位四捨五入し３位止にする。また，

特に指定のない場合の端数処理について下表に示す。

一般事項
項目 丸め位置 丸め方法 止まり 備考

特に表示のない数値 小数点以下４位 四捨五入 ２位止り

特に表示のない金額 小数点以下１位 四捨五入 円止り

一般労務 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

運転労務 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

機械経費 (C) 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

機械経費 (T) 小数点以下２位 四捨五入 １位止り

機械経費 (t1,t0) 小数点以下２位 四捨五入 １位止り

機械損料単価整数部３桁以上 有効数字４位 四捨五入 有効数字３桁

整数部２桁以下 小数点以下１位 四捨五入 円止り

燃料数量 時間当損料 有効数字３位 四捨五入 有効数字２位

日当（整数部３桁以上） 小数点以下１位 四捨五入 整数

日当（整数部１桁以上） 有効数字３位 四捨五入 有効数字２位

日当（少数点以下） 小数点以下２位 四捨五入 少数点以下１位

一般資材数量 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り 指定のないもの

構成内訳の運転時間 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

構成内訳の運転日数 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

一日当たり作業量(ＱＤ) 小数点以下２位 四捨五入 １位止り

補正値・係数 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り

距離の入力 整数 各単価毎設定

断面積の入力 小数点以下２位 四捨五入 １位止り 各単価毎設定

雑品・諸雑費・諸経費率 小数点以下４位 四捨五入 ３位止り

算出数量 小数点以下３位 四捨五入 ２位止り
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Ⅰ-９

処分費の取り扱いについて示されたい。

処分費等が共通仮設費対象金額に占める割合が３％を越える金額，または，処分費が
３千万円を超える金額については共通仮設費，現場管理費，一般管理費の対象としない。

(1) 処分費計上方式
①．端数処理

積上げ金額は明細別に千円単位に四捨五入する。

処分費を複数の明細で計上した場合の積上げ金額と処分費の不整合については回避できない
ことから，計算ルールを以下のとおりとし，それによって生じる金額の不整合については無
視するものとする。

１）計算方法
以下の明細を例として計算方法を示す。
（下記項目以外の積上げ額等については計上されていないものと想定）

記号 項目 金額 算出単位
Ａ 直接工事費（Ａレベル） Ｂ＋Ｇ 千円
Ｂ 明細Ａ Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ 千円
Ｃ 明細内訳１ 円
Ｄ 明細内訳２ 円
Ｅ 処分費１ 円
Ｆ 明細内訳３ 円
Ｇ 明細Ｂ Ｈ＋Ｉ＋Ｊ 千円
Ｈ 明細内訳４ 円
Ｉ 処分費２ 円
Ｊ 明細内訳５ 円
Ｋ 共通仮設費（Ａレベル） Ｌ＋Ｎ＋Ｑ 千円
Ｌ 共通仮設費率計上分（Ａレベル） 千円
Ｍ 事業損失防止施設費（Ａレベル） Ｎ 千円
Ｎ 明細Ｃ Ｏ 千円
Ｏ 明細内訳６ 円
Ｐ 準備費（Ａレベル） Ｑ 千円
Ｑ 明細Ｄ Ｒ＋Ｓ＋Ｔ 千円
Ｒ 明細内訳７ 円
Ｓ 処分費３ 円
Ｔ 処分費４ 円

２）処分費金額
処分費の集計は次の２ヶ所で行う。
ⅰ 直接工事費内処分費（Ｕ）

直接工事費（Ａ）の配下の処分費を集計する。
「Ｕ＝Ｅ＋Ｉ」･･･千円単位に四捨五入

ⅱ 準備費内処分費（Ｖ）
準備費（Ｐ）の配下の処分費を集計する。
「Ｖ＝Ｓ＋Ｔ」･･･千円単位に四捨五入

ⅲ 処分費全体額（Ｗ）
「Ｗ＝Ｕ＋Ｖ」

３）処分費（諸経費対象外） （Ｘ）
「Ｗ」の内，共通仮設費対象金額の３％を超えた額，

又は，３千万円を超えた額･･･千円単位に切り上げ
４）共通仮設費対象金額（Ｙ）
「Ｙ＝Ａ＋Ｍ＋Ｖ－Ｘ」
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Ⅱ.土木工事編

Ⅱ-１

契約保証に係る一般管理費等率の補正について示されたい。

以下の通りである。

保 証 の 方 法 補正値（％）

ケース－1 : 発注者が金銭的保証を必要とする場合。 0.04

(工事請負契約書第4条を採用する場合)

ケース－2 : ケース－1以外の場合。 補正しない

注１)ケース－2の具体的例は以下のとおり。

①予算決算及び会計令第１００条の２第１項第１号の規定により工事請負契約書の

作成を省略できる工事請負契約である場合。

②契約保証を必要とするケースと必要としないケースが混在する混合入札の場合，

契約補償費は積算では計上しないものとする。

注２)契約保証に必用な費用を計上する場合は，当初契約の積算に見込むものとする。

Ⅱ-２

夜間工事の労務単価算定について示されたい。

労務資材単価表（農業農村整備事業）の「単価管理１－１労務費（２）夜間工事等の

労務単価の取扱いについて」を参照すること。

Ⅱ-３

冬期補正について示されたい。

冬期補正の取扱いは，平成２４年６月２６日付け２４北整第６３９号東北農政局整備

部長通知によるが，宮城県においては当面の間「適用除外」とする。

Ⅱ-４

ＤＩＤ（人口集中地域）境界図とは何か｡

総務省統計局国勢調査による地域別人口密度が4,000人／km2以上でその全体が5,000人

以上となっている地域をいう。

宮城県ＤＩＤ（人口集中地域）設定市町村

大河原 管内：白石市,角田市,大河原町,柴田町

仙 台 管内：仙台市,塩釜市,名取市,多賀城市,岩沼市,松島町,七ヶ浜町,

利府町,大和町,富谷町

大崎(旧古川)管内：大崎市（旧古川市）,加美町（旧中新田町）

登米(旧迫) 管内：気仙沼市（旧市）,登米市（旧迫町）

石 巻 管内：石巻市（旧市）,東松島市（旧矢本町）

（参考）

宮城県における市町村毎のＤＩＤ（人口集中地区）を以下の図に示す。

（平成２２年度国勢調査）
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Ⅱ-５

運搬機械の所在地について示されたい。

（１）機械の所在地は下記のとおりとする。

所在地区分１

所 在 地 機 械 名 称

油圧ﾊﾝﾏ（単体）ﾗﾑ10～12.5ｔ，粉体噴射攪拌機，

東 京 袋詰式ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機，ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ（深 1.2ｍ），

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打機，深層混合処理機

所在地区分２

所 在 地 機 械 名 称

ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機（全回転型含む），ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機，

地下連続壁施工機，ﾄﾞﾘﾙｼﾞｬﾝﾎﾞ，ﾀｰﾝﾃｰﾌﾞﾙ，ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ，骨材ﾎｯﾊﾟ，
仙 台 市

ｾﾒﾝﾄｻｲﾛ，ｺﾝｸﾘｰﾄﾌｨﾆｯｼｬ，ｺﾝｸﾘｰﾄﾚﾍﾞﾗｰ，ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾚｰｻ，路上表層再生機

，自由断面ﾄﾝﾈﾙ掘削機（出力200kW），ﾀﾞｳﾝｻﾞﾎｰﾙﾊﾝﾏ

所在地区分３

所 在 地 機 械 名 称

ﾘｯﾊﾟﾄﾞｰｻﾞ，ｸﾗﾑｼｪﾙ，ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ（100ｔ吊以上），

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ（120ｔ吊以上），ｸﾛｰﾗ式杭打機，杭圧入引抜機，
仙 台 市

ｱｰｽｵｰｶﾞ中掘機，ｱｰｽｵｰｶﾞ，ｱｰｽﾄﾞﾘﾙ，汚泥吸排車，大口径ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ，

ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ（深0.7ｍ以下)，路面清掃車，区画線施工機械，

路面切削機（薄層舗装工用含む），ﾓﾙﾀﾙｺﾝｸﾘｰﾄ吹付機，種子吹付機，

ｶﾞｰﾄﾚｰﾙ支柱打込機，ﾃﾞｨｽﾄﾘﾋﾞｭｰﾀ，自走式破砕機

所在地区分４

所 在 地 機 械 名 称

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ32ｔ以下（普通・湿地・超湿地），ﾊﾞｯｸﾎｳ，ﾄﾗｸﾀｼｮﾍﾞﾙ，

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ（80ｔ吊以下），ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ（100ｔ吊以下），ｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸ，
各合同庁舎

ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ，ﾓｰﾀｸﾞﾚｰﾀﾞ，ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗ，ﾀｲﾔﾛ-ﾗ，振動ﾛｰﾗ，ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車，

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ，ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ，ﾘﾌﾄ車，散水車，ｺﾝｸﾘｰﾄﾐｷｻ及びｱｼﾞﾃｰﾀﾄﾗｯｸ

（２）距離算定の際の建設機械所在地については，施工場所が含まれる管内の合同庁舎と

するほか，下記表による。

所在地 基 点 住 所

東 京 東京都庁本庁舎 東京都新宿区西新宿２丁目８－１

仙 台 市 仙台合同庁舎 仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

大河原合同庁舎

仙台合同庁舎

大崎合同庁舎

各合同庁舎 栗原合同庁舎

登米合同庁舎

石巻合同庁舎

気仙沼合同庁舎

柴田郡大河原町字南１２９－１

仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

大崎市古川旭４丁目１－１

栗原市築館藤木５－１

登米市迫町佐沼字西佐沼１５０－５

石巻市石巻市あゆみ野五丁目７番地

気仙沼市赤岩杉ノ沢４７-６
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Ⅱ-６

運搬費積上対象機械について示されたい。

所在地 所在地
機 械 名 称 規 格

区 分
機 械 名 称 規 格

区 分

普通21ｔ以上 ４ 粉体噴射攪拌機 １

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ 湿地19ｔ以上 ４ ｸﾛｰﾗ式 ３

ﾘｯﾊﾟ付32ｔ以上 ３ ｱｰｽｵｰｶﾞ ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ装着式

山積1.4m
３

径350～450mmﾗﾑ2t ３

ﾊﾞｯｸﾎｳ （平積1.0m
３
） ４ ﾍﾟｰﾊﾟｰﾄﾞﾚｰﾝ打機 標準型，長尺型 １

ﾛｰﾌﾟ式 ３ ｵｰﾙｹｰｼﾝｸﾞ掘削機(全回転型含む) ２

ｸﾗﾑｼｪﾙ 油圧ｸﾗﾑ(深掘用) ３ ｱ-ｽﾄﾞﾘﾙ ３

ﾃﾚｽｺﾋﾟｯｸ式 ３ 地下連続壁施工機 ２

16～80t吊 ４ 全自動強制

ｸﾛ-ﾗｸﾚｰﾝ 100～150t吊 ３ ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾟﾗﾝﾄ ０．５m
３
×１ ２

機械式25～100t吊 ４ 骨材ﾎｯﾊﾟ 15m
３
×３ ２

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ 油圧式80～100t吊 ４ 輸入ｸﾛ-ﾗ型

120t吊以上 ３ ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬ ３～12ｍ ４

油圧ﾊﾝﾏ ﾎｲ-ﾙ式

（単体） 10～12.5t吊 １ 路面切削機 廃材積込装置付2.0m ３

クーラ式杭打機 ３ 路面表層再生機 ﾘﾐｯｸｽ・ﾘﾍﾞ-ﾌﾟ用 ２

ｱｰｽｵｰｶﾞ中掘機 ３ 自由断面ﾄﾝﾈﾙ掘削機 ｶｯﾀﾍｯﾄﾞ 出力200kW ２

ｸﾛｰﾗ式 ﾌﾞ-ﾑ式，ﾘｰﾀﾞ式 ２ ﾄﾞﾘﾙｼﾞｬﾝﾎﾞ ﾎｲｰﾙ型 ２

ｻﾝﾄﾞﾊﾟｲﾙ打機 袋詰式 １ 深層混合処理機 単軸式，二軸式 １

（注）1. 本表は，標準歩掛で使用される機械を対象としたものであり，その他の機械の運搬費計

上にあたっては，別途考慮する。

2. トラッククレ－ン（油圧式20～50ｔ吊），ラフテレーンクレ－ン（油圧式20～70ｔ吊）

については，共通仮設費の率に含まれているため積上対象外とする。

Ⅱ-７

仮設材の輸送基地について示されたい｡

仮設資材

基 地 鋼 矢 板 Ｈ 型 鋼 鋼製覆工板 敷 鉄 板

岩 沼 市 ○ ○ ○ ○

大 衡 村 ○ ○ ○ ○

注１）輸送基地の基点は市役所及び町村役場からとする。

岩沼市役所：岩沼市桜１丁目６－２０

大衡村役場：大衡村大衡字平林６２

注２）普通鋼矢板５Ｌの輸送基地は，「東京」とする。
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Ⅱ-８

仮設材賃料の算定での作業内容（標準作業，軽作業，重作業）について示されたい。

仮設材賃料及び損料の算定は，土地改良工事積算マニュアルによるが，その場合の作業

内容は，下表を標準とする。

最 大 Ｎ 値

打ち込みを伴う場合 補助工法を併用し打ち込みを伴う場合

作 業 内 容 (打撃，振動，圧入工法等) (ｼﾞｪｯﾄ併用ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ･ｵｰｶﾞ併用圧入･

ｼﾞｪｯﾄ併用圧入)及び打ち込みを伴わな

い場合(ﾌﾟﾚﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ工法) （注）

軽 作 業 ２０未満 ３９以下

標 準 作 業 ２０以上３９以下 ４０以上

重 作 業 ４０以上 －

（注）「先端部分のみに補助工法を併用しないで打ち込む場合」及び「ﾌﾟﾚﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ

工法で先端部分のみを打撃する場合」についても適用する。

Ⅱ-９

月標準稼働日数について示されたい。

「土地改良事等請負工事標準歩掛の運用事項」の１９．その他⑨の①に基づき宮城県に

おける，積算工程算定上の供用日数算定（仮設備等の現場供用日数）に用いる標準稼働

日数は下記のとおりである。

区 分 農用地造成工事及び その他の工事

圃場整備工事 (ﾄﾝﾈﾙ工事,作業船工事は除く)

宮城県全域 １７日 １８日

※上記日数算定には，県内アメダス観測所(１７観測所)２００２～２０１１年

までの，１０ヶ年平均降雨日数を採用した。

Ⅱ-１０

借地料の算定について示されたい。

借地料を工事費に計上する場合は，「役務費」に積み上げるものとし，借地単価は次式

により算出する。

（１）宅地・宅地見込地及び農地 Ａ＝Ｂ×０．０６÷１２

（２）林地及びその他の土地 Ａ＝Ｂ×０．０５÷１２

Ａ：借地単価（円／㎡／月） Ｂ：土地価格（円／㎡）

Ⅱ-１１

物価資料掲載単価の採用方法について示されたい。

一般刊行の「積算資料」「建設物価」からの単価採用にあたっては，下記とする。

①物価資料の２誌に掲載がある場合は，特別調査受託機関の掲載単価を採用する。

②特別調査受託先の物価資料に掲載の無い場合は，他方物価資料を採用する。

なお，特別調査受託者及び物価資料図書名については，年度当初に別途通知する。

（平成３０年度は，（一財）経済調査会 「積算資料」である。）
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Ⅱ-１２

市場単価の採用方法について示されたい。

労務資材単価表（農業農村整備事業）に掲載のない市場単価については，「土木施工
単価」「土木コスト情報」によるものとし，単価を設定する場合は，この２誌の平均単
価を使用する。

Ⅱ-１３

見積徴収基準について示されたい。

（１）見積徴収は，原則として３社以上から徴収すること。

（２）見積徴収業者を見積徴収委員会で選定する場合は，原則として５社以上とする。

また，見積徴収に関する基準及び留意事項については，下記資料を参照されたい。

（イ）農林水産部の発注する建設工事等の積算における「見積徴収基準」,「見積徴収

基準の運用について」及び 「見積徴収委員会設置要綱」（平成２８年３月３１日

農総第３４４号）

（ロ）平成２３年東北地方太平洋沖地震災害の県営農業用施設災害復旧事業等の工事

費における見積徴収の取扱いについて（平成２３年１０月３１日）

Ⅱ-１４

資材の規格・寸法等の説明資料について示されたい。

労務資材単価表（農業農村整備事業）に掲載されている資材の規格・寸法等について

は，「資材単価補足資料」（平成２５年４月宮城県農林水産部）を参考とされたい。

Ⅱ-１５

ダンプトラック運搬（標準）の路面条件について示されたい。

良 好 舗装道その他これに準ずる良好な搬路における運行が主な場合

普 通 路面がよく維持されている砂利道又はこれに準ずる搬路における運行が主な場合

不 良 破砕岩の混入する搬路又は，河床路上等における運行がおもでタイヤの損耗が著

しいと認められる場合

Ⅱ-１６

芝付工（市場単価）の工種区分について示されたい。

芝付工の工種区分（植生シート工，植生マット工，繊維ネット工，筋芝工，張芝工）

及び留意事項については，下記資料を参照されたい。

・土木施工単価の解説 2018年度版（(一財)経済調査会）法面工 Ｐ66

・土木コスト情報 2018_7夏（(一財)建設物価調査会） Ｐ119

Ⅱ-１７

コンクリートブロック積工（土木工事標準単価）の形状図例について示されたい。

コンクリートブロック積の形状図例については，下記資料を参照されたい。

・土木施工単価の解説 2018年度版（(一財)経済調査会）

コンクリートブロック積工 P238

・土木コスト情報 2018_7夏（(一財)建設物価調査会）

コンクリートブロック積工 P394
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Ⅱ-１８

レディミクストコンクリートの標準使用基準について示されたい。

※コンクリートに使用するセメントについては，Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興事業等

における積算方法を参照のこと。

（平成１５年７月１日施行）

無筋 ｺﾝｸ ｾﾒﾝﾄの 呼び ｽﾗﾝﾌﾟ 粗骨材 最小ｾﾒﾝﾄ 水

鉄筋 構造物の種類 ﾘｰﾄ 種 類 強度 最大寸法 使用量 ｾﾒﾝﾄ比 備 考

区分 種類 (N/mm2) (cm) (mm) (kg/m3) (%)

均しｺﾝｸﾘｰﾄ,基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ,小規模擁壁, 高炉ｾﾒﾝﾄ

石積(張),ﾌﾞﾛｯｸ積(張)の胴込,裏込， （Ｂ種） 18 8 40 － －

無 側溝,小水路,集水桝,管渠巻立て

筋 重力式構造物（橋台）,擁壁,

コ 護岸(法留,平張),根固ﾌﾞﾛｯｸ, 〃 18 8 40 － 60以下

ン ｶﾞｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ基礎(端末支柱)

ク 海岸構造物,消波ﾌﾞﾛｯｸ 〃 18 8 40 － 55以下

リ ﾄﾝﾈﾙ覆工(NATM,小断面,矢板工法ｱｰﾁ) 〃 18 12 40 270 60以下

｜ 同上(ｲﾝﾊﾞｰﾄ,側壁) 普 〃 18 8 40 230 60以下

ト 砂防ダム(堤体,側壁,水叩) 〃 18 5 40 － 60以下

同上(堤冠部) 〃 21 5 40 － 60以下

コンクリート張工 〃 18 3 25 265 60以下

基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ,小規模擁壁,小規模導水路, 〃

集水桝,その他構造物 〃 21 8 25 － 60以下

堰,水門,樋門(函),揚排水機場,水路 〃 21 8 25 － 55以下 部材厚20cm未満

同上 〃 21 8 25 － 60以下 部材厚20cm以上

同上(海水の影響を受ける構造物) 〃 21 8 25 330 45以下

鉄 橋梁下部工,擁壁,函渠,井筒,潜函 21又
〃 は24 8 25 － 55以下 部材厚20cm未満

筋 同上 通 21又

〃 は24 8 25 － 60以下 部材厚20cm以上

コ ラーメン構造物（σca=80kg/mm2), 普通ﾎﾟﾙﾄ

ＲＣｽﾗﾌﾞ,ＲＣＴ桁,ＲＣﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ, ﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 24 8 25 － 55以下

ン 地覆,剛性防護柵

深礎 高炉ｾﾒﾝﾄ
ク （Ｂ種） 24 8 40 － 55以下

非剛性桁床板 普通ﾎﾟﾙﾄ

リ ﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 24 8 25 300 55以下

ﾘﾊﾞｰｽ杭,ﾍﾞﾝﾄ杭 高炉ｾﾒﾝﾄ

｜ （Ｂ種） 30 18 40 350 55以下

同上 〃 30 18 25 350 55以下

ト ＰＣ橋(横桁,床板),合成桁床版, 普通又は

ﾌﾟﾚﾃﾝＩ桁中詰,ＲＣﾎﾛｰｽﾗﾌﾞ中詰 早強ﾎﾟﾙﾄ 30 8 25 － 55以下

ﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ

ＰＣπﾗｰﾒﾝ橋,ｵｰﾙｽﾃｰｼﾞﾝｸﾞによる

現場打ちﾎﾟｽﾃﾝ桁 〃 36 8 25 － 55以下

ﾎﾟｽﾃﾝ主桁 〃 40 8 25 － 55以下

ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装 高炉ｾﾒﾝﾄ

舗 （Ｂ種） 18 2.5 40 － 55以下 大型車無し

同上 装 〃 24 2.5 40 － 55以下 I-1,I-2交通

※高炉セメントの標準化について（平成15年6月25日付け農計第１９６号）
注）塩害対策の対象となる場合は，別途考慮する。

剛性防護柵については，「防護柵の設置基準・同解説」に基づき設計するものとする。
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Ⅱ-１９

コンクリート型枠の平均設置高について示されたい。

平均設置高は，次式による

Ｈ＝（Ｈ１＋Ｈ２）／２

H1

H1 H2

施工基礎面 H2

Ⅱ-２０

石綿管撤去の歩掛について示されたい｡

石綿管撤去の歩掛については，水道事業実務必携（全国簡易水道協議会）の「既設管撤去

工」を参考とする。

Ⅱ-２１

歩掛調査を当該工事の受注者に行わせる場合について示されたい｡

歩掛調査を当該工事の請負者に行わせる場合の運用について

昭和52年 4月27日 52－40

農村振興局整備部設計課長から

各地方農政局整備部長 あて

一部改正 平成 3年 8月27日 3-76

〃 平成 5年 7月28日 5-83

〃 平成11年 7月16日 11-63

「国営土地改良事業等の歩掛調査要領」(昭和52年 3月22日付け52構改Ｄ第192号）に

基づく歩掛調査の実施に当り，国の職員による調査が困難なため，調査の一部を当該

工事の請負者に行わせる場合の運用は下記によられたい。

記

1. 調査の内容，方法等は現場説明等において，契約条件として明記するものとする。

工事契約締結後に調査の必要が生じた場合には，請負者と協議して実施する。

2. 調査に必要な経費は，共通仮設費の「技術管理費」に「歩掛調査費」として計上する。
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Ⅱ-２２

公社・公団に工事を発注する場合の積算の注意点について示されたい｡

農業公社などに工事を発注する場合は，①軽油を免税軽油で積算する。②契約保証費を

計上しない。

①軽油取引税の課税が免除されている事業者であることから，軽油（パトロール軽油）

価格を免税軽油（パトロール軽油）価格に変更し積算します。

②みやぎ農業振興公社は平成１１年４月１日付け産総第５２号にて契約保証金が免除さ

れています。

Ⅱ-２３

有価物費等のマイナス（－）単価の積算について示されたい｡

有価物費等のマイナス（－）単価は，［地域資材単価（有価物処分費）］を使用する。

Ⅱ-２４

設計変更に伴う請負工事価格の計算例を示されたい｡

設計変更の積算は通常の積上積算で行うが，変更請負工事価格の算出は宮城県建設工事

執行規則取扱要綱の規定により下記の式により算出する。

変更請負工事価格＝(変更請負工事設計額×当初契約金額÷当初請負対象設計額)＋消費税額

※第２回変更以降も同様の計算とする。

Ⅱ-２５

工事の注文書等（例）について示されたい。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 工 事

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 注 文 書

請負に付す注文書は仕様書ならびに図面によるものとする。

また，仮設工事であっても他（工事以外の第三者）に影響する場合，あるいは受注者

に履行させなければならないものについては仕様書に明記しなければならない。
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Ⅱ-２６

仕様書について示されたい。

１ 仕 様 書

仕様書（共通仕様書，特記仕様書(条件明示書を含む)）はこれに図面・現場説明書さえ

加えればなんら特別の解説を求めなくとも，工事に関するすべての事項がわかりうる程度

の明確さを備えるべきである。材料及び施工などの軽重は，実際に当り調和均衡を失わな

い様に注意し，工事全体がつりあい良く，かつ経済的なものとしなければならない。仕様

書はなるべく詳細明確であるべきはもちろんであるが，その工事の重要さ，あるいは工事

費の大小などに応じ，あるいは綿密に，あるいは簡単に適切にしんしゃくして作成すべき

である。仕様書には受注者の責任に属し，又はその自由裁量に任せる問題にまで立ち入り，

種々干渉的な仕様を要求してはならない。

又，実施上必要もない特例的に厳重な仕様をみだりに採用しない様にすることはもちろ

ん通常常識的な仕様（どの工事にも適用する様なもの）あいまいな内容の仕様は書かない

様にすること。材料はなるべく市場で容易に得られる標準材料を用い，新規の材料を多量

に使用する時は均一質のものが所要時間内に得られるかどうか十分調査する必要がある。

また施行方法も工事上さしつかえない限り，普通受注業者が慣用する方法を採用するの

が最も確実である。
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２ 特記仕様書(例)

○ ○ ○ 工 事 特 記 仕 様 書

第１章 総 則

本工事は，宮城県農業土木工事共通仕様書（平成○○年○○月○○日付け農村第○○号）

及び工事に関する県の規則等に基づいて施行するものとする。ただし，下記事項について

は本特記仕様書に基づいて施行するものとする。

なお，上記宮城県農業土木工事共通仕様書は，宮城県農林水産部農村振興課のホームペ

ージ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載しているので参照すること。

第○章 産業廃棄物税

１ 本工事で発生する建設廃棄物のうち，宮城県内の最終処分場（中間処理経由を含

む）に搬入される産業廃棄物については，宮城県の産業廃棄物税が課税されるので

適正に取り扱うこと。

２ 本工事では，宮城県の産業廃棄物税相当額を計上していないが，必要となった場

合は，変更設計書で計上する。

第○章 材 料

１ 本工事に使用する主な材料は，下記（別紙）のとおりとする。

材 料 名 形 状 寸 法 記 事

コンクリートパイル 注文図面に図示 ＪＩＳ製品

鉄筋コンクリート矢板 注文図面に図示(特注品) 監督職員の承諾を得た製品

ボックスカルバート 〃 〃 〃

大 型 フ リ ュ ー ム H800×B1300 Mr=○○以上 〃

排 水 フ リ ュ ー ム H800×B800 Mr=○○以上 〃

接 続 桝 注文図面に図示 〃

洗 砂 ５ｍｍ以下 〃

洗 砂 利 ○○ｍｍ以下 〃

雑 割 石 控長○○ｃｍ 〃

連 結 ブ ロ ッ ク ○○ｋｇ／ｍ２以上 承諾を得た製品又は○○kg/m２以上

基 礎 ブ ロ ッ ク ○×○×○ 監督職員の承諾を得た製品

○ ○ ○×○×○ ○ ○ ○ ○

【注】農業土木工事共通仕様書に記載してある以外の材料について記述する。

２ 使用材料のうち検査をする材料は，下記のとおりとする。

品 名 規 格 等 備 考

鉄筋コンクリート矢板 注文図面に図示(特注品)

ボックスカルバート 〃 〃

大型フリューム H800×B1300 Mr=○○以上

排水フリューム H800×B800 Mr=○○以上

接続桝 注文図面に図示

【注】使用材料のうち検査を必要とする材料名を記載する。

３ 材料の使用に先立ち，監督職員の承諾を得ること。

また，ＪＩＳ以外の使用は，使用に先立ち構造図，詳細図及び製作仕様書を提出し監督

職員の承諾を得ること。
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第○章 コンクリート工

１ 本工事の構造物設計に用いたコンクリート基準強度（ｆ'ｃｋ）は下記のとおりであ

る。

（１）無筋コンクリート構造物 ｆ'ｃｋ＝１８Ｎ／mm２

（２）鉄筋コンクリート構造物 ｆ'ｃｋ＝２１Ｎ／mm２

２ 本工事に使用するレディミクストコンクリートは，別に指定のあるものを除き高炉セ

メントＢ種の使用を原則とし，前項及び下記の規格を満足する「呼び強度」を選択して

使用するものとする。ただし，請負者は高炉セメントの使用が明らかに不適当であると

判断するに足りる合理的理由がある場合は，別途監督職員あて協議すること。

ｺﾝｸﾘｰﾄ名称 ｾﾒﾝﾄ種類 粗骨材最大寸法 ｽﾗﾝﾌﾟ 空気量 水ｾﾒﾝﾄ比 記 事

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○○セメント 40mm 8cm 4.5% － 均しｺﾝｸﾘｰﾄ等

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ○○セメント 20mmまたは25mm 8cm 4.5% 55%以下 吸水槽等

なお，上記によりがたい場合は監督職員の承諾を得ること。

第○章 施工管理

１ 受注者は宮城県農業土木工事施工管理基準（平成○○年○○月○○日付け農村第○○

号）に基づき施工管理を実施するものとする。なお，上記宮城県農業土木工事施工管理

基準は，宮城県農林水産部農村振興課のホームページ(http://www.pref.miyagi.jp/soshiki

/nosonshin)に掲載しているので参照すること。

２ 前項の事項は当該工事に関する工種項目を適用するものとする。ただし，下記事項

については本特記仕様書に基づくものとする。

(1) 直接測定による出来形管理

イ）適用除外

下記工種項目については適用除外とする。

工 種 項 目 記 事

掘 削 基準高，幅，法長，施工延長

盛 土 法長

ロ）変更

基準値を下記のとおり変更する。

工 種 項 目 管理基準値 規 格 値 測定基準 管理方式 記 事

(mm) (mm)

石 積 基準高 ＋45－30 ＋70－45

基礎杭打工 基準高 全体数を測

定する｡

フリューム 巾 結果一覧表

による｡
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ハ）追加

下記の出来形管理を追加する。

工 種 項 目 管理基準値 規 格 値 測定基準 管理方式 記 事

(mm) (mm)

片側延長 結果一覧表

厚 さ ＋15－10 －15 100mにつき による。

１ケ所。

歩道舗装工

片側延長 同 上

幅 ＋40－20 －30 40ｍにつき

１ケ所。

(2) 品質管理

イ）品質管理は下記項目について実施するものとする｡

［注］農業土木工事施工管理基準の品質管理に記載してある以外の事項又は試験(測定)

基準を変更する場合に記載するものとする｡

区 分 試験（測定）項目 試験方法 試験(測定)基準

スランプ試験 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コンクリート 空気量試験 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（生コン） 圧縮強度試験

路盤材料のフルイ分け試験

道路工（舗装） 路盤材料の締固め試験

締固め密度の測定（下層路盤）

区 分 種 類 試験方法 標準ロット数

締固め密度の測定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

コンクリート 遠心力鉄筋コンクリート杭 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

二次製品 コンクリート積ブロック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

第○章 環境への配慮

１ 工事の施工に先立ち，工事区域内の動植物への環境配慮事項の有無について，監督

職員と打合せの上，現地を確認するものとする。

２ 環境に配慮するための建設機械の不要時の停止の徹底及び効率的利用に努めること。

３ 施工箇所からの排水にあたっては濁水に注意し，利水に支障が及ぼさないよう排水

方法に配慮するものとする。

第○章 その他

１ 工事中の急な気象の変化や，地震には特に注意し，工事箇所付近での避難場所の確保

及び避難の発動時期や方法について，施行計画書に明記すること。

２ 本工事に関わる作業員については，所属名，氏名を安全帽等に明記するよう努めるも

のとする。

３ 本特記仕様書及び設計図書に定めの無い事項或いは疑義が生じた事項については，必

要に応じて監督職員と打合せの上，施工するものとする。

４ 監督職員は，設計変更に係る必要な測量作業，設計図書，数量計算書等の作成を指示

することがある。

５ 受注者は，受益者及び工事関係者等から意見・要望があった場合は，単独処理するこ

となく監督職員に報告すること。
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６ 受注者は，工事のため使用する道路は常に補修・清掃し，工事完了の際は原形復旧

すること。 また，既設構造物等に損傷を与えた場合は，監督職員に報告し復旧しな

ければならない。

７ 工事に使用するダンプトラック等の車両が一般道路を走行する場合には，「工事名」

「会社名」を明示したプレートを外部から読み取れるように表示すること。 また，運

搬トラック等が過積載となっていないか受注者の責任において常に監視し，過積載運行

のないように留意すること。

８ 過堀等により，土のうを使用して復旧する場合は，植生土のうを使用するものとする。

９ 受注者は，構造・施工方法等で工事経費を縮減できる工種については，監督職員に提

案・協議を行い，建設コストの縮減に努めること。 なお，建設コスト縮減の提案を採

用した場合には，変更の対象とする。

１０ 請負者は，コンクリート工事に使用する型枠合板を新規に購入する際は，宮城県リ

サイクル製品の型枠合板を購入するものとする。

１１ 工事に関する提出資料は，可能な限り再生紙（古紙配合率70％以上かつ【非塗工用紙】

（カラー用紙を除く）の場合は白色度70％以下・【塗工用紙】の場合は塗工量が帳面で

30g/m2以下）を使用し，両面印刷に努めること。

Ⅱ　－　28 Ｈ３０統合版（公表用）



Ⅲ．調査測量設計編

Ｈ３０統合版（公表用）



Ⅲ．調査測量設計編

Ⅲ－ １ 調査測量設計共通事項 ……………………………………………………… Ⅲ－ １

（１）通則 ……………………………………………………… Ⅲ－ １

（２）設計積算の考え方 ……………………………………… Ⅲ－ ３

（３）基本構想決定までの検討・協議 ……………………… Ⅲ－ ３

（４）注文書作成上の留意事項 ……………………………… Ⅲ－ ７

（５）所要歩掛りの積算 ……………………………………… Ⅲ－ ７

（６）諸経費について ………………………………………… Ⅲ－ ７

（７）設計変更の積算 ………………………………………… Ⅲ－ ８

（８）その他 …………………………………………………… Ⅲ－ ９

（９）調査・測量・設計に関する通知文等 ………………… Ⅲ－１０

（10）積算書の数値処理 ……………………………………… Ⅲ－１１

Ⅲ－ ２ 調査業務における留意事項を示されたい ………………………………… Ⅲ－１４

Ⅲ－ ３ 路線構造物土質調査の実施例について示されたい ……………………… Ⅲ－１５

Ⅲ－ ４ 設計業務における留意事項を示されたい ………………………………… Ⅲ－２５

Ⅲ－ ５ 工種が複数ある場合における難易度補正の方法について示されたい … Ⅲ－２５

Ⅲ－ ６ 測量設計業務の注文書等（例）について示されたい …………………… Ⅲ－２６

Ⅲ－ ７ 地質調査業務の注文書等（例）について示されたい …………………… Ⅲ－３４

Ⅲ－ ８ 用地調査業務の価格積算基準等について ………………………………… Ⅲ－３８

Ⅲ－ ９ 用地調査業務の積算書の数値処理について ……………………………… Ⅲ－４７

Ⅲ－１０ 用地調査業務の積算に際しての数量の算出について …………………… Ⅲ－４８

Ⅲ－１１ 建物等移転料算定の算出について示されたい …………………………… Ⅲ－５６

Ⅲ－１２ 工損調査等業務費の算出について示されたい …………………………… Ⅲ－５７

Ⅲ－１３ 用地調査業務の注文書等（例）について示されたい …………………… Ⅲ－５８

Ⅲ－１４ 換地を伴う土地改良事業の確定測量業務の

経費算定基準について …………………… Ⅲ－７２

Ⅲ－１５ 確定測量業務の注文書等（例）について示されたい …………………… Ⅲ－８１

Ｈ３０統合版（公表用）



Ⅲ.調査測量設計編

Ⅲ-１

調査測量設計共通事項

（１）通 則

１－１ 宮城県における県営土地改良事業に係る地質土質調査、測量、設計業務等（以下

「調査測量測量設計業務」という）を委託により実施する場合には、この要領を適用す

るものとする。

１－２ 技術者の職種区分

「技術者基準日額」に示す技術者の職種区分定義を下記のとおり示す。

(1)地質、土質調査業務技術者

技術者の職種 職 種 区 分 定 義

地質調査技師 高度な技術的判定を含まない単純なボーリング作業の現場における作業を

指揮、指導する技術者で、現場責任者、現場代理人等。

主 任 地 質 高度な技術的判定を含まない単純なボーリング作業の現場における機械、

調 査 員 計器、試験器等の操作及び観測、測定等を行う技術者。

地 質 調 査 員 ボーリング作業の現場におけるボーリング機械の組立、解体、運転、保守

等を行う者｡

(2)測量業務技術者

技術者の職種 職 種 区 分 定 義

測 量 上 級 測量士でかつ技術士（総合技術監理部門・応用理学部門･情報工学部門･建

主 任 技 師 設部門)又はこれと同等の能力を有する技術者で、特に高度な業務の計画、

解析並びに技術管理等の責任者又は指導的技術者。

測量主任技師 測量士で業務全般に精通するとともに複数の業務を担当する者。

また、業務の計画及び実施を担当する技術者で、測量技師等を指揮、指導す

る者。

測 量 技 師 測量士で測量上級主任技師又は測量主任技師の包括的指示のもとに業務の

計画、実施を担当する者。また、測量技師補又は撮影士等を指揮、指導し

て測量を実施する者。

測 量 技 師 補 上記以外の測量士又は測量士補で測量技師の包括的指示のもとに計画に従

い業務の実施を担当する者。また、測量助手を指揮、指導して測量を実施

する者。

測 量 助 手 測量技師又は測量技師補の指揮、指導のもとに測量作業における難易度の

高い補助業務を担当する者。

測 量 補 助 員 測量技師、測量技師補又は測量助手の指揮、指導のもとに測量作業におけ

る補助業務を担当する者。

操 縦 士 測量用写真の撮影に使用する事業用航空機の操縦免許保有者で操縦を担当

する者。

整 備 士 一等又は二等航空整備士の免許保有者で、測量用写真の撮影に使用する航

空機の整備を担当する者。

撮 影 士 測量士又は測量士補で測量技師の包括的指示のもとに測量用写真の撮影業

務を担当する者。また、撮影助手を指揮、指導して撮影を実施する者。

撮 影 助 手 撮影士の指揮、指導のもとに測量用写真の撮影の補助業務を担当する者。

測量船操縦士 水面（海面及び内水面）における、測量船舶の操船その他の作業を担当す

る者。
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(3)設計業務等技術者

技術者の職種 職 種 区 分 定 義

主 任 技 術 者 ・先例が少なく、特殊な工法や解析を伴う極めて高度あるいは専門的な業務

を指導、統括する能力を有する技術者。

・工学以外に社会、経済、環境等の多方面な分野にも精通し、総合的な判断

力により業務を指導、統括する能力を有する技術者。

・工学や解析手法の新規開発業務を指導、統括する能力を有する技術者。

技 師 長 ・複数の非定型業務を統括し、極めて高度で複合的な業務のプロジェクトマ

ネージャーを務める技術者。

主 任 技 師 ・定型業務に精通し、部下を指導して複数の業務を担当する。

また、非定型業務を指導し、最重要部分を担当する。

技 師 Ａ ・一般的な定型業務に精通するとともに、高度な定型業務を複数担当する。

また、上司の指導のもとに、非定型的な業務を担当する。

技 師 Ｂ ・一般的な定型業務を複数担当する。

また、上司の包括的指示のもとに、高度な定型業務を担当する。

技 師 Ｃ ・上司の包括的指示のもとに、一般的な定型業務を担当する。

また、上司の指導のもとに、高度な定型業務を担当する。

技 術 員 ・上司の指導のもとに、一般的な定型業務の一部を担当する。

また、補助員を指導して、基礎的資料を作成する。

なお、職種区分定義で示されている定型業務、非定型業務については下記を参考に判断

するものとする。

定 型 業 務 ・調査項目、調査方法等が指定されており、作業量、所要工期等も明確

な業務

・参考となる類似業務があり、それらをベースに応用することが可能な

比較的簡易な業務

・設計条件、計画諸元の設定等が比較的容易で、立地条件や社会条件に

より業務遂行が大きく左右されない業務

非定型業務 ・調査項目、調査方法等が未定で、コンサルタントとしての経験から最

適な業務計画、設計手法等を確立して対応することが求められる業務

・比較検討のウェイトが高く、かつ新技術又は高度技術と豊かな経験を

要する大規模かつ重要構造物の設計業務

・文化性、芸術性が特に重視される業務

・先例が少ないか、実験解析、特殊な観測・診断等を要する業務

・委員会運営や関係機関との調整等を要する業務

・計画から設計まで一貫した業務
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（２）設計積算の考え方

調査及び測量設計の積算は、種々の面で、工事費積算の場合と、その内容、性格が異な

り、積算者の創意工夫、技術的判断が充分に発揮される分野である。しかも、事業の目的

にそって如何に効果的、経済的な工事を立案するかの要であり、当業務の積算者に課せら

れた任務は大きい。

また、調査測量設計の積算者にとって、積算に意図したものを、受注者に如何に具体化

させるかが問題であり、外内業を通じてその確認を適格に行うことが大切である。したが

って、積算者は基本方針のもとで、成果品と積算内容の対応を正しく認識し、常に注文事

項とその範囲を留意して適切な積算を行わなければならない。

（３）基本構想決定までの検討・協議

３－１ 計画設計、全体設計等既存資料の検討

計画設計、全体設計について、設計の基本となる諸元がどの程度のレベルで調査、検

討されているか、内容を把握すると共に経年的変化と併せ検討を行い、実態とあわない

もの、資料不足で、疑問があるものなどの洗出し、補足調査を必要とするもの等、検討

事項を整理する。

検討を要す主たるものを挙げると下記のとおりである。

１）．検討を行う場合、当該実施区域だけでなく、最小限水系単位で行い、他水系と関

連するときは併せて検討を行う。

２）．基準水準点の調整はされているか。

各諸元（用水取入水位、排水吐出口河川水位、工事施工の水準点等）に示されてい

る標高が同一水準点により調整されているか検討する。これは、量水標零位と、国

土地理院ＢＭと合わなかったり、基幹工事である国営ＢＭと、当該計画とが合わな

いといった例が多いので注意する。

３）．河川水位、流量の変動はないか。

用水関係では、砂、砂利の採取により河床変動を起こし、渇水位が低下していない

か。また、渇水量はどうか、最近の河川資料で検討する。排水関係では、上流にダ

ムを設置、又は、河川改修計画の変更により、河川計画水位、又は、基準年の河川

外水位及び水位持続時間が変わっていないか、検討する。

４）．水源流量の不足、挿秧期間についてはどうか。

還元水利用、地下水利用計画地区は特に注意する必要があり、挿秧期間と併せ地域

営農を考慮し、可能な限り、実態に合った全体の水収支になっているかを再検討す

る。この際、還元利用計画のあるものは、還元地点の決定には、充分な調査を行い

処理すると共に、地下水利用計画のあるものは、水質、付近への影響等の問題があ

るので可能性を最初に調査検討し、全体的な見通しを立ててから実施する。

５）．計画用排水計画が実態に合っているか。

圃場整備等により、区画の配置が変わったり、付近の開発等により流出機構が変わっ

ているものはないかを現地確認し、実態と合わない場合は、用排水系統を再検討し、

適正な流量配分を行い、これに基づいた実施をする必要がある。

６）．水路の路線計画に於て、附帯構造物ロスが適正に見込まれているか。

機場揚水位決定、又は、自然取入水位決定に当っては、路線全体の構造物ロスを適

確に見込まないと、不経済な断面になったり、末端二段揚水機設置の問題が起こる

ので、最初に施設調査を行い、見通しを立てて実施する必要がある。また、排水に

ついても、基準田面との関係を、再確認する必要がある。

７）．不足資料の洗出し

計画設計、全体設計時点で、調査検討した資料に基づき、前述項目について洗出し

を行い、再調査・補足調査の必要とするものを整理する。
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３－２ 関連事業との調整協議

関連する事業について全体計画・年度別実施計画を聴取し、当該工事との実施方針の

調整を行ない、実施についての協定書または覚書を作成する。

協議調整の主たるものを挙げると下記の通りである。

１）．関連事業全体計画・年度別実施計画の把握

関連事業の事業目的と、当該事業の直接関連する部分を把握し、当該事業との問題

を整理する。

２）．関連事業との問題点についての調整協議

用地、施工境、施工方法、施工時期について、関係機関と協議し、実施に当り問題

が起こらないよう調整する。

３－３ 関係法令の拘束による他省庁協議

各事業別に定められている「実施要綱」等、並びに「河川法関係」「道路法関係」「

公衆電気通信法関係」「鉄道関係規程」「測量法関係」「文化財保護法関係」「農地局

通達」「農振法」「都市計画法」等法令により定められている事項に関連する工事につ

いては、関係他省庁と協議し、許可、又は、協議成立の範囲内で設計方針を定めなけれ

ばならない。

協議の主たるものを挙げると下記の通りである。この種の協議・許可を受けるものに

は、相当の時間を要するので、実施前年度に協議を行なわなければならない。

１）．事業実施要綱等に適合しているか。

各事業別に定められている「実施要綱」「実施要綱の運用」「実施要綱の運用の取扱

い」「実施要綱の解説」等を参照し、補助事業として、「実施可能な範囲」を把握・

確認し、地元要望との調整や設計の方針を定める必要がある。

２）．河川法関係による協議申請の必要性はどうか。

「河川法」「河川法施行令」「河川法施行規則」「河川管理施設等構造令」等。

ア．河川工作物を新築又は改築する場合

工作物の新築等の許可（河川法第26条、規則第15条）と、土地の占用許可（河川

法第24条、規則第12条）を取る必要がある。

イ．河川保全区域内で土地の形状変更及び工作物を新築又は改築する場合

河川保全区域に於ける行為の制限に該当する土地の形状変更（河川法第55条、規

則第30条で規則第16条準用）、工作物を新築又は改築（河川法第55条、規則第30

条で規則第15条準用）について許可を受ける必要がある。

ウ．河川管理者以外の者が河川を改修する場合

河川管理者以外の者の施行する工事等（河川法第20条）に該当し、許可を受ける

必要がある。

エ．河川構造物に対する制限

河川管理施設等構造令により、構造物の設計を行う必要がある。

３）．道路法関係による協議申請の必要性はどうか。

「道路法」「道路法施行令」「道路構造令」等。

ア．道路に工作物・物件または施設を設け、継続して道路を使用する場合

道路占用の許可（道路法第32条､施行令第7条）、占用物件の構造（道路法施行令

第14条）、工事実施の方法（道路法施行令第15条）、道路復旧の方法（道路法施

行令第17条）に該当し、許可を受ける必要がある。

イ．道路に関する工事のため交通の禁止又は制限をする場合

通行の禁止又は制限（道路法第46条）に該当し許可を受ける必要がある。
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ウ．道路管理者以外の者が道路に関する工事を行う場合

道路管理者以外の者の行う工事（道路法第24条）に該当し、許可を受ける必要が

ある。

エ．道路関係工事に対する制限

道路構造令に基づき、或は、準じた設計を行う必要がある。

４）．公衆電気通信法関係による協議申請の必要性はどうか。

「公衆電気通信法」「土地等の使用及びその補償に関する事務処理規程」「ほ場整

備事業等に伴うＮＴＴの路線移転の取扱いについて」

ア．ＮＴＴの路線を移転する場合

路線の移転等（公衆電気通信法第97条）、移転費用負担額の減額または免除（土

地等の使用及びその補償等に関する事務処理規程第76条）に該当し、ほ場整備事

業等に伴うＮＴＴの路線移転の取扱いについて（農地局通達）により、移設工事

費の内、地元負担分が免除される。

イ．東北電力（株）の路線を移転する場合

東北電力（株）と東北農政局の協定通達により、ＮＴＴの路線移転と同様、移設

工事費の内、地元負担分が免除される。

５）．鉄道関係規程に基づく協議の必要性があるか。

「部外関連工事等管理規程」「対外工事等処理基準規程」「部外関連工事等経理基

準規程」等

ア．鉄道踏切りの移設・統合・拡幅等の工事を実施するする場合

上記規程に基づき関係機関と協議を行い、設計方針、或は、委託内容等を定める

必要がある。

６）．測量法関係に基づく協議の必要性があるか。

ア．測量標の移転の請求（測量法第２４条、第２５条）に該当し、国土交通省国土地

理院と協議、測量標移転申請を行う必要がある。

７）．文化財保護法に基づく協議の必要性があるか。

「文化財保護法｣｢文化財保護法施行令｣｢文化財保護法の一部改正に関する覚書」等

ア．事業施行前に文化財包蔵地であることが判明している場合

国の機関等行う発掘に関する特例（文化財保護法第５７条の３）に該当し、当該

発掘に係る事業計画の策定にあたっては、予め、県教育委員会（文化財保護課）

を経由し、文化庁長官にその旨を通知しなければならない。

イ．事業施行中に埋蔵文化財が発見された場合

国の機関等の遺跡の発見に関する特例（文化財保護法第５７条の６）に該当し文

化財保護課を経由し、文化庁長官に通知しなければならない。

ウ．前ア及びイ項については、文化庁長官（文化財保護課）と協議し事業実施の可能

性を明確にした上で、設計方針を定める必要がある。

３－４ 補償物件の把握と可能性の検討

工事実施に伴って起こる施設・物件等の補償については、事前にその内容を把握し、

可能な限り現施設等を生かすよう配慮すると共に、工事施工方法についても付近に与え

る影響を充分検討の上、設計方針を定めなければならない。

調査を必要とする主たるものを挙げると下記の通りである。

１）．上水道・ガス・下水道等・地下埋設物の実態と工事の検討

市役所・町村役場で調査し、埋設位置・埋設深等を確認し、当該工事との関連を検

討し設計方針を定める必要がある。
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２）．鉄塔・鉄柱・電柱の移設についての検討

鉄塔等になると、移転が困難な場合、又は、移転に多額の費用を要する場合が有る

ので、区画整理の場合等は、区画の組み替えを検討する等の処置が必要である。

移転が必要であれば、移転時期についての協議をし、工事実施の可能性を検討しな

ければならない。

３）．隧道工事・ウエルポイント施工に伴う地下水変動による影響調査

隧道工事・ウエルポイントの施工を必要とする工事では、井戸の枯渇或は家屋沈下

が予想されるので、検討に必要な調査、及び、万一補償問題が起こった場合の現況

調査を行う必要がある。

４）．杭・矢板打込・振動による影響調査

宅地周辺での工事では、３）同様検討に必要な調査を行い、無理な工法を取らない

よう検討する必要がある。

５）．工事の実施に伴う付近への影響調査

工事の実施に伴い生ずる問題（例えば、用水路改修による宅地周辺の排水阻害）を

検討するに必要な調査を行い、その対策を検討する必要がある。

６）．工事の実施に伴う橋梁等補償施設の調査

宅地周辺の個人橋梁の架替を必要とする場合は、補償協定を結ぶ基礎資料として、

現況施設を把握する。

３－５ 土地改良区・市町村等受益団体との協議

基本的に定めてある全体事業の進め方を基本とし、当該年度の実施方針について協議

する。この場合、受益団体では「その地域のほ場条件について最も詳しいのは、直接農

業を営んでいる農家である」、「改良後の施設を利用するのも農家である」との認識を

持っており、農家の意向をよく聞き取り、協議に際し、要望事項として提示させるよう

指導すると共に、県側では、農家の要望事項を分析し、その要旨を確認し、これに技術

的検討を加え、設計に盛り込むものとし、必要な補足調査、及び、検討事項を整理する。

主たる協議事項は次項の通りである。

１）．事業全体の進め方について、基本事項を受益団体の執行部と打合せ、実施方針を

決定する。基本事項としては、「工事の実施順序」「単年度で実施する工事の整備

水準」「補完工事の実施ローテーション」等がある。

２）．年度別実施計画の打合せに於ては、事業全体の進め方を基本とし、年度区分した

事による問題点を中心に予想される予算規模の中で、地元要望を取り入れ、効果的

な実施方針について協議する。

３）．用地買収、或は、補償を伴う場合は、受益団体の協力なしには買収業務を円滑に

進めることは困難なので、事前に受益団体執行部と密接な打合せを行い、予定ルー

トに問題があれば、その解決方法を協議し、実施の可能性を確認し、実施ルートを

公表しなければならない。

４）．地元との打合せ、或は、説明に当っては、単年度で実施不可能なものは出来ない

と明言し、過大な期待を持たせないよう注意すると共に、単年度で効果が出ないも

のについては、経年的に補完工事を実施することを明確にし、工事の実施に、不安、

或は、不信感を与えないよう、留意する必要がある。
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（４）注文書作成上の留意事項

調査・測量・設計の発注にあたっては、その業務の特異性を正しく認識して、事業の

目的・計画内容を把握し、注文すべき基本事項とくい違いが生じないよう、注文書を作

成しなければならない。また、仕様書には、作業範囲・方法・管理・成果品等を明確に

し、特別に解説を加えなくても作業がスムーズに進めることができる程度の内容を備え

るべきである。

（５）所要歩掛りの積算

調査・測量・設計の各歩掛りを標準とし実情を懸案して適切な歩掛りを計上するもの

とする。

（６）諸経費について

６－１ 一括発注の場合

調査・解析・測量・設計の内の２以上の業務を一括発注する場合でも、諸経費の調整

は行わず、各々の改めた価格を合計して算出する。

測量業務と地質土質調査業務を一括発注の場合の調査等価格の算出例を下記に示す。

（測量業務）

直接測量費 （Ａ）

諸 経 費 （Ｄ）＝（Ａ）×Ｐ１

（Ｐ１：測量業務における（Ａ）に対する諸経費率）

（地質土質調査業務）

純調査費 （Ｂ）

諸 経 費 （Ｅ）＝（Ｂ）×Ｐ２

（Ｐ２：地質土質調査業務における（Ｂ）に対する諸経費率）

調査等設計額＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）

６－２ 随意契約の場合

関連既契約業務と随意契約する場合の諸経費算出例を下記に示す。

（既契約分）

直接測量費（Ａ） １，０００，０００円

諸 経 費（Ｂ） ８０４，０００円（（Ａ）×８０．４％）

（随意契約分）

随契直接測量費（Ｃ） ５００，０００円

随契諸経費の計算

（対象額） （Ａ）＋（Ｃ）＝１，５００，０００円

（諸経費） ｛（Ａ）＋（Ｃ）｝×０．７６４－（Ｂ）＝３４２，０００円

（対象額に対する諸経費率：７６．４％）

（参考）随意契約分測量作業設計額

（Ｃ）＋３４２，０００＝８４２，０００円
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（７）設計変更の積算

７－１ 設計変更の積算は、通常の積上と同じ方法で行うが、変更委託代金の算出は宮城

県建設工事執行規則取扱要綱に準じて下記の式により算出する。

変更委託代金 ＝ 変更委託対象設計額 × 当初契約金額 ／ 当初委託対象設計額

７－２ 随意契約合算処理した設計書の変更について

１）．既契約業務についての変更

関連業務（随契業務）は変更しない。

２）．関連業務（随契業務）のみの変更

当初随契合算処理に用いた既契約業務と当初随契業務との関係で積算する。

ア．同種業務の場合

（既契約分）

直接測量費（Ａ） １，０００，０００円

諸 経 費（Ｂ） ８０４，０００円（（Ａ）×０．８０４）

（随意契約分）

随契直接測量費（Ｃ） ５００，０００円

随契諸経費の計算

（対象額） （Ａ）＋（Ｃ）＝１，５００，０００円

（諸経費） （Ｄ）＝｛（Ａ）＋（Ｃ）｝×０．７６４－（Ｂ）＝３４２，０００円

（対象額に対する諸経費率：７６．４％）

故に、随意契約分測量作業設計額

（Ｅ）＝（Ｃ）＋３４２，０００＝８４２，０００円

ここで、随意契約分に変更が生じて

随契直接測量費（Ｃ'）＝５５０，０００円となれば、

（対象額） （Ａ）＋（Ｃ'）＝１，５５０，０００円

（諸経費） （Ｄ'）＝｛（Ａ）＋（Ｃ'）｝×０．７６１－（Ｂ）

＝３７５，５５０円

故に、変更設計額（Ｅ'）は

（Ｅ'）＝（Ｃ'）＋（Ｄ'）＝９２５，５５０円

また、変更委託代金額は、上記７－１により算定する。

イ．異種業務の場合

（前項６－１参照）

ウ．既契約業務と関連業務（随契業務）共に変更の場合

最初に既契約業務の変更を行い、その結果をもとに関連業務の変更を行う。
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（８）その他

８－１ 直接人件費

１）．設計業務において、技術経費率の標準値を超えて、シンクタンク等に委託する場

合等にあっては、必要に応じて『主任技術者』を計上できる。

２）．本業務に使用する労務者は原則として普通作業員とするが、現場条件により職種

を変更できるものとする。

３）．『図工』に係る費用は、直接人件費に計上することとする。相当する職種のラン

クは測量助手クラスと考えている。

４）．『ボーリング工』の単価は地質調査員を適用し、旅費は助手相当を計上する。

ボーリング工は地質調査員に読み替える。

８－２ 機械損料

『土地改良事業等機械損料算定表』に基づき積算するものを除き、別途通知する『測量

機械損料等算定表』による。

８－３ 旅費・交通費

旅費及び交通費の算定に当たっては，「設計業務等の価格積算基準等の留意事項」の

「調査・測量・設計業務等旅費交通費積算要領」（農村振興局整備部長通知）に準ずる

ものとするが，「５－１積算上の基地」については，下記を適用するものとする。

なお，「５－６日当，宿泊費単価」については，消費税込の単価であるので留意する

こと。（消費税の含まない単価については，労務資材単価表（農業農村整備事業等）業

務宿泊費を参照のこと。）

８－４ 積算上の基地

旅費交通費の積算に当たっては，特別な場合を除き，原則として各合同庁舎所在地

を基点とする。ただし，これによることが，著しく不合理と考えられる場合は，別途

積算することができる。

所 在 地 基 点 住 所

大河原合同庁舎

仙台合同庁舎

大崎合同庁舎

各合同庁舎 栗原合同庁舎

登米合同庁舎

石巻合同庁舎

気仙沼合同庁舎

柴田郡大河原町字南１２９－１

仙台市青葉区堤通雨宮町４－１７

大崎市古川旭４丁目１－１

栗原市築館藤木５－１

登米市迫町佐沼字西佐沼１５０－５

石巻市石巻市あゆみ野五丁目７番地

気仙沼市赤岩杉ノ沢４７－６
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（９）調査・測量・設計に関する各種取扱い

1) 農業農村整備事業等測量作業規程について

「宮城県農業農村整備事業等測量作業規程」

「宮城県農業農村整備事業等測量作業読替規程」

2) 宮城県農業農村整備事業建設関連業務の共通仕様書について

「土質・調査業務共通仕様書」

「測量業務共通仕様書」

「設計業務共通仕様書」

「用地調査等共通仕様書」

適用期日については，宮城県農林水産部農村振興課ホームページを参照

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin)
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(１０)．積算書の数値処理

（地質・調査業務、測量業務、設計業務)

１．地質、調査業務

(1)調査業務費 円止まり

(2)調査業務価格 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(3)消費税相当額 円止まり

(4)一般調査業務費 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(5)一般管理費等(業務管理費、諸経費) 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(6)解析等調査業務費 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(7)直接調査費(各明細) 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(8)直接調査費(各単価)

単価の内訳 小数点以下1位四捨五入 円止まり

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(9)間接調査費(各明細) 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(10)間接調査費(各単価) 小数点以下1位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり
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２．測量業務

(1)測量業務費 円止まり

(2)測量業務価格 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(3)消費税相当額 円止まり

(4)測量作業費 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(5)測量調査費 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(6)諸経費(間接測量費、一般管理費等) 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(7)直接測量費(各明細) 1,000未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(8)直接測量費(各単価) 小数点以下1位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

３．設計業務

(1)設計業務費 円止まり

(2)設計業務価格 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(3)消費税相当額 円止まり

(4)業務原価（直接原価、間接原価） 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(5)一般管理費等等 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(6)直接人件費(各明細) 1,000未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり
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(7)直接人件費(各単価) 小数点以下1位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(8)直接経費(各明細) 1,000未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

(9)直接経費(各単価) 小数点以下1位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下2位四捨五入1位止まり

単価欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

金額欄 小数点以下1位四捨五入円止まり

４．業務の施工単価条件表における数値処理

名 称 単位止め 備 考

一 般 労 務 0.12 小数点以下第3位を四捨五入し、第2位止まりとする。

運 転 労 務 0.12 小数点以下第3位を四捨五入し、第2位止まりとする。

機械経費(日) 0.12 小数点以下第3位を四捨五入し、第2位止まりとする。

燃 料(日) 0.12 小数点以下第3位を四捨五入し、第2位止まりとする。

一 般 資 材 ×．××× 有効数字の4位を四捨五入し、第3桁とする。

補正値･係数 ×．×× 小数点以下第3位を四捨五入し、第2位止まりとする。

距 離 0.1 小数点以下第2位を四捨五入し、第1位止まりとする。

雑品･雑器材･諸経費 ×．××× 小数点以下第4位を四捨五入し、第3位止まりとする。
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Ⅲ-２

調査業務における留意事項を示されたい。

１－１ 調査の手順

土質調査を有効適確に進めるためには、調査の段階を下記のように３段階に区分して

実施することが望ましい。すなわち、各調査段階で得られたデータによって『設計の基

本構想』の可能性を検討し、その結果、更に詳細なデータを必要とする場合は、次の調

査段階に移行する。

１）．予備調査（その１）

既存資料の収集、又は、現地調査による土質の全体的観察と把握

２）．予備調査（その２）

土質の概略（土質断面・硬軟等）を把握するため必要に応じてサウンディング・ボー

リング・各種物理探査を実施する。

３）．実施調査

予備調査（その２）によって確認された土質概況が基本構想で想定されていた上部

構造に対して問題がある場合は、更に精密な調査を実施する。

１－２ 調査の留意事項

１）．調査目的の確認

土質調査を実施するにあたって想定される上部構造物の種類・規模・重要性または

施工法に応じ、土質のどのような要素をどの程度の精度で把握する必要があるかを確

認する。

２）．土質調査の発注

発注に当り、発注者は、その調査がどの段階の調査であるかを認識すること、また、

予備調査と実施調査を同時に発注する場合には、必ず予備調査を先行させ、その結果

によっては当初発注した実施調査を変更する心構えが必要である。

３）．調査方法と項目

予備調査（その２），実施調査を実施するに当っては、調査目的を充分に理解し目

的にかなった調査方法を選定して上部構造物の設計に必要なデータを得るように努め

なければならない。
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Ⅲ-３

路線構造物土質調査の実施例について示されたい。

１ 想定される上部構造物（Fig－１）

２ 設計構想

イ 杭基礎、盛土直接基礎のいづれか。

ロ 道路と交叉する地点はサイホンとする。

３ 調査の手順

イ 予備調査（その１）

既往資料の調査及び現地調査の段階で路線は全線にわたり厚さ30ｍ程度の沖積土層

の上にあることが判明した。

ロ 予備調査（その２）

路線全体の土層断面図を作成するため次の要領で予備調査を実施した。

ａ 調 査 深 度 30ｍ

ｂ 調 査 頻 度 5 孔（道路交叉地点）

ｃ 調 査 方 法 標準貫入試験（φ66m/m ボーリング孔利用）

ｄ 標準試験間隔 原則として1.0ｍ間隔

ハ 予備調査から判定できた事項

ａ 土層断面図（Fig－２）

ｂ 深さ方向の強度変化

ｃ 支持層の深さ

ｄ 軟弱層の範囲（圧密計算の対象とすべき土層の厚さ）

ｅ Ｎ値、及びＮ値から推定される粘土地盤の一軸圧縮強さ（粘着力）の範囲、破壊

に対する許容支持力、砂地盤の相対密度、内部摩擦角の範囲

ニ 予備調査の結論

支持層が比較的深く支持杭で上部構造を支持させる方法は、多額の工事費を要する

ので直接基礎の可能性について詳細に調査する必要がある。

ホ 実施調査

ａ 実施調査における検討事項

圧密沈下、基礎地盤の破壊（スベリ）の有無の２点について検討する。この検討

に必要な土質常数を決定するため土質資料を採取し、各種室内試験を実施する。

ｂ 資料採取深さ、及び数量

(イ) 資料深さ

すべり関係の試験資料は、盛土高とほぼ等しい深さまで、圧密関係は上載荷

重による地中鉛直応力の影響する深さまでとし全般的にＮ＜５の土層をその対

象とする。

(ロ) 数 量

各構成土層より最少限１本採取とし、Fig－２のとおり採取した。

ｃ 採取方法

φ86m/m ボーリング孔利用によるシンウォールサンプリング
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FiG-1

用水路 Ｌ＝3,000ｍ

道路５ケ所と交叉

3,000

▽

1,700

2,500

現地盤

12,900

FiG-2
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ヘ 土質試験

試料番号 物理試験 一軸圧縮 圧密試験 記 事

Ｓ１ ○ ○ ○ 物理試験項目の内訳

Ｓ２ ○ ○ ○ １ 計算に必要な土質常数の

Ｓ３ ○ － ○ 決定試験

Ｓ４ ○ － ○ 単位体積重量試験

Ｓ５ ○ ○ ○ ２ データチェックのため必

Ｓ６ ○ ○ ○ 要な試験

Ｓ７ ○ － ○ 比重、含水量、粒度、

Ｓ８ ○ － ○ 液性、塑性限界試験

ト 原位置試験

予備調査の段階で標準貫入試験が完了しており、盛土工事サイフォン工事施工のた

めの原位置試験はない。

チ 実施調査の結論

４ 盛土用土の選定（土取場の選定）

立地条件の良好な数ケ所の土取場の土について次の要領により、各種試験を実施して、

最も力学的に条件のよい盛土用土を選定した。

イ 資料採取

同一地層より最低３資料をテストピット、又はオーガーボーリングにより採取。

上 部 層 1 ケ

中 〃 〃

下 〃 〃

計 3 ケ

ロ 適正判別分類試験

盛土用土としての適正を概略分類するため次の通り物理試験を行った。

ａ 土粒子の比重試験

ｂ 粒 度 〃

ｃ 液性限界 〃

ｄ 塑性限界 〃

ハ 力学試験

ロ）の試験の結果、盛土用土として適正のある試料について自然含水量を測定し、

突固め試験を実施することによって最良の試料を選定した。

ニ 盛土設計条件の検討

自然含水量突固め試験結果を参考にして施工上可能な点まで試料の含水量調整を行

い、この試料について

ａ 直接セン断試験

ｂ 単位体積重量〃

ｃ 含水量 〃

の試験を行った。
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［参考－１］ 地質調査歩掛計上項目

地質調査の積算にあたっては、原則として下記のフローを参考とし必要な業務を計上する

ものとする。

(基)：積算基準(調査･測量･設計)掲載の歩掛による。

(参)：参考資料(調査･測量･設計)掲載の歩掛による。

機 械 ボ ー リ ン グ(基) (含)：当該調査(試験)歩掛に含まれているため計上不要。

標 準 貫 入 試 験(基) (別)：別途積上げ等より対応する。

(孔内試験有り)

デ (注1)

孔 内 水 平 載 荷 試 験(基) ｜ 資料整理

現 場 透 水 試 験(基) タ とりまとめ(基)

間 隙 水 圧 測 定(基) 整含 (注2)

ベ ー ン テ ス ト(別) 理む 断面図等作成(基)

(必要に応じて計上)

デ 総合解析

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ式ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ(基) ｜ とりまとめ(基)

オランダ式貫入試験(基) タ (必要に応じて計上) 報

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙｺｰﾝ貫入試験(基) 整含 告

現場単位体積重量試験(別) 理む 書

印

刷

弾 性 波 探 査(基) 製

電 気 探 査(別) 資料整理とりまとめ(基) 総合解析 本

地 表 地 質 調 査(別) とりまとめ(含) 費

(別)

地 す べ り 調 査(別) 資料整理とりまとめ(基) その他必要な

解析(別)

室 内 試 験(別)

軟 弱 地 盤 技 術 解 析(別)

注 1. 構造物の地質（基礎）確認を目的とする調査等の場合等。

2. 歩掛にデータ整理を含むが、ボーリング調査を伴うことが一般的であるため「資料整理

とりまとめ」を計上することとしている。
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[参考－２] 土質調査の基礎知識(調査業務を行うにあたって)

現場で行う原位置土質調査及び土のサンプルを採取して行う室内土質試験とがある。個々の

土質調査、土質試験がどんな目的で行われ、また調査・試験からどのような情報(測定値)が得

られるかを以下に簡単に示す。

表１ 土質調査

調査項目 主な調査方法 目的、測定値など

物理探査 弾性波探査 概略の土層構成

ボーリング ロータリーボーリング 土層構成、サンプリング、Ｎ値測定

(機械ボーリング）

標準貫入試験 土層構成、Ｎ値(ｅ)

サウンディング 静的コーン貫入試験 土層構成、ｑｃ(粘性土)

スウェーデン式サウンディング 土層構成、Ｎｓｗ(砂質土)

サンプリング 固定式ピストン式サンプリング 乱さない資料採取(Ｎ値4以下粘性土)

地下水調査 揚水試験 地下水位(圧)、透水係数

載荷試験 平板載荷試験 Ｋ値、地耐力

圧力・変位の測定 各種の測定機器 土圧、間隙水圧、沈下量

施工管理試験 土の単位体積重量試験 土の締固め度

表２ 土質試験

名 称 求められる情報(測定値) 目的、利用

粘度試験 粒径加積曲線、平均粒径、均等係数 土の基本的性質を把握し設計施工

物 比重試験 比重(Gs) の基礎

理 含水量試験 含水比(%) 資料とする。

試 液性限界試験 液性限界wL(%)

験 塑性限界試験 塑性限界wP(%)塑性指数

単位体積重量試験 (密度試験) 密度ρt(g/cm2)

一軸圧縮試験 粘着力(kgf/cm2) 土留・締切に使用する土圧、盛土

(一軸圧縮強度(kgf/cm2)) および

静 (変形係数(kgf/cm2)) 基礎地盤の支持力、安定などの計

的 (鋭敏比) 算

力 三軸圧縮試験 内部摩擦角(度) 同上

学 粘着力(kgf/cm2)

試 (強度増加係数)

験 (間隙水圧係数)

直接せん断係数 粘着力(kgf/cm2) 同上

内部摩擦角(度)

圧密試験 圧密係数(cm2/sec) 基礎地盤の沈下量、沈下速度など

圧縮指数 の計算

圧密降伏応力(kgf/cm2)

体積圧縮係数(kgf/cm2)

一次圧密比

(透水係数(cm/sec))

締固め試験 最大乾燥密度(g/cm2) 盛土の施工管理

最適含水比(%)

ＣＢＲ試験 ＣＢＲ(%) アスファルト舗装厚の算定など

透水試験 透水係数(cm/sec) 盛土・山留からの透水量の計算な

ど
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[参考－３] 土質調査相互関連図

ボ 粘土、シルト 66～146mm

｜ ロータリーボーリング 砂、砂質土 66～146mm

リ オ ー ガ ボ ー リ ン グ 砂 礫 66～146mm

ン 標準貫入試験 φ66mm 以上 玉石・転石 66～146mm

グ ボ ベーンテスト φ86mm 以上 固結シルト 66～146mm

｜ 孔内水平載荷試験 大 孔 径 250～300mm

粘土、シルト、泥炭 リ (横方向Ｋ値)

砂、砂質土、火山灰 ン 電気検層 φ66mm 以上 ﾌﾟﾚｼｵﾒｰﾀｰ法 φ66～86mm

グ 現場揚水試験 φ300mm ＬＬＴ法 φ 86mm

を原 現場透水試験 φ86mm 以上 ＫＫＴ法 φ66mm以上

利位 間隙水圧測定 φ86mm 以上

用置 地下水流向 φ116mm 以上 オ ー ガ ー 法

す試 ・流速測定 φ150mm 以上 ケ ー シ ン グ 法

る験 地下ガス調査 φ86mm 以上 一 重 管 法

物理検層 二 重 管 法

注 水 法

物 理 的 性 質 試 験 一 式

化 学 的 性 質 試 験 一 式 電 気 式 測 定

乱 ｼ ﾝ ｳ ｫ ｰ ﾙ ｻ ﾝ ﾌ ﾟ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 圧 密 試 験 水 頭 測 定

さ φ 86mm 一 面 せ ん 断 試 験

な ﾃﾞﾆｿﾝｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 力 一 軸 圧 縮 試 験

い φ116mm 学 三 軸 圧 縮 試 験

試 (ﾛｰﾀﾘｰ式二重管 的 繰 返 し 三 軸 圧 縮 試 験

料 ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 性 （液状化・変形）

採 ﾄﾘﾌﾟﾙｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ 質 中空ねじりせん断試験

取 φ116mm 試 リ ン グ せ ん 断 試 験

(ﾛｰﾀﾘｰ式三重管 験 中 圧 三 軸 圧 縮 試 験

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ) 中 型 三 軸 圧 縮 試 験

大 型 三 軸 圧 縮 試 験

ス ウ ェ ー デ ン 式 ２ｔ

オ ラ ン ダ 式 １０ｔ

ポ ー タ ブ ル コ ー ン

サ ウ ン デ ィ ン グ 動 的 貫 入 試 験 単 管 式

三 成 分 コ ー ン 二 重 管 式

電気式静的ｺｰ ﾝ貫入試験

各 種 原 位 置 試 験 ｵ ｰ ﾄ ﾏ ﾁ ｯ ｸ ﾗ ﾑ ｻ ｳ ﾝ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ

現 場 密 度 地 盤 の 平 板 載 荷

平 板 載 荷 道 路 用 平 板 載 荷

現 場 Ｃ Ｂ Ｒ ベンゲルマンビームテスト
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[参考－４] 土及び岩の分類

土の分類表

区 分 土質分類法 土質分類による分類

粘 質 土 細粒土Fm VL,VH1,VH2,OL,OH,OV,CH,CL,ML,MH

砂・砂質土 砂Ｓ及び礫質砂ＳＧ SF,SF-G,SFG

細粒分混じり砂ＳＦ S,S-G,S-F,S-FG,SG,SG-F

礫・礫質土 細粒分混じり礫ＧＦ GF,GF-S,GFS

礫Ｇ及び砂礫ＧＳ G,G-S,G-F,G-FS,GS,GS-F

玉石混り土砂 粒径が 7.5cm以上の 粒径が7.5cm以上の玉石が含まれる

玉石が含まれる土砂 土砂

上表の土質分類法による分類は、日本統一土質分類法（細分類）による。

岩の分類表

区 分 分 類 の 定 義 地山弾性波速度 備 考

(km/sec)

第３紀の岩石で固結の程度が良好なもの、風化 (A)0.7以上～1.2未満

軟 軟岩Ⅰ が相当進み多少変色を伴い、軽い打撃で容易に (B)1.0以上～1.8未満

割れるもの

凝灰質で堅く固結しているもの。風化が目に沿 (A)1.2～1.9

岩 軟岩Ⅱ って相当進んでいるもの。亀裂間隔が10～30cm (B)1.8～2.8

程度で軽い打撃により離しうる程度

石灰岩、多孔質安山岩のように特に密でなくて

中硬岩 も相当の硬さを有するもの。風化の程度があま (A)1.9～2.9

硬 り進んでいないもの。硬い岩石で間隔30～50cm (B)2.8～4.1

程度の亀裂を有するもの。

花崗岩、結晶片岩などで全く変化していないも (A)2.9～4.2

硬岩Ⅰ の。亀裂間隔が１ｍ以内で相当密着しているも (B)4.1以上

の。硬い良好な石材を取り得るようなもの。

岩 けい岩、角石など石英質に富む岩質、最も硬い

硬岩Ⅱ もの、風化しておらず新鮮な状態にあるもの。 (A)4.2以上

亀裂が少なくよく密着しているもの。

（Ａ）グループに属する岩：片麻岩、砂質片岩、緑色片岩、珪岩、角岩、石灰岩、砂岩、

輝緑凝灰岩、礫岩、花崗岩、せん緑岩、はんれい岩、かんら

ん岩、じゃ紋岩、流紋岩、ひん岩、安山岩、玄武岩

（Ｂ）グループに属する岩：黒色片岩、緑色片岩、千枚岩、粘板岩、輝緑凝灰岩、頁岩、

泥岩、凝灰岩、集塊岩
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[参考－５] 項目別計上一覧

各調査項目に伴う標準的な間接調査項目を次表に示すが、これによりがたい場合は、

別途考慮するものとする。

一般調査業務費計上一覧

項 直接調査項目 間 接 調 査 項 目

目 準 備 費 仮 設，運 搬 等 間 接 調 査 費

①調査打合わせ、現場下見 ①機械器具運搬(ライトバン)

②調査実施計画立案 ②現場内小運搬

物 ③機械器具準備 ③保安設備(道路、鉄道、家屋等保安物件がある場合)

理 弾性波探査 ④用地交渉、諸手続き ④発破孔埋戻し

深 （発破法） ⑤地点測量 ⑤火薬類取扱所、火工所設置撤去

査 ⑥埋設物調査

⑦跡片付け

サ及 ①機械の準備 ①機械器具運搬（ライトバン）

ウび ②ボーリング工程との調整 ②現場内小運搬

ン原 間隙水圧測定 ③測定器の調整及び検定 ③排水路の設置

デ位 ④夜間照明及び安全設備

ィ置 ⑤調査孔閉塞

ン試

グ験

解析等調査業務費は、一般調査業務費による資料に基づき解析、分析等を行うもので、調査項目

により適宜計上する。
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[参考－６] 調査項目と検討項目の関係

検討項目 設 計 施 工

支 先 周 負 水 砂 圧 測 土 施 施 仮

持 端 面 の 平 の 密 方 圧 工 工 設

調 査 手 法 層 支 摩 周 抵 液 沈 移 法 機 計

の 持 擦 面 抗 状 下 動 の 械 画

決 力 力 摩 化 決 の 立

定 擦 定 選 案

調査項目 力 定

ボ ー リ ン グ 地質区分、地下水位

地質断面図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

サ 標準管入試験 Ｎ値、地層区分

ウ 硬軟判定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ン 動的管入試験 Ｎｄ値

デ ○ ○ ○ ○

ィ 静的管入試験 ｑｃ値分布図あるいは

ン 半回転Ｎｓｗ分布図

グ ○ ○ ○ ○ ○ ○

物 理 試 験 粘度、比重、含水比

室 液性、塑性限界、密度 ○ ○ ○ ○ ○ ○

内 力 学 試 験 粘着力、せん断抵抗角

土 変形係数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

質 圧縮指数、圧密係数

試 圧 密 試 験 体積圧縮係数

験 圧密降伏応力、透水係数 ○ ○ ○

動 的 試 験 液状化抵抗強度

ひずみ～(剛性率・減衰定数) ○ ○

変形係数

孔内水平載荷試験 水平方向地盤反力係数

降伏圧 ○ ○

地 水 位 測 定 各滞水層の水位

下 水圧分布、被圧の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

水 現場透水試験 透水係数、間げき水圧

調 (砂質土) ○ ○ ○ ○ ○ ○

査 間 げ き 水 圧 間げき水圧

測 定 ○ ○ ○

物 Ｐ Ｓ 検 層 Ｐ波速度、Ｓ波速度

理 ○ ○

探 電 気 検 層 比抵抗の深度分布

査 ○ ○
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[参考－７] 機材及び足場材料等の標準重量

ボーリング機材（平坦地足場を含む）

区 分 標 準 重 量

土質ボーリング 1,300kg

岩盤ボーリング 1,900kg

1. 標準重量には、ボーリングマシン，ボーリングポンプ，ボーリング櫓，ロッド・コア

チューブ，ケーシング，セメント・ベントナイト，標本箱，各種工具等を含む。

2. 土質ボーリングで「玉石混り土砂」が予想される場合は、岩盤ボーリングの標準重量

を用いる。

3. 岩盤ボーリングで深度が100ｍを超える場合は、別途考慮する。

4. 標準重量には、平坦地足場の重量を含む。

[参考－９] ボーリング設備概略図
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Ⅲ-４

設計業務における留意事項を示されたい。

設計業務を委託するに当っては、下記のことに留意するものとする。

１）．委託設計書作成に当って

イ．事業目的・計画内容を理解すること。

ロ．現場条件を把握すること。

ハ．設計に必要な資料を整理すること。

ニ．他官庁協議・地元の意見・補償物件等の調査をとりまとめること。

ホ．各設計工種・作業内訳表を把握し、設計範囲を明確にすること。

ヘ．本工事期間を検討し、適切な作業時期・作業期間を設定すること。

２）．打合せに当って

イ．受託者との連絡を密にし、手戻りのないようにすること。

３）．検収に当って

イ．注文書・打合せ簿・作業内訳表等によって、成果品をチェックすること。

Ⅲ-５

工種が複数ある場合における難易度補正の方法について示されたい。

工種毎に難易度を決定する。したがって、同一業務の中で工種毎に難易度が異なる

こともあり得る。
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Ⅲ-６

測量設計業務の注文書等（例）について示されたい。

測量設計業務の注文書等の記載例についは，農林水産省のホームページ

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/kyotu_siyosyo/k_tokubetu/）を参考とする外

下記に具体例を示す。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 測量設計業務

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 測設計査業務 特記仕様書

第１章 総 則

（適用範囲）

第１－１条 本業務は、宮城県農業農村整備事業等「測量作業規程」（最終承認番号：平成

○○年○○月○○日付け国国地第○○号），「測量業務共通仕様書」，「設計業

務共通仕様書」（平成○○年○○月○○日付け農村第○○○号）によるほか，本

特記仕様書により実施するものとする。

なお，上記共通仕様書等は、宮城県農林水産部農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載しているので参照す

ること。

（業務概要）

第１－２条 本業務は，○○○事業○○○地区○○○路の測量設計（実施設計）を行うも

のである。

（場 所）

第１－３条 本業務の実施位置は，○○○市・郡○○○町・村○○○○地内で，別紙位置図

に示すとおりである。
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第２章 測 量 業 務

（作業概要）

第２－１条 本業務の概要は，下記のとおりである。

基準点測量

水準点測量

○○○○○水路 地形測量

Ｌ＝○○km 路線測量

細部地形測量

第２－２条 本業務一般事項は，次のとおりである。

１． 測量作業に使用する基準点の位置標高は，調査職員と打合せを行い，指示を受け

ること。

２． 作業実施の順序，方法は調査職員と綿密な連絡を取り，作業の円滑な進捗を図る

こと。

３． 伐採は最小限とし，有価木は樹種，寸法，数量，所有者名を整理し伐採前後の状

態を写真整理すること。

４． 有価木は，発注者側で補償する。ただし，事前に調査職員と打合せ済みのものに

限る。

（貸与資料）

第２－３条 貸与資料は，下記のとおりである。

分 類 貸 与 資 料 数 量

測量関係資料 Ｈ△ ○○地区(○○）－○○○号

○○○○調査測量業務報告書 １ 部

測量成果・記録の謄本（写） １ 部

公共測量実施計画書（写） １ 部

（示方書，参考文献，貸与資料の取扱い）

第２－４条 第２－３条に示す貸与資料及び示方書，参考文献等の取扱い上の注意点は下記

のとおりである。

１． 示方書，参考文献，貸与資料で相互に矛盾に矛盾がある場合や字句の解釈に疑義

が生じた場合は事前に調査職員の指示を受けること。

２． 示方書，参考文献等は測量作業時点等の最新版を用い，測量中に改訂さてた場合

は，事前に調査職員の指示を受けること。

３． 第２－３条に示す貸与資料で作業し難い場合は，事前に調査職員と事前に協議す

ること。

４． 第２－３条に示す貸与資料は，この作業終了後一括して速やかに返納しなければ

ならない。

（成果の検定）

第２－５条 ２級基準点測量は，社団法人日本測量協会技術センターの検定を受け，同セン

ターが発行する検定証明書及び基準点測量成果品検定記録書を提出すること。
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（作業内容）

第２－６条 本業務における測量作業内容は下記のとおりである。

項 目 測 量 作 業 内 容 数 量 等

踏査選点 貸与資料との関連，机上計画と現地との

照合，基準点・水準点の有無及び位置関 ○km

係の把握を行う。

基準点測量 既知基準点に基づき，測角・測距により ○級基準点測量○点

新設基準点の位置を定める。 ○級基準点測量○点

水準測量 既知水準点に基づき，高低差を測定し， ○級～○級水準測量

新設水準点を定める。 ○km

地形測量 平板等により，地形・地物等を測定し平 測量幅○○ｍ

面図を作成する。 (中心線より左右○○

ｍ程度)

縮尺:1/500，○○ha

IP設置測量 ＩＰ杭の設置を行う。 ○km

(曲線設置○ヶ所)

中心線測量 単曲線及び測点杭・プラス杭の設置を行 No杭間隔:20m,○km

う。

縦断測量 各測点の杭高・地盤高を測定し，縦断図 縮尺:縦1/100横1/500

を作成する。 ○km

横断測量 中心線に対し直線方向の地形地物の位 測量幅○○ｍ程度

置，高さ等を測定し，横断図を作成す 縮尺:1/100，○○ha

る。

細部地形測量 構造物設計に必要な範囲を平板等により 縮尺:1/250 ○○ha

地形，地物等及び単点標高を測定し平面 構造物予定箇所

図を作成する ○○箇所分

（作業留意事項）

第２－７条 測量作業上，特に留意する事項は下記のとおりである。

１．踏査選点

（１） 計画路線の概要は別添図面のとおりであるが，この路線の選定作業は設計の

基幹となる最も重要な作業であるので，現地状況を十分に把握し，関係機関と

協議のうえ路線を選定すること。

（２） 路線選定を行うにあてっては，立地的な他の要因（自然保護，公害，防災，

既設道路との関係，河川等との関係）を十分に考慮して選定すること。

２．ＩＰ杭設置

杭打ちが不可能なところでは，固定物に鋲又はペンキ等を塗布して示すことが

できるが，この場合には固定物の近くに杭を打ち，名称等を記しておかなければ

ならない。

３．中心線測量

地形の変化点，交差道路及び河川等についてはプラス杭を設置する。杭打ちが

不可能ところでは，固定物に鋲又はペンキ等を塗布して示すことができるが，こ

の場合には固定物の近くに杭を打ち，名称等を記しておかなければならない。

４．地形測量

（１） 道路，水路及び流水方向等はもれなく図示すること。

（２） 平坦地については，１筆ごとの標高を記入すること。
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５．測量杭の規格等

種 別 材料形状（単位cm） 塗装区別 摘 要

２級基準点 ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 12×12×70 記号・番号記入 銘 板

４級基準点 木杭又はﾌﾟﾗｽﾁｯｸ杭 6× 6×60 〃 鉄 鋲

３級基準点 ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 12×12×70 〃 〃

ＩＰ杭 木杭又はﾌﾟﾗｽﾁｯｸ杭 9× 9×90 頭部青ﾍﾟｲﾝﾄ 〃

第 ３ 章 設 計 業 務

（設計基本条件）

第３－１条 設計作業における設計基本条件は，下記のとおりである。

項 目 基 本 条 件 備 考

（示方書、参考文献等）

第３－２条 設計作業に適用又は準用する示方書，参考文献等は下表によるものとする。

番号 名 称 編 者 制定(改訂)年月

（貸与資料等）

第３－３条 貸与資料は下記のとおりである。

分 類 貸 与 資 料 数 量

計 画 書 等 「○○地区」事業計画書 １ 式

実施設計資料 H△ ○○地区(○○)-○○号 ○○○○○業務報告書 １ 式

実施設計資料 H△ ○○地区(○○)-○○号 ○○○○○業務報告書 １ 式
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（示方書，参考文献及び貸与資料等の取扱い）

第３－４条 本特記仕様書，第３－２条，第３－３条及び共通仕様書に示す示方書，参考

文献，貸与資料等の取扱いは次のとおりとする。

（１）示方書，参考文献等及び貸与資料の記載事項で相互に矛盾がある場合や字句の解釈

に疑義が生じた場合は，事前に調査職員と協議するものとする。

（２）水路工設計の基本的事項に関しては「土地改良事業計画設計基準」，「農業農村整

備事業計画作成便覧」を適用する。

（３）手法等が並記されていて選択する必要のある場合や他の基準を適用する場合は，調

査職員の指示を受けるものとする。

（４）示方書，参考文献等は設計作業時点の最新版を用い，設計作業中に改訂された場合

には，調査職員の指示を受けるものとする。

（５）農林水産省構造改善局制定の「土地改良事業標準設計」を使用するに当たっては，

その適用に十分留意しなければならない。また，調査職員の確認を受けなければなら

ない。

（６）貸与資料は，原則として第１回打合せ時に一括貸与するものとし，調査職員の請求

があった場合の他，完了検査時に一括返納するものとする。

（設計作業項目及び数量）

第３－５条 本業務における設計作業項目及び数量は下記のとおりとする。

（１）設計作業項目は，別紙作業項目内訳表に○印で示すものとする。

（２）設計作業及び数量，検討済み内容は次のとおりとする。

名 称 数 量 備 考

（設計作業の留意点）

第３－６条 設計作業の実施に際し，特に留意する点は下記のとおりとする。

（１）設計に当たっては，造成される施設が必要な機能と所要の安全性・耐久性を有する

とともに維持管理，施工性及び経済性についても考慮しなければならない。

（２）電算機を使用する場合は，計算手法及びアウトプット等の様式について事前に調査

職員に説明するとともに報告書にも記載するものとする。

（３）第３－２条，第３－３条及び共通仕様書に示す示方書，参考文献，貸与資料並びに

受託者が有する資料等を適用又は準用した場合は，その出所を明示するものとする。

（４）施工上特に注意する点を特記する必要がある場合には，設計図面に記入するものと

する。

（５）構造物計画設計において、特殊な工種及び構造物については，調査職員と協議し必

要に応じて構造計画を行うものとする。

第 ４ 章 打 合 せ

（打合せ）

第４－１条 打合せは，概ね下記の段階で行うものとする。

なお，打合せに当たっては，打合せ簿を作成するものとする。

（１）作業着手前（現地打合せも含む）

（２）中間打合せ

（３）報告書原稿作成段階（部分引渡し分含む)

（４）その他疑義が生じた時
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第 ５ 章 成 果 品

（電子納品対象業務）

第５－１条 本業務は，電子納品対象業務とする。電子納品とは，調査・測量・設計各段階

の最終成果を電子データで納品することをいう。

（成果品の提出）

第５－２条 成果品は電子納品の対象とし，成果品を格納した電子媒体２部と，成果品の印

刷出力を製本したものを１部提出する。

する。

（１）成果品の作成にあたっては「設計業務等の電子納品要領（案）－農林水産省－」

（以下，要領）に示されたファイルフォーマットに基づいて電子データを作成する。

（２）「要領」において特に記述がない項目及び成果品作成のために必要な資料を電子

データとして支給しない項目については，原則として成果を電子化して提出する

義務はないが，電子化の是非及び「紙」による提出について調査職員と協議の上，

決定する。

なお，成果品に署名又は押印が必要な書類が含まれる場合の取扱については，別

途調査職員と協議しなければならない。

（設計業務の内容）

第５－３条 電子納品する電子データの内容，ファイルフォーマット及び格納媒体は，農林

水産省策定の電子納品に関連する各要領・基準（案）及び宮城県農林水産部農村

振興課制定の設計業務等の電子納品運用に関するガイドラインに準拠して作成し

なければならない。

これらの各要領・基準等は、必要に応じて農林水産省農村振興局nncals

（http://www.nncals.jp/you.html）及び宮城県農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）より入手すること。

（成果品及び提出部数）

第５－４条 提出すべき成果品及び部数は，下記のとおりとする。

名 称 規 格 部 数 備 考

[測量業務]

[設計業務]

［電子納品］

電子媒体 ＣＤ－Ｒ ２ 枚
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（成果品の装丁等）

第５－５条 成果品の装丁等は下記によるものとする。

（１）図面以外の製本は極力分冊を避けるものとするが，分冊を行う必要がある場合は

内容の配分を配慮して行うものとし，事前に調査職員の承諾を得るものとする。

（２）報告書は長期の使用に耐え得るファイルに綴るものとする。

（３）実施設計成果原図は，Ａ１マイラーの使用を原則（複数断面又は工種の記載可）

とし，平面図等の図郭は調査職員と打合せ行い決定するものとする。

（部分完成）

第５－６条 業務委託契約書第３７条の規定により、部分引渡しを受ける成果品の対象、部

数及び完了時期は以下のとおりとする。

項 目 数 量 等 部分引渡し時期

平成○○年○○月○○日

第 ６ 章 契 約 変 更

（契約変更）

第６－１条 委託契約書に規定する甲乙協議事項は下記のとおりとする。

（１）第３－１条に示す「設計基本条件」に変更が生じた場合

（２）第３－５条に示す「設計作業項目及び数量」に変更が生じた場合

（３）第５－４条に示す「成果品の内容及び数量」に変更が生じた場合

（４）履行期間に変更が生じた場合

第 ７ 章 そ の 他

（業務必要事項の補足）

第７－１条 本業務の実施に際し，他官庁と協議等を要する場合は，調査職員に報告し，そ

の指示を受けて実施すること。また，他官庁協議が生じた場合は，協議用資料を

作成すること。

第７－２条 事業実施に当たり，補償すべき物件を調査し，図面に表示すると共に，調査表，

写真等を提出するものとする。

（業務計画及び照査計画等）

第７－３条 照査技術者は，チェック項目，判定基準，修正手法等を明示した照査計画書を

作成し，業務計画書に包含し提出するものとする。

第７－４条 本業務の遂行にあたっては，業務内容の精度を高めるため，中間確認を実施す

るものとする。確認の時期等については，業務計画書作成時に調査職員と打合せ

行うこと。

第７－５条 本業務の遂行にあたっては，履行状況確認のため，別途調査職員が指示する様

式により，月毎に履行報告を行うこと。
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（環境配慮）

第７－６条 環境に配慮するため，自動車を使用する場合は，駐停車中の不要なアイドリン

グ停止，効果的な車両運行・環境負荷の少ない車両（適切な大きさの車両及び燃

料）の使用に努めるものとする。

（暴力団等の排除について）

第７－７条

（１）受注者は、この業務の履行に当たり暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」

という。）から不当要求又は妨害を受けたときは、速やかに警察への通報を行い、捜査

上必要な協力を行うとともに、発注者へ報告すること。

なお、受注者が対象業務の一部について再委託契約等を締結する場合は，当該再委託

の受注者も同様な業務を負う旨を定めなければならない。

（２）受注者は，上記理由により履行遅滞等が発生するおそれがあると認められるときは、

必要に応じて、工程の調整、工期の延長等の措置を講じる。
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Ⅲ-７

地質調査業務の注文書等（例）について示されたい。

地質調査業務の注文書等の記載例についは，農林水産省のホームページ

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/seko/kyotu_siyosyo/k_tokubetu/）を参考とする外

下記に具体例を示す。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 地質調査業務

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 地質調査業務 特記仕様書

第１章 総 則

（適用範囲）

第１－１条 本業務は、「土質・地質調査業務共通仕様書」（平成○○年○月○○日付け

農村第○○○号）によるほか、本特記仕様書により実施するものとする。

なお，上記共通仕様書等は、宮城県農林水産部農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載しているので参照

すること。

（業務概要）

第１－２条 本業務は，○○○事業○○○地区○○○の地質調査業務を行うものである。

（場 所）

第１－３条 本業務の実施位置は，○○○市・郡○○○町・村○○○○地内で，別紙位置図

に示すとおりである。
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（一般事項）

第１－４条 本業務一般事項は，次のとおりである。

１． 作業実施の順序，方法は調査職員と綿密な連絡を取り，作業の円滑な進捗を図る

こと。

２． 伐採は最小限とし，有価木は樹種，寸法，数量，所有者名を整理し伐採前後の状

態を写真整理すること。

３． 有価木は，発注者側で補償する。ただし，事前に調査職員と打合せ済みのものに

限る。

第 ２ 章 作 業 条 件

（基本条件）

第２－１条 作業の条件は，次のとおりである。

項 目 基 本 条 件

基 準 点 本調査に利用する基準点の位置及び標高は貸与資料に

よる。

地質調査ボーリング ○○○の地盤状況の調査

室内土質試験 ○○○○の工事設計のための土質の物理試験及び力学

試験を行う

現場透水試験 開削部付近の透水状況の把握試験

孔内水平載荷試験 地盤の水平支持力度の把握試験

（貸与資料）

第２－２条 貸与資料は，下記のとおりである。

分 類 貸 与 資 料 数 量

○○関係資料 Ｈ△ ○○地区(○○）－○○○号

○○○○地質調査業務報告書 １ 部

（示方書，参考文献，貸与資料の取扱い）

第２－３条 第２－２条に示す貸与資料及び示方書，参考文献等の取扱い上の注意点は下記

のとおりである。

１． 示方書，参考文献，貸与資料で相互に矛盾に矛盾がある場合や字句の解釈に疑義

が生じた場合は事前に調査職員の指示を受けること。

２． 示方書，参考文献等は測量作業時点等の最新版を用い，測量中に改訂さてた場合

は，事前に調査職員の指示を受けること。

３． 第２－２条に示す貸与資料で作業し難い場合は，事前に調査職員と事前に協議す

ること。

４． 第２－２条に示す貸与資料は，この作業終了後一括して速やかに返納しなければ

ならない。
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第 ３ 章 作 業 内 容

（作業内容）

第３－１条 作業の内容は，下記（別紙－１）のとおりである。

作業項目 数 量 摘 要

（作業留意事項）

第３－２条 作業上特に留意する事項は下記のとおりである。

１．地質調査ボーリング

（１）ボーリングは支持層を○○ｍ確認すること。

（２）ボーリングはコア採取とする。

（３）ボーリング完了時に調査職員の確認・検尺を受けること。

２．ボーリングデータ表作成

（１）ボーリングデータ表作成は，ボーリングデータ表（様式）及び入力要領に従う

ものとする。

第 ４ 章 打 合 せ

（打合せ）

第４－１条 打合せは，概ね下記の段階で行うものとする。

なお，打合せに当たっては，打合せ簿を作成するものとする。

（１）作業着手前

（２）中間打合せ

（３）作業終了時

（４）その他疑義が生じた時

第 ５ 章 成 果 品

（電子納品対象業務）

第５－１条 本業務は，電子納品対象業務とする。（電子納品とした場合）

（成果品の提出）

第５－２条 成果品は電子納品の対象とし，成果品を格納した電子媒体２部と，成果品の印

刷出力を製本したものを１部提出する。

（２）成果品の作成にあたっては「設計業務等の電子納品要領（案）－農林水産省－」

（以下，要領）に示されたファイルフォーマットに基づいて電子データを作成する。

（３）「要領」において特に記述がない項目及び成果品作成のために必要な資料を電子

データとして支給しない項目については，原則として成果を電子化して提出する

義務はないが，電子化の是非及び「紙」による提出について調査職員と協議の上，

決定する。

なお，成果品に署名又は押印が必要な書類が含まれる場合の取扱については，別

途調査職員と協議しなければならない。
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（設計業務の内容）

第５－３条 電子納品する電子データの内容，ファイルフォーマット及び格納媒体は，農林

水産省策定の電子納品に関連する各要領・基準（案）及び宮城県農林水産部農村

振興課制定の設計業務等の電子納品運用に関するガイドラインに準拠して作成し

なければならない。

これらの各要領・基準等は、必要に応じて農林水産省農村振興局nncals

（http://www.nncals.jp/you.html）及び宮城県農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/nosonshin）より入手すること。

（成果品及び提出部数）

第５－４条 提出すべき成果品及び部数は，下記のとおりとする。

名 称 規 格 部 数 備 考

（成果品の装丁等）

第５－５条 成果品の装丁等は下記によるものとする。

（１）図面以外の製本は極力分冊を避けるものとするが，分冊を行う必要がある場合は

内容の配分を配慮して行うものとし，事前に調査職員の承諾を得るものとする。

（２）報告書は長期の使用に耐え得るファイルに綴るものとする。

第 ６ 章 そ の 他

（業務必要事項の補足）

第６－１条 本業務の実施に際し，他官庁と協議等を要する場合は，調査職員に報告し，そ

の指示を受けて実施すること。また，他官庁協議が生じた場合は，協議用資料を

作成すること。

（環境配慮）

第６－２条 環境に配慮するため，自動車を使用する場合は，駐停車中の不要なアイドリン

グ停止，効果的な車両運行・環境負荷の少ない車両（適切な大きさの車両及び燃

料）の使用に努めるものとする。

（暴力団等の排除について）

第６－３条

（１）受注者は、この業務の履行に当たり暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」

という。）から不当要求又は妨害を受けたときは、速やかに警察への通報を行い、捜査

上必要な協力を行うとともに、発注者へ報告すること。

なお、受注者が対象業務の一部について再委託契約等を締結する場合は，当該再委託

の受注者も同様な業務を負う旨を定めなければならない。

（２）受注者は，上記理由により履行遅滞等が発生するおそれがあると認められるときは、

必要に応じて、工程の調整、工期の延長等の措置を講じる。
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Ⅲ-８
用地調査業務の価格積算基準等について

用地調査業務の価格積算に当たっては，「土地改良事業用地調査等請負業務事務処理要領」

（平成14年3月22日付13農振第3155号農村振興局長通知，最終改定平成30年3月30日）を準用す

るものとし，下記にその価格積算基準を示す。

Ⅰ．用地調査業務の価格積算基準

Ⅰ 適用範囲

この積算基準は、用地調査等の業務を請負に付する場合に適用する。

Ⅱ 業務費の構成

用地調査等業務費の構成は次のとおりとし、測量業務の価格積算基準の制定について（平

成５年３月２５日付け５構改Ｄ第１５５号農林水産省構造改善局長通知）及び設計業務の価

格積算基準の制定について（平成５年３月２５日付け５構改Ｄ第１５７号農林水産省構造改

善局長通知）に準拠するものとする。

第１ 用地測量業務 (土地等に係る権利調査・用地測量及び登記資料収集整理等業務をいう。)

１ 測量業務費の価格積算基準

（１） 適用範囲

この積算基準は、用地測量業務に適用する。

（２） 用地測量業務費の構成

直接人件費

直接測量費 材 料 費 旅費交通費

機 械 経 費 基地関係費

測量作業費

直 接 経 費 安 全 費

電子成果品作成費

測量業務価格

そ の 他

技術管理費 精度管理費

成果検定費

間 接 測 量 費

測量業務費 諸経費

一般管理費等

測量調査費

消費税等相当額

２ 測量業務費構成費目の内容

２－１ 測量作業費

測量作業費は、一般的な測量作業に要する費用で、直接測量費、間接測量費及び一般

管理費等で構成する。

（１） 直接測量費

直接測量費は、用地測量を実施するために直接必要な費用で、直接人件費、材料費、

機械経費、直接経費及び技術管理費で構成する。
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① 直接人件費

直接人件費は、用地測量の実施に必要な技術者の費用(業務打合せ及び旅行日に係る技術

者を含む｡)で技術者の職種は下表による。

職 種 名 測量主任技師 測 量 技 師 測 量 技 師 補 測 量 助 手 測 量 補 助 員

表 示 職 種 主任技師 技 師 技 師 補 助 手 補 助 員

なお、用地測量における技術者の職種区分は、測量業務標準歩掛について(平成13年3月

29日付け12農振第1973号農村振興局長通知)に準拠する。

② 材料費

材料費は、各業務ごとに定める材料であり、次式により計上するものとする。

材料費＝各業務の直接人件費×各業務ごとに定める材料費率

③ 機械経費

機械経費は、各業務ごとに定める機械の損料等とし、次式により計上するものとする。

機械経費＝各業務の直接人件費×各業務ごとに定める機械費率

④ 直接経費

直接経費は、旅費交通費、基地関係費、安全費、電子成果品作成費及びその他で構成する。

ア 旅費交通費

旅費交通費は、用地測量実施に必要な旅費、交通費であり、別に定める「設計業務等

の価格積算基準等の留意事項について」(平成13年3月29日付け農振第1978号農林水産省

農村振興局整備部長通知)第３調査測量設計業務等旅費積算要領について準じて算定する。

イ 基地関係費

基地関係費は、用地測量の実施に必要な基地の設置又は使用の費用である。

ウ 安全費

安全費は、用地測量に必要な安全対策に要する費用で、交通整理等に要する費用及び

その他の安全対策に要する費用である。

なお、積算に当たっては、測量業務標準歩掛について(平成13年3月29日付け12農振第

1973号農村振興局長通知)に準拠する。

エ 電子成果品作成費

電子成果品作成費は、電子成果品作成に要する費用である。

オ その他

その他は、直接経費のうち旅費交通費、基地関係費及び安全費以外の経費で、伐除補

償等に要する費用である。

⑤ 技術管理費

技術管理費は、精度管理費と成果検定費で構成する。

ア 精度管理費

精度管理費は、測量作業の精度を確保するために行う検測、精度管理表の作成及び機

械器具の検定等に要する費用である。

なお、この精度管理費の対象となる作業は、別表－１のとおりである。

また、積算は直接作業費のうち､直接人件費､機械経費の合計額に別表－１

の精度管理費係数を乗じて算出する。

精度管理費＝（直接人件費＋機械経費）×精度管理係数

イ 成果検定費

成果検定費は、測量成果の検定を行うための費用であり、成果の重要性を勘案して

検定が必要な場合に計上する。

なお、成果検定費は、諸経費率算定の対象額としない。
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（２）間接測量費

間接測量費は、測量業務を実施するのに必要な直接測量費以外の当該測量業務担当部

署における費用であり、登記簿調査、図面トレース等を専門業者に外注する場合に必要

となる経費、業務実績の登録等に要する費用を含むものである。

なお、間接測量費は、一般管理費等と合わせて諸経費として計上する。

（３）一般管理費等

一般管理費等は、一般管理費及び付加利益で構成する。

なお、一般管理費等は、間接測量費と合わせて、諸経費として計上する。

ア 一般管理費

一般管理費は、測量業務を実施する企業の本店及び支店のうち、当該測量業務担当部

署以外の経費であって、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、

事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家賃、

減価償却費、租税公課、保険料、雑費等を含むものである。

イ 付加利益

付加利益は、測量業務を実施する企業を継続的に運営するのに要する費用であって、

法人税、地方税、株主配当金、内部保留金、支払利息及び割引料、支払保証料その他の

営業外費用等を含むものである。

（４）諸経費

諸経費は、間接測量費と一般管理費等と合わせたものであり、次によって得た額を計

上するものとする。

この場合の計上額は、1,000円未満を切捨てとする。ただし、計上額が1,000円に満た

ないときには、100円未満切り捨てとする。

諸経費は、直接測量費（成果検定費を除く。）に別表－２により求めた諸経費率を乗

じて得た額とする。

諸経費＝（直接測量費－成果品検定費）×諸経費率

２－２測量調査費

測量調査費は、宇宙技術を用いた測量等の難度の高い測量業務について行う調査、計

画及び測量データを用いた解析等高度な技術力を必要とする測量業務の費用である。

２－３ 消費税相当額

消費税相当額は、測量業務価格に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額を計上

するものとする。

この場合の計上額は、1円未満を切捨てとする。

消費税相当額＝測量業務価格×消費税等率

３ 測量業務費の積算方式

測量業務費は、次の積算方式により積算する。

測量業務費＝（測量作業費）＋（測量調査費）＋（消費税相当額）

＝{（測量作業費）＋（測量調査費）}×{１＋（消費税率）}

測量作業費＝（直接測量費）＋（間接測量費）＋（一般管理費等）

＝（直接測量費）＋（諸経費）

＝{（直接測量費）－（成果検定費）}×{１＋（諸経費率）}＋（成果検定費）
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４ 電子成果品作成費

測量業務における電子成果品の作成費用は、次の計算式により算出するのもとする。

だたし、これによりがたい場合は別途計上する。

電子成果品作成費（千円）＝2.3Ｘ0.44

ただし、Ｘ：直接人件費（千円）

（注）１．上式の電子成果品作成費の算出に当たっては、直接人件費を千円単位（少数点以下

切捨て）で代入する。

２．算出された電子成果品作成費（千円）は、千円未満を切捨てる（少数点以下切捨て）

ものとする。

３．電子成果品作成費の上下限については、上限：１７０千円、下限：１０千円とする。

５ その他

用地測量の業務期間は、内容、規模、地域の実情等を考慮し、次式を参考に決定する。

１．６６×（Ｗ1＋Ｗ2）
業務期間＝ ＋Ｂ

班 編 成 数

ただし、

Ｗ1：必要とする内業日数

Ｗ2：必要とする外業日数

Ｂ ：準備、後片付け及び成果物の検定に要する日数並びに

現地立入りの状況を考慮して決定する。

第２ 用地調査業務（権利調査（墓地管理者等の調査、土地利用履歴等調査）、建物等の調査、

営業その他の調査、消費税等調査、予備調査、移転工法案の検討、再算定業務、土地評価、

補償説明、地盤変動影響調査等、費用負担の説明、騒音等調査、事業認定申請図等の作成、

物件調書作成、保安林解除等申請図の作成、完了図書の作成、内水面漁業権等調査及び写真

台帳の作成業務その他用地測量業務以外の調査業務をいう。)

１ 用地調査業務費の価格積算基準

（１） 適用範囲

この積算基準は、用地調査業務に適用する。

（２） 用地調査業務費の構成

直接人件費

直接原価

直接経費 材料費等

旅費交通費

業務原価

作業費

その他

用地調査

業務価格 間接原価 その他原価

用地調査

業 務 費

一般管理費等

消費税等相当額
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２ 調査業務費構成費目の内容

２－１直接原価

直接原価は、用地調査を実施するために直接必要な費用で、直接人件費及び直接経費

で構成する。

（１）直接人件費

直接人件費は、用地調査を実施するために必要な技術者の人件費（業務打合せ及び旅行

日に係る技術者を含む。）である。

なお、用地調査業務における技術者の職種は、下表による。

職 種 名 主任技師 技師(Ａ) 技師(Ｂ) 技師(Ｃ) 技術員

表 示 職 種 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 技師Ｃ 技師Ｄ

（２）直接経費

直接経費は､材料費等、旅費交通費､作業費、その他で構成する。

①材料費等

材料費等は、用地調査をするために必要なトレース印刷費（図面、報告書等の成果物作

成のためのトレース、浄書等及び印刷、陽画焼付、製本、写真代）及び消耗品費（用紙、

ファイル、フィルム等の購入費）であって次式によって得た額を計上するものとする。

この場合の計上額は、1円未満を切捨てとする。

材料費等＝直接人件費×７パーセント

②旅費交通費

旅費交通費は、用地調査の実施に必要な旅費、交通費であり、別に定める「設計業費等の

価格積算基準等の留意事項について」(平成13年3月29日付け農振第1978号農林水産省農村振

興局整備部長通知)第３調査測量設計業務等旅費積算要領について準じて算定する。

③作業費

作業費は、用地調査をするに当たって、掘削、樹木の伐採、保安要員等が必要と認められ

る場合には、別途、見積を徴収するものとする。

２－２ その他原価は、間接原価及び直接経費（積上計上するものを除く）からなる。

（１）間接原価

間接原価は、当該業務担当部署の事務員の人件費及び福利厚生費、水道光熱費の経費とす

る。

２－３ 一般管理費等

業務を処理するコンサルタント等における経費等のうち直接原価、間接原価以外の経費。

一般管理費等は、一般管理費及び付加利益よりなる。

（１）一般管理費

一般管理費は、当該調査を実施するコンサルタント等の本店及び支店のうち、当該業務

担当部署以外の経費であって、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、福利厚

生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、寄付金、地代家

賃、減価償却費、租税公課、保険料、雑費等を含むものである。

（２）付加利益

付加利益は、用地調査業務を実施する企業を継続的に運営するのに要する費用であって、

法人税、地方税、株主配当金、役員賞与金、内部保留金、支払利息及び割引料、支払保証料

その他の営業外費用等を含むものである。

３ 調査業務費の積算

（１）調査業務費の積算方式

調査業務費は、次の積算方式により積算する。

調査測量費＝業務価格＋消費税等相当額

＝（直接人件費＋直接経費＋その他原価＋一般管理費）×（１＋消費税等税率）
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（２）各構成要素の算定

①直接人件費

設計業務等に従事する技術者の人件費とする。なお、名称およびその基準日額は別途定

める。

②直接経費

直接経費は、２－１（２）の各項目について必要額を積算するものとする。

２－１（２）の各項目以外の必要額については、その他原価として計上する。

③その他原価

その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。

その他原価＝直接人件費×α／（１－α）

ただし、αは業務原価（直接経費の積上計上分を除く）に占めるその他原価の割合であ

り、３５％とする。

④一般管理費等

一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。

一般管理費等＝業務価格×β／（１－β）

だたし、βは業務価格に占める一般管理費等の割合であり、３５％とする。

⑤消費税等相当額

消費税等相当額は、業務価格に消費税の税率を乗じて得た額とする。

消費税等相当額＝(直接人件費＋直接経費＋その他原価＋一般管理費等)×消費税等税率

４ 設計等における数値の扱い

（１）設計単価等の扱い

設計に使用する単価は、消費税抜きで積算するものとする。交通運賃等の内税で表示さ

れている単価については、次式により求めた単価とする。

設計に使用する単価＝内税単価÷（１＋消費税等税率）

なお、算出された単価に端数が生じる場合は、１円単位（１円未満切捨て）とする。

（２）端数処理等の方法

①数量

数量は、小数第２位（少数第３位四捨五入）まで算出する。

②単価（単価表及び内訳書の各構成要素の単価）

単価に端数が生じる場合は、１円単位（少数点以下四捨五入）とする。

③金額

各構成要素の金額（設計数量×単価）は、１円単位（小数点以下四捨五入）とする。

④単価表の合計金額

原則として端数処理は行わない。

⑤内訳書の合計金額

原則として端数処理は行わない。

⑥経費を算出する際の係数

経費を算出する際の係数（α／(１－α)など）の端数は、パーセント表示の少数第２

位（少数第３位四捨五入）まで算出する。

⑦業務価格の端数処理

業務価格は、１，０００円未満切捨てとする。

５ その他

その他用地調査業務に関する事項は、Ⅰの用地測量業務の価格積算基準に準ずるものと

する。
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別表－１

精 度 管 理 費 係 数 表

測 量 作 業 種 別 精度管理費係数

現地実測平面図の作成 0.07

横断面図の作成 0.07

復元測量 0.07

補助基準点の設置 0.07

用 地 測 量 用地現況測量（建物等） 0.07

境界点間測量 0.07

面積計算 0.07

用地実測図の作成 0.07

用地平面図の作成 0.07

別表－２

用地測量業務表 諸経費率表

（１）諸経費率標準値

直 接 測 量 費 50万円以下 50万円を超え１億円以下 １億円を超えるもの

(成果検定費を除く)

(2)の算定式により求められた率とす

適 用 区 分 等 下記の率とする る。ただし 、変数値は下記による。 下記の率とする

Ａ ｂ

率又は変数値 ９１．２％ ３７１．２３ －０．１０７ ５１．７％

（２）算定式

Ｚ ＝ Ａ × Ｘb

ただし、Ｚ：諸経費率（単位：％）

Ｘ：直接測量費（単位：円）〔成果検定費を除く。〕

Ａ、ｂ：変数値

（注）諸経費率の値は、小数点以下第２位を四捨五入して、少数点以下第１位止めとする。
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２－３ 標準歩掛

１．用地測量業務

(1)地域区分

地域区分の標準は次のように定める。

①大市街地 人口約１００万人以上の大都市の中心部。(家屋密度９０％程度)

②市街地(甲) 人口約５０万人以上の大都市の中心部。 (家屋密度８０％程度)

③市街地(乙) 上記以外の都市部。 (家屋密度６０％程度)

④都市近郊 都市に接続する家屋の散在している地域。(家屋密度４０％程度)

⑤耕 地 耕地及びこれに類似した所で農地でなくともこの中に含む。

(家屋密度２０％程度以下)

⑥原 野 木が少なく視通しのよい所。

⑦森 林 木が多く視通しの悪い所。

(2)用地測量変化率

変化率適用表

工 程 業別 地域 縮尺 工 程 業別 地域 縮尺

作業計画 内 × × 補助基準点設置 内外 ○ ×

現地踏査 外 ○ × 境界測量 内外 ○ ×

地図等転写 内外 ○ × 用地現況測量 内外 × ×

転写連続図作成 内 × × 用地境界仮杭設置 内外 ○ ×

地積測量図転写 内外 ○ × 用地境界杭設置 内外 × ×

土地の登記記録調査 内外 ○ × 境界点間測量 内外 ○ ×

建物の登記記録調査 内外 × × 面積計算 内 ○ ×

権利者確認調査(当初) 内外 ○ × 用地実測図作成 内 × ○

権利者確認調査(追跡) 内外 × × 用地平面図作成 内 × ○

境界確認 内外 ○ × 土地調書作成 内 ○ ×

土地境界確認書作成 内外 ○ × 地積測量図作成 内外 ○ ×

復元測量 内外 ○ ×

地域による変化率

地 域 大市街地 市街地甲 市街地乙 都市近郊 耕 地 原 野

変化率 +1.0 +0.8 +0.5 +0.3 0 -0.3

備考：森林については、耕地を適用する(変化率 0)

縮尺による変化率

用地実測図原図、用地平面図

１／２５０ １／５００ １／１０００

+0.2 ０ -0.1

備考：用地実測図原図作成、用地平面図作成は、縮尺1/500を標準としており、それと異なる

場合は変化率を適用する。
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(3)公共用地境界確定協議変化率
変化率適用表

工 程 業別 地域 縮尺
公共用地管理者との打合せ 内外 × ×
現況実測平面図作成 内外 ○ ○
横断面図作成 内外 ○ ×
依頼書作成 内 × ×
協議書作成 内外 × ×

地域による変化率
地 域 大市街地 市街地甲 市街地乙 都市近郊 耕 地 原 野
変化率 +1.0 +0.8 +0.5 +0.3 0 -0.3
備考：森林については、耕地を適用する(変化率 0)

縮尺による変化率
現況実測平面図作成

１／２５０ １／５００ １／１０００
+0.2 ０ -0.2

備考：現況実測平面図作成は、縮尺1/500を標準としており、それと異なる場合は
変化率を適用する。

(4)打合せ協議
打 合 せ 協 議 測量主任技師 測 量 技 師 測量技師補
着 手 時 前 0.5 0.5
中 間 打 合 せ 0.5 0.5
成果物納入時 0.5 0.5

１．用地調査業務

(1)打合せ協議
用地調査業務の実施に際して行う打合せ協議の直接人件費の積算は、下表により行うものとする。

打 合 せ 協 議 主任技師 技師Ａ 技師Ｂ 備 考
着 手 時 前 0.5 0.5 0.5 中間打合せ
中 間 打 合 せ 0.5 0.5 0.5 １回当たり
成果物納入時 0.5 0.5 0.5

注１ 中間打合せの回数は、下記業務区分に記載の標準回数を基本とし、必要に応じて、
中間打合せ回数を増減して計上するものとする。

土地利用履歴等調査 １回（ただし、第二段階調査をする場合は２回）
建物等の調査 １回
営業その他の調査 １回
消費税等調査 計上しない
予備調査 ２回
移転工法案の検討等 ２回
再算定業務 計上しない
土地評価 ３回
補償説明 ２回
地盤変動影響調査等 １回（ただし、事後調査に加えて算定も実施する場合は２回）
費用負担の説明 ２回
騒音等調査 計上しない
事業認定申請図面等の作成 （相談用資料の作成）２回 （申請図書の作成）１回
（決裁申請図書の作成）１回 （明渡裁決申立図書の作成）１回
保安林解除等申請図書の作成 ２回
完了図書の作成 ２回
内水面漁業権等の調査 ２回

注２ 複数の用地調査の区分（例「建物等の調査」と「営業その他の調査」など）の業務を同時に
発注するときは、主たる業務区分の中間打合せ回数を基本とし、必要に応じて中間打合せ回数
を増減して計上するものとする。

(2)現地踏査
現地踏査は、用地調査等の着手に先立ち現地の概況を把握するために行うものである。

この場合に複数の用地調査の区分（例えば「建物等の調査」と「営業等の調査」）を同一の
業務として発注するときは、何れかの現地踏査費用の多額となるもののみ計上するものとする。
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Ⅲ-９

用地調査業務の積算書の数値処理について

１．用地測量業務

(1) 測量業務費 円止まり

(2) 測量業務価格 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(3) 消費税相当額 円止まり

(4）測量作業費 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(5) 測量調査費 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(6) 諸経費（間接測量費、一般管理費等） 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(7) 直接測量費（各明細） 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入１位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

(8) 直接測量費（各単価） 小数点以下１位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入１位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

２．用地調査業務

(1) 調査業務費 円止まり

(2) 調査業務価格 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(3) 消費税相当額 円止まり

(4) 業務原価（直接原価,間接原価） 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

(5) 一般管理費等 1,000円未満切り捨て 1,000円止まり

(6) 直接人件費（各明細） 1,000未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

(7) 直接人件費（各単価） 小数点以下１位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入１位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり
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(8) 直接経費（各明細） 1,000円未満四捨五入 1,000円止まり

明細の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入１位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

（9）直接経費（各単価） 小数点以下１位四捨五入 円止まり

単価の内訳

数量欄 小数点以下２位四捨五入１位止まり

単価欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

金額欄 小数点以下１位四捨五入 円止まり

Ⅲ-１０

用地調査業務の積算に際しての数量の算出について

用地調査積算にあたっては，「宮城県農業農村整備事業等用地業務の手引き（１）」（宮

城県産業経済部平成１５年３月）によるほか，積算に際しての数量の算出は，現地踏査の結

果に基づき，地域区分，業務別ごとに次表の予定数量の算出欄に掲げる方法により行うもの

とする。

なお，予定数量等の算出に当たり，本表に定める算出方法よりも，予定数量が適正に算出

されると認められる場合は，本表の定めに係わらず，適正な方法によることができるものと

する。

権利調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

作業計画

現地踏査

地図の転写 延長×平均調査幅

転写連続図の作成 同 上

地積測量図等の転写 地積測量図の転写予定面積

土地の登記記録の調査 延長×平均調査幅

建物の登記記録の調査 現地踏査及び工事平面図等による建物の戸数

権利者の確認調査（当初） 延長×平均調査幅

権利者の確認調査（追跡） 追跡調査対象権利者数×５
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土地の測量

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

公共用地管理者との打合せ

現況実測平面図の作成 現地踏査及び工事平面図等による概算面積

横断面図の作成 現地踏査及び工事平面図等による概算延長

依頼書の作成 同 上

協議書の作成 同 上

境界の確認 延長×平均測量幅

土地境界立会確認書の作成 同 上

復元測量 復元測量に係る土地の延長×幅

補助基準点の設置 延長×平均測量幅

境界測量 同 上

用地現況測量（建物等） 現地踏査及び工事平面図等による建物等の存する敷地の概
算面積

用地境界仮杭の設置 延長×平均事業用地幅

用地境界杭の設置 永久境界杭等埋設等予定数量

境界点間測量 延長×平均測量幅

面積計算 延長×平均事業用地幅

用地実測図の作成 延長×平均測量幅

用地平面図等の作成 同 上

土地調書の作成 延長×平均事業用地幅

登記資料収集整理

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

所有権移転登記資料収集整理 買収範囲の権利者数

地上権設定登記資料収集整理 地上権設定範囲の権利者数

分筆登記資料収集整理 分筆予定登記の件数

相続登記資料収集整理 相続登記の件数

土地表示登記資料収集整理 土地表示登記の件数

（代位）保存登記資料収集整理 保存登記の件数

登記名義人表示変更更正登記資 登記名義人表示変更更正登記の件数
料収集整理

地積変更・更正登記、地図訂正 地積変更・更正登記、地図訂正登記の件数
申出書資料収集整理

登記承諾書の作成 買収及び地上権設定範囲の権利者数

合筆登記資料収集整理 合筆登記の予定件数

地積測量図等の作成 延長×買収及び地上権設定幅
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権利調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

墓地管理者等の調査 現地踏査及び工事平面図等による使用者等の数

建物等の調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

打合せ協議（加算額） 調査対象権利者数－５

現地踏査

法令適合性の調査 現地踏査及び工事平面図等による建物の棟数

木造建物の調査・算定 同 上

木造特殊建物の調査・算定 同 上

非木造建物の調査・算定 同 上

機械設備の調査・算定 現地踏査及び工事平面図等による事務所数

見積徴収 〃 装置（台）の数量

生産設備の調査・算定 〃 設備の数量

附帯工作物の調査・算定 〃 戸数

庭園の調査・算定 〃 箇所数

墳墓の調査・算定 〃 面積及び画地数

立竹木の調査・算定 立竹木が存する土地の延長×平均事業用地幅

立毛の調査 立毛が存する土地の延長×平均事業用地幅

建物の残地移転要件の該当性の 現地踏査及び工事平面図等による権利者数
検討

照応建物の設計案の作成等 設計案数

営業その他の調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

〃 （加算額） 営業に関する調査及び積算の場合のみに適用する調査対象
権利者数－５

現地踏査 現地踏査等による権利者数

営業の調査・算定 現地踏査による事業所（企業）数

仮営業所設置工事費用の調査・ 同 上
積算

居住者等の調査 現地踏査等による世帯数

動産の調査・算定 現地踏査及び工事平面図等による戸・店舗・事業所数

その他通損の補償額算定 現地踏査及び工事平面図等による世帯数
（仮住居又は借家人）

その他通損の補償額算定 〃 所有者又は世帯数
（移転雑費）

その他 現地踏査等による世帯数
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消費税等調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

消費税等の取扱いに関する調査 現地踏査等による事業所数
（営業調査を伴わないもの）

消費税等の取扱いに関する調査 同 上
（営業調査を伴うもの）

予備調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議 現地踏査及び工事平面図等による権利者数

現地踏査 同 上

企業の内容等の調査 〃 事業所数

敷地使用実態の調査・算定 同 上

建物の調査・算定 〃 棟数

機械設備等の調査・算定 〃 事業所数

移転計画案の作成 同 上

移転工法案の検討

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議 現地踏査及び工事平面図等による権利者数

関係資料収集 〃 権利者数

企業内容等の調査 〃 事業所数

敷地使用実態の調査 〃 権利者数

移転工法案の作成 同 上

駐車場等使用実態追加調査 現地による調査回数

再算定業務

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議 権利者数

現地踏査 同 上

再積算 建物等の調査に準じて算出する

再調査 同 上

営業（再調査・再算定） 現地踏査及び工事平面図等による事業所数

仮営業所設置プレハブリース 同 上
（再調査・再算定）

仮営業所設置賃貸物件 同 上
（再調査・再算定）
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土地評価

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査

地域区分及び標準地の選定 取得地に係る同一状況地域区分数

標準地の評価 取得地に係る標準地数

取得等する土地の評価 比準画地数

残地等の補償額算定 残地補償該当画地数

評価格の調整

補償説明

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査

概況ヒヤリング等 現地踏査及び工事平面図等による権利者数

説明資料の作成等 同 上

補償説明 同 上

事業損失に係る建物等調査及び修復費の算定

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

準備打合せ（加算額） 費用負担の対象となる建物等の所有者数－５

現地踏査

事前調査 現地踏査及び工事平面図等による棟数等

事後調査 同 上

算定 同 上

費用負担の説明

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査

概況ヒヤリング等 現地踏査及び工事平面図等による権利者数

説明資料等の作成 同 上

費用負担の説明 同 上
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環境調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査

騒音の調査 現地踏査及び工事平面図等による測線数

振動の調査 同 上

振動・騒音の同時調査 同 上

井戸の調査 現地調査及び工事平面図等による井戸数

因果関係の調査・検討 〃 権利者数

事業認定

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

事 打合せ協議
業
認 現地踏査
定
申 現地調査等 現地踏査及び工事平面図等による対象距離又は面積の数量
請
図 資料の収集及び整理 同 上
書
作 調書等の作成 同 上
成

添付図面の作成 添付図面作成の予定種類数

打合せ協議 対象土地所有者及びその関係人ごとに１申請として、その
予定数量

裁 現地踏査 同 上

決 裁決申請書資料の整理・検 同 上
討

申
裁決申請書（案）の作成 同 上

請
起業地の位置を表示する図

書 面及び起業地及び事業計画 同 上
を表示する図面作成

作
土地調書添付図面の作成 対象土地の予定筆数

成

その他参考図書の作成 対象土地所有者及びその関係人ごとに１申請として、その
予定数量

打合せ協議 対象土地所有者ごとに１申立として、その予定数量
明
渡 現地踏査 同 上
裁
決 明渡裁決申立書資料の整理 同 上
申 ・検討
立
書 明渡裁決申立書（案）作成 同 上
作
成 図面の作成 同 上

その他参考図書の作成 同 上
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物件調書の作成

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

物件調書の作成 現地踏査及び工事平面図等による権利者数×１枚

保安林解除等（国有林野の使用申請書類作成及び国有林野の使用申請及び保安林解除関係書類作成）

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査 工事平面図等による数量

関係図面の作成 同 上

計画書等の作成 同 上

取りまとめ 同 上

精査

完了図書の作成

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

打合せ協議

現地踏査 対象となる施設の数量

事業年度別決算表の作成 対象となる年度数

出来形内訳書の作成 対象となる施設の数量

土地改良施設整理台帳（総括 同 上
表） の作成

土地改良施設整理台帳（工作の 対象となる工事の件数
部）の作成

土地改良施設整理台帳（土地の 対象となる土地の筆数
部）の作成

土地改良施設整理台帳（権利の 同 上
部）の作成

占・使用台帳等の作成 対象となる協議数

他目的使用調書等の作成 同 上

土地改良補償施設整理台帳の 対象となる施設の数量
作成

引継施設整理台帳の作成 同 上

全体位置図の作成 作成する図面枚数

図郭割図の作成 同 上

土地改良施設管理図等の作成 編集・整理等する図面枚数

土地改良施設用地管理図等の 同 上
作成
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内水面漁業権等調査

業 務 種 別 予 定 数 量 の 算 出

計画準備

打合せ

現地踏査

漁業権等調査 調査対象となる漁業権の数量

魚漁協同組合概要調査 調査対象となる漁業共同組合の数量

漁獲量調査 同 上

ビク調査 同 上

遊漁料収入調査 同 上

漁法別出漁日数調査 同 上

増殖事業実績調査 同 上

魚価調査 同 上

漁業経営費調査 同 上

補償事例及び文献等調査 同 上

収益率の算定 調査対象となる漁業共同組合の数量

漁業環境概要調査

漁場利用状況調査 調査対象となる漁業共同組合の数量

河川実態調査

区間別漁獲量等調査

立入禁止区域の漁場依存割合の
算定

漁場の保全対策等

潤辺等変動調査

工事期間中の水質汚濁等調査

漁業影響の検討

総合的検討

報告書の作成
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Ⅲ-１１

建物等移転料算定の算出について示されたい。

建物等移転料算定実施要領（平成14年4月1日施行，最終改正平成26年3月31日）については

補償金算定標準書（東北地区用地対策連絡会）を参考とされたい。

東用対 第 ５９号

平成26年 3月31日

東北地区用地対策連絡会

会 員 各 位

東北地区用地対策連絡会

事 務 局 長

（公 印 省 略）

建物等移転料算定実施要領の一部改正について（通知）

標記件について，第１３２回東北地区用地対策連絡会理事会において別添のとおり改正し，

平成２６年４月１日から適用とすることとしたので通知します。

なお，現在協議中のものについては，なお従前の例によることができるものとします。

東用官対支号外

平成26年4月25日

東北地区用地対策連絡会宮城県支部会員殿

東北地区用地対策連絡会宮城県支部事務局長

（ 公 印 省 略 ）

公共事業の施行に伴う損失補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いの

改正等について（通知）

このことについて，別紙写しのとおり東北地区用地対策連絡会事務局長から通知等がありま

したので承知願います。
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Ⅲ-１２

工損調査等業務費の算出について示されたい。

工損調査等業務費積算基準（案）（平成24年3月30日付け国東整用企第152号）にを参考と

されたい。

なお，工損とは「公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損

害等」である。

東用対 第 ６４号

平成26年 3月31日

東北地区用地対策連絡会

会 員 各 位

東北地区用地対策連絡会

事 務 局 長

（公 印 省 略）

工損調査標準仕様書（案）及び同業務費積算基準（案）について（通知）

標記について，別添のとおり中央用地対策連絡協議会事務局長より通知があったので通知し

ます。

東用官対支号外

平成26年4月25日

東北地区用地対策連絡会宮城県支部会員殿

東北地区用地対策連絡会宮城県支部事務局長

（ 公 印 省 略 ）

公共事業の施行に伴う損失補償等に関する消費税及び地方消費税の取扱いの

改正等について（通知）

このことについて，別紙写しのとおり東北地区用地対策連絡会事務局長から通知等があり

ましたので承知願います。
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Ⅲ-１３

用地調査業務の注文書等（例）について示されたい。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 用地測量調査業務

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 用地測量調査業務 特記仕様書

第１章 総 則

（適用範囲）

第１条 この特記仕様書は、平成〇〇年度〇〇事業〇〇〇〇工事に係る用地調査等業務

（以下「本業務」 という。）に適用する。

２ 本業務は、宮城県農業農村整備事業等「測量作業規程」（最終承認番号：平成

○○年○○月○○日付け国国地第○○号）用地調査等共通仕様書（平成○○年○

月○○日付け農村第○○○号）及び測量業務共通仕様書（平成○○年○月○○日

付け農村第○○○号）によるほか、本特記仕様書により実施するものとする。

なお，上記共通仕様書等は、宮城県農林水産部農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載しているので参照する

こと。

３ 個人情報取扱いについては，別記「個人情報取特記事項」によるものとする。

（業務概要）

第２条 本業務の概要は、次のとおりである。

（１）実施場所

宮城県 市郡 町村 地内（別添位置図のとおり。）

（２）調査区域

① 地域区分は、 とする。

② 調査区域延長は、 ｍ（測点Ｎｏ ～Ｎｏ ）とする。

③ 調 査 区 域 幅は、全幅 ｍ（中心線から左 ｍ、右 ｍとする。

④ 調査区域面積は、標高 ｍの等高線範囲内の ヘクタール又は ヘ

クタールとする。
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（障害物の伐除）

第３条 本業務実施のために伐除した障害物に係る補償は、原則として発注者において

処理する。ただし、調査職員の指示を受けないで伐除したもの又は不注意により

伐除したものの補償は、受注者の責任において処理する。

第２章 測 量 条 件 及 び 貸 与 資 料 等

（測量の基準及び精度等）

第４条 本業務の実施に必要な条件は、次のとおりである。

（１）測量の基準は、 による。

（２）測量及び面積測定の精度区分は、 による。

（３）縮尺は、 とする。

（貸与資料等）

第５条 本業務実施のために次の資料を貸与する。

資 料 名 数 量 備 考

〇〇〇〇工事平面図

〇〇〇〇工事構造図

〇〇〇〇工事縦断図

〇〇〇〇工事横断図

〇〇〇〇工事基準点測量成果物

その他必要な資料

２ 受注者が、土地の登記記録等若しくは戸籍簿等を閲覧し、又はその謄本等の交付

を受けるために必要な閲覧申請書若しくは交付申請書は、発注者が交付する。
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第３章 作 業 項 目 及 び 内 容

（作業項目及び数量）

第６条 本業務の作業項目及び数量は、次のとおりである。

用地測量

作 業 項 目 数 量 備 考

(１) 作業計画 業務

(２) 現地踏査 〃

(３) 地図の転写 ㎡

(４) 転写連続図の作成 〃

(５) 地積測量図等の転写 ㎡

(６) 土地の登記記録の調査 〃

(７）建物の登記記録の調査 戸

(８) 権利者の確認調査（当初） ㎡

(９) 権利者の確認調査（追跡） 人

(10) 公共用地管理者との打合せ 業務

(11) 現況実測平面図の作成 ㎡

(12) 横断面図の作成 ㎞

(13) 依頼書の作成 〃

(14) 協議書の作成 〃

(15) 境界の確認 ㎡

(16) 土地境界立会確認書の作成 〃

(17) 復元測量 〃

(18) 補助基準点の設置 〃

(19) 境界測量 〃

(20) 用地現況測量（建物等） 〃

(21) 用地境界仮杭の設置 〃

(22) 用地境界杭の設置 本

(23) 境界点間測量 ㎡

(24) 面積計算 〃

(25) 用地実測図原図の作成 〃

(26) 用地平面図等の作成 〃

(27) 土地調書の作成 〃

(28) 所有権移転登記資料収集整理 件

(29) 地上権設定登記資料収集整理 〃

(30) 分筆登記資料収集整理 〃

(31) 相続登記資料収集整理 〃

(32) 土地表示登記資料収集整理 〃

(33) （代位）保存登記資料収集整理 〃

(34) 登記名義人表示変更更正登記資料収集整理 〃

(35) 地積変更・更正登記資料収集整理 〃

(36) 地図訂正申出書資料収集整理 〃

(37) 登記承諾書の作成 〃

(38) 合筆登記資料収集整理 〃

(39) 地積測量図等の作成(１) 作業計画 ㎡
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（指示事項）

第７条 作業項目ごとの指示事項は、次のとおりである。

（１）地図の転写及び転写連続図の作成

図面の用紙はポリエステルフィルム＃３００又はこれと同等以上のものとし、

規格はＡ１型とする。

（２）地積測量図等の転写

分筆されている場合その他必要に応じて法務局備え付けの地積測量図につい

ても転写するものとする。

（３）土地の登記記録の調査

土地に関する所有権以外の権利の登記がある場合その他必要に応じて登

記事項証明書を提出するものとする。

（４）建物の登記記録の調査

建物に関する所有権以外の権利の登記がある場合その他必要に応じて登

記事項証明書を提出するものとする。

（５）権利者の確認調査

登記名義人が死亡している場合その他必要に応じて戸籍謄本等を提出するもの

とする。

（６）墓地管理者等の調査

必要に応じて土地及び宗教法人の登記事項証明書を提出するものとする。

（７）公共用地管理者との打合せ

公共用地管理者との打合せ内容等を記載した打合せ簿を提出するものとする。

（８）現況実測平面図の作成

図面の用紙はポリエステルフィルム＃３００又はこれと同等以上のものとし、

規格はＡ１型とする。

（９）横断面図の作成

図面の用紙はポリエステルフィルム＃３００又はこれと同等以上のものとし、

規格はＡ１型とする。

（10）依頼書の作成

公共用地の境界を確定するため、公共用地管理者に立会等を求めるときの依

頼書を作成する。

（11）協議書の作成

境界確定作業完了後において境界確定図に押印を求めるときの必要書類を作

成する。

（12）境界確認

① 立会い通知は、立会日の１週間前までに関係者に届くよう請負者が行うも

のとする。

② 杭の規格は４．５㎝×４．５㎝×４５㎝とする。

③ 境界確認が完了した場合は、別途監督職員が指示する土地調査書を作成し

提出するものとする。

④ 境界確認に伴う立会人の日当は、請負者の負担とする。

（13）復元測量

杭の材料は木杭又はプラスチック杭とし、規格は４．５㎝×４．５㎝×４５

㎝とする。

（14）補助基準点の設置

杭の材料は木杭又はプラスチック杭とし、規格は６．０㎝×６．０㎝×６０

㎝とする。

（15）境界測量

測量原図の用紙はポリエステルフィルム＃３００又はこれと同等以上のもの

とする。
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（16）用地境界仮杭の設置

① 工事平面図等に基づき取得、地上権設定及び仮設用地等土地使用する用地

について、用地境界仮杭を設置する。

② 杭の規格は６．０㎝×６．０㎝×６０㎝とする。

③ 取得用地の杭は赤色、地上権設定用地の杭は○色、仮設用地等土地使用す

る用地は○色のペイントで着色する。

（17）面積計算

土地の取得、地上権設定及び仮設用地等土地使用する用地について面積計算

を行うものとする。

また、土地の取得及び地上権設定に係る残地についても面積計算を行う。

（18）用地実測図原図作成

図面の用紙はポリエステルフィルム♯３００又はこれと同等以上のものとし、

規格はＡ１型とする。

（19）用地平面図作成

① 用地平面図を基に、土地取得図、地上権設定図及び土地使用図を作成する。

② 上記①で作成した図面に面積計算の結果を求積表として記載する。

③ 図面の用紙はポリエステルフィルム＃３００又はこれと同等以上のものと

し、規格はＡ１型とする。

（20）土地調書作成

土地取得、地上権設定及び仮設用地等土地使用地について、所有者ごとに土

地調書を作成する。

（21）土地所有権移転登記資料収集整理

取得する土地について、地図、土地の登記記録調査表、権利者調査表、土地

取得図、土地売買契約書、印鑑証明書及び登記承諾書等を点検・照合して、所

有権移転登記嘱託書（案）を作成する。

（22）地上権設定登記資料収集整理

地上権を設定する土地について、地図、土地の登記記録調査表、権利者調査

表、地上権設定図、地上権設定契約書、印鑑証明書及び登記承諾書等を点検・

照合して、地上権設定登記嘱託書（案）を作成する。

（23）分筆登記資料収集整理

分筆を必要とする土地について、地図、土地の登記記録調査表、権利者

調査表、土地取得及び地上権設定図、地積測量図、土地調査書等を点検・

照合して、分筆登記嘱託書（案）を作成する。

（24）相続登記資料収集整理

相続を必要とする土地について、土地の登記記録調査表、権利者調査表、相

続関係説明図及び戸籍関係謄・抄本等を点検・照合して、代位相続登記嘱託書

（案）を作成する。

（25）土地表示登記資料収集整理

土地の表示登記を必要とする土地について、地図、地積測量図及び土地所在

図等を点検・照合して、土地表示登記嘱託書（案）を作成する。

（26）保存登記資料収集整理

保存登記を必要とする土地について、地図、土地の登記記録調査表、権利者

調査表及び関係図書等（代位の場合は、住所証明書等）を点検・照合して、保

存登記嘱託書（案）を作成する。

（27）登記名義人表示変更又は更正登記資料収集整理

登記名義人の表示変更又は更正登記を必要とする土地について、土地の登記

記録調査表、権利者調査表、住民票及び戸籍関係謄・抄本等を点検・照合して、

登記名義人変更又は更正登記嘱託書（案）を作成する。
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（28）地積の変更・更正登記資料収集整理

地積の変更・更正を必要とする土地について、地図、土地の登記記録調査表、

権利者調査表、地積測量図、土地所在図及び土地境界立会確認書等を点検・照

合して、地積変更・更正登記嘱託書（案）を作成する。

(29) 地図訂正申出書作成

地図の訂正を必要とする土地について、地図、土地の登記記録調査表、権利

者調査表、土地所在図及び土地境界立会確認書等を点検・照合して、地図訂正

申出書を作成する。

（30）登記承諾書作成

取得又は地上権を設定する土地について、地図、土地の登記記録調査表及び

権利者調査表を点検・照合して、登記承諾書を作成する。

（31）合筆登記資料収集整理

合筆する土地について、地図、土地の登記記録調査表及び権利者調査表を点検

・照合して、合筆登記嘱託書（案）を作成する。

（32）地積測量図（案）等作成

地積測量図（案）及び土地所在図（案）の作成は、不動産登記規則（平成１７

年２月１８日法務省令第１８）第７３条から第７８条及び不動産登記事務取扱手

続準則（平成１７年２月２５日法務省民二第４５６号法務省民事局長通達）第５

０条から第５１条までの規定による。

(33) 庭園の調査

① 築山、池等は、高さ又は深さについても調査する。

② 立竹木の調査に当たっては、共通仕様書第８３条の規定に準じて行うことと

し、下草や苔についても種類及び生育の範囲を調査する。

③ 写真は、主なる個々の庭園構成物についても撮影する。

(34) 墳墓の調査

① 墓地の配置状況の調査に当たっては、墓地使用者（祭祀者）ごとの画地、通

路、広場、休憩所、駐車場等の区分を明確にする。

② 立竹木の調査に当たっては、共通仕様書第８５条の規定に準じて行うことと

する。

③ 当該地区における改葬方法の慣行について調査する。

(35) 立竹木の調査

① 立木の測定方法は、次により行うこととする。

ア 胸高直径

(ｱ) 測定位置は、地際（地表面）より１２０センチメートル上方の幹とする。

(ｲ) 測定方法は、輪尺又は直径巻尺により行う。なお、輪尺を用いる場合で、

胸高直径の断面が不整形で最小径と最大径の差が特に著しいときは平均直径

とする。

(ｳ) 測定位置に枝節又はこぶ等があり異形をなす立木は、測定値の上下におけ

るそれぞれの直径を測定し平均する。

(ｴ) 胸高部以下で分岐し、幹枝の区分の困難な分岐木の胸高直径は、各樹幹を

それぞれ独立の立木とみなして測定する。

イ 根本周囲及び株回り

巻尺を用いて地際を測定する。

ウ 枝幅

樹冠の最長、最短の測定値を平均する。

エ 樹高

地際（傾斜地においては山側地際）より梢頭（樹冠の最端）までの垂直

の高さを測定する。なお、徒長枝（樹冠線の外に跳び出した枝）は含まな

い。
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② 用材林立木については、間伐等により適正な立木密度が確保されているか等

の管理の程度を調査する。

(36) 建物等の配置図の作成

建物等の配置図の縮尺は、原則として次のとおりとする。

ア 建物は、（１００分の１又は２００分の１のどちらかを指示）とする。

イ 工作物は、（１００分の１又は２００分の１のどちらかを指示）とする。

ウ 立竹木は、（１００分の１又は２００分の１のどちらかを指示）とする。

エ 庭園は、（５０分の１又は１００分の１のどちらかを指示）とする。

オ 墳墓は、（５０分の１又は１００分の１のどちらかを指示）とする。

カ 庭木等は、（５０分の１又は１００分の１のどちらかを指示）とする。

(37) 木造建物の移転料の算定

① 移転工法は、請負者が移転工法（案）を提示し、監督職員と協議の上決定す

る。

② ツーバイフォー工法又はプレハブ工法による建物の推定再建築費の積算は、

必要に応じて、これらの専門業者から見積書を徴集し、参考とすることができ

る。

(38) 木造特殊建物の移転料の算定

移転工法は、請負者が移転工法（案）を提示し、監督職員と協議の上決定する。

(39) 非木造建物の移転料の算定

移転工法は、請負者が移転工法（案）を提示し、監督職員と協議の上決定する。

(40) 庭園の補償額の算定

庭園の補償額の算定に当たっては、移設後の庭園が従前と近似の美的景観が形

成されるよう配慮して行うこととし、庭園の構成物件の移転料のほか必要に応じ

美的景観を再現するための造園費を計上する。なお、造園費の計上に当たって、

専門家の見積書を徴する必要がある場合の取扱いについては、共通仕様書第○○

○条の機械設備の補償額の算定の場合と同様とする。

(41) 立竹木の補償額の算定

防風、防雪その他の効用を有する庭木等の伐採補償に代えて代替工作物の設置

に要する費用の算定を行う場合には、監督職員と協議する。

(42) 営業に関する調査

① 「直近３か年の事業年度の確定申告書（控）写」とは、事業年度が１年の法

人にあっては最も新しい事業年度の確定申告時を含む３事業年度、６月の法人

にあっては６事業年度の確定申告書（控）の写しをいう。

② 業務期間が確定申告時期の前後にわたるときにおいては、できるだけ確定申

告時期の後に調査し、直近の事業年度の確定申告書（控）の写しを入手する。

③ 仮営業所設置の補償を行うに当たっては、仮営業所を設置する場所又は貸家

が従前地の近隣に存在することが前提条件となる。このため、営業所として適

当な土地又は建物の存否又は存在の状況について調査することとなるが、調査

の方法としては、実地に調査区域の周辺を踏査し、必要に応じ宅地建物取引業

者等から地域の実情を聞き取る等して行う。なお、個々の土地の所有者又は建

物所有者に賃貸の意思の有無を問うことまでは要しない。

(43) 居住者等に関する調査

同じ建物に居住する親子が別世帯であるときは、それぞれの世帯ごとに調査す

る。この場合の 住居の占有面積は、２世帯住宅として建物の構造が分離されて

いるときは、それぞれの区分された面積によることとなるが、分離されていない

建物の場合は、それぞれの世帯が専用に使用していない居室等の面積の２分の１、

廊下、浴室等の共用部分の面積の２分の１と専用している面積を合計して算定す

る。
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(44) 動産に関する調査

「その他必要と認める事項」とは、例えば事業活動に伴う原材料等の増減の

状態、保管の状態（冷凍、温度調節等施設内、野積み等）、使用状況（使用予定、

使用中、処分予定等）、ペット、盆栽等の種類、数量等とする。

(45) 補償額の算定

仮営業所設置の補償額の算定に当たり必要となる仮営業所の設置方法について

は、受注者が（案）を提示し、調査職員と協議する。

(46)消費税等に関する調査

消費税等については、共通仕様書第１１５条に基づく資料により、上記(37)か

ら(45)で算定された補償額の算定の際、消費税相当額の補償要否について判定を

行うものとする。

(47) 予備調査に係る企業内容等の調査

調査事項は、企業の概要を把握し建物等の移転工法を検討する上で必要なもの

であり、工場等からの聞き取りによるほか、企業案内、確定申告書に添付された

概況説明書（控）の写し等を収集することにより調査する。

(48) 予備調査に係る敷地使用実態の調査

公法上の規制として、建ぺい率、容積率、建物の用途、規模等の制限を定めた

建築基準法、敷地に占める緑地割合等を定めた工場立地法等について調査する。

(49) 予備調査に係る建物の調査

関連移転の対象とする建物の決定は、従前の生産等の機能を回復するため事業

用地内及び残地内の建物等の用途又は生産工程等の位置、残地内の建物等の配置

状況等を考慮して行う。なお、調査職員の指示を受けるに当たっては、指示を受

ける以前に調査職員と協議を行う。

(50) 予備調査に係る機械設備等の調査

機械設備等の調査範囲は、事業用地内、関連移転の対象として指示された建物

内及び関連移転対象建物の周囲とする。

(51) 予備調査に係る建物、機械設備等の図面作成

概算による推定再建築費等の積算に必要となる最小限度の図面は、次のものと

する。

① 木 造 建 物 平面図及び立面図１面

② 非 木 造 建 物 平面図、立面図１面及び構造の概要が把握できる断面図

④ 建物内機械設備等 建物平面図を用いた機械設備等の配置図（動力設備等の

配管、配線を図示する。）

(52) 予備調査に係る移転計画案の作成

① 移転計画案の作成に当たっては、当該工場等の従前の有する生産効率等の機能

が同等に残地内に再現することが可能なものとなるよう建物の立体集約化を図る

ことを含めて行うこととし、残地の敷地規模等から事業部門の一部又は従業員宿

舎等を残地外へ移転する、分割移転の可能性についても検討する。

② 当該工場等について有形的又は機能的な分割の要否を含めて、想定されるレイ

アウトを数案作成し、各案を比較検討して最終的に２又は３案を作成する。

(53) 移転工法案の検討

工場等の建物等の通常妥当とする移転方法は、基本的には従前敷地の残地にす

べての機能の回復が図られるよう建物等の構造や配置又は製造工程等を含め多角

的に検討する。この場合、残地において従前建物等の機能のすべてを回復し得な

いと判断したときは、残地に残す機能と残地外で機能を回復するものとに区分す

ることが可能か検討する。

(54) 移転工法案の作成

移転工法案は、残地において従前の生産効率等の機能を復元し得る製造工程等

を再現する建物及び機械設備等の移転工法を検討するものであり、工場等の操業

の休止期間も考慮した建物等の移転順序等を示す工程表を作成する。
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(55) 再算定の方法

建物等の移転補償額を算定した以降に、敷地に建物が新築され、又は増改築さ

れている場合に は、再調査の結果に基づき移転補償額を再算定することになる

が、この場合の移転工法について調査職員の指示を受けるに当たっては、指示を

受ける以前に受注者が移転工法（案）を提示し、調査職員と協議の上決定する。

(56) 土地評価

「更地としての正常な取引価格」とは、評価対象地に建物等の物件が存してい

ても存しないものとして、正常な状態での取引事情の下に当該土地の客観的な交

換価値を表す価格とする。

(57) 土地評価の基準

土地評価の基準は、共通仕様書の定めによるほか、土地改良事業用地事務処理

要領（平成１１年７月１３日付け１１構改Ｄ第４７８号構造改善局長通知）第４

５条第１号の土地取得価格等基準書作成要領に基づき行う。

(58) 残地等に関する損失の補償額の算定

残地等の補償額を算定する場合において、残地等の売却損率を考慮して算定す

ることが相当であると認めるときは、監督職員と「売却の早急性の程度」を協議

し、残地売却損率表を適用して売却損率を定める。

(59) 補償説明

補償内容等の説明は、取得等する土地等の面積、範囲、移転を求める建物等の

種別、数量等を示し、土地については評価方法、残地が生ずる場合は残地補償を

含めた残地の取扱い方、建物等については移転である旨の補償方針、適用した移

転工法、補償額の算定内容及び補償基準等の関係規定等を説明する。

(60) 補償説明の現地踏査等

① 現地踏査は、概況ヒアリング後速やかに行うものとし、調査職員から得た各権

利者の実情を参考として権利者等に面接し、補償説明を行うことについての協力

が得られるよう挨拶を兼ねて協力を依頼する。

② 補償説明に当たっては、権利者のほか必要に応じ地元市町村、町会長、集落の

区長等に協力を依頼する。

(61) 説明資料の作成等

① 区域全体の処理方針は、監督職員から得た各権利者に関する情報及び協力依頼

の際の権利者の感触のほか、説明をすべき者、全体の工程等を定める。

② 権利者ごとの処理方針は、各権利者の補償対象物件、権利者の年令、職業等の

状況等を踏まえ、説明の開始時期、期間、時間帯、説明方法等を定める。

③ 権利者に対する説明用資料は、土地の評価方法、残地補償の算定方法、建物等

の移転工法と関連移転対象物件、建物等の移転に伴う通常生ずる損失の補償等そ

れぞれの権利者に対する補償内容等に関するものとする。

(62) 権利者に対する説明

権利者に対する補償説明は、起業者が提示する補償金額での契約締結の前提で

あり、権利者が補償内容や算定方法につき十分に理解し、納得できるように相当

程度に具体的かつ詳細に説明を行う必要がある。このことは、行政に求められて

いる「説明責任」の一端を担うものであり、補償説明に当たり、どの程度具体的

かつ詳細な説明をするかについては、調査職員と十分に協議するものとする。

(63) 説明後の措置

受注者が補償説明の現状、権利者ごとの経過を監督職員に報告するに当たって

は、補償説明記録簿を基に行うこととし、権利者に説明を行った者を立ち会わせ

るものとする。
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第４章 成 果 物

（成果物等）

第８条 提出する成果物及び提出部数等は、次のとおりである。

なお、電子データによる納品の場合は電子納品要領等に基づき取りまとめるも

のとする。

※ 電子納品がある場合の記載例

成 果 物 数 量 装 丁 等

(１) 地図(写)及び地積測量図(写) 原 図 １ 部 筒入れ

(２) 転写連続図 拡張ＤＭ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(３) 土地の登記記録調査表 ＰＤＦ 〃 〃

(４) 建物の登記記録調査表 〃 〃 〃

(５) 権利者調査及び相続関係説明図 〃 〃 〃

(６) 墓地管理者調査表 〃 〃 〃

(７) 墓地使用（祭祀）者調査表 〃 〃 〃

(８) 現況実測平面図 〃 〃 〃

(９) 横断面図 〃 〃 〃

(10) 公共用地境界確定図書等 正副各１部 綴じ込み

(11) 土地境界確認書 〃 〃

原 図 １ 部 筒入れ

(12) 用地実測図原図 複写図 ２ 部 製 本

ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(13) 用地平面図等 原 図 １ 部 筒入れ
① 土地取得及び（区分）地上権設

定図（所管換等図面を含む。） 複写図 ２ 部 製 本
② 土地使用図
③ 境界点番号図 ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(14) 土地調書 正副各１部 綴じ込み

(15) 土地調査表 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(16) 登記嘱託書（案） 一 式 個別封筒入
① 所有権移転登記
② 地上権設定登記
③ 分筆登記
④ 相続登記
⑤ 土地表示登記
⑥ 保存登記
⑦ 登記名義人表示変更・更正登記
⑧ 地積変更・更正登記
⑨ 地図訂正申出書
⑩ 合筆登記

(17) 地積測量図等 〃 〃

(18) 建物等配置図 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(19) 法令に基づく施設改善調査書 〃 〃 〃

(20) 木造建物の図面 〃 〃 〃

(21) 木造建物の調査書 〃 〃 〃

(22) 木造特殊建物の図面 〃 〃 〃

(23) 木造特殊建物の調査書 〃 〃 〃

(24) 非木造建物の図面 〃 〃 〃

(25) 非木造建物の調査書 〃 〃 〃

(26) 機械設備の図面 〃 〃 〃

(27) 機械設備の調査書 〃 〃 〃
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成 果 物 数 量 装 丁 等

(28) 生産設備の図面 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(29) 生産設備の調査書 〃 〃 〃

(30) 附帯工作物の調査書(工作物調査表) 〃 〃 〃

(31)庭園の調査書(工作物･立竹木調査表) 〃 〃 〃

(32) 墳墓の図面 〃 〃 〃

(33) 墳墓の調査書 〃 〃 〃
（墳墓・工作物・立竹木調査表）

(34) 立竹木の図面 〃 〃 〃

(35) 立竹木の調査書 〃 〃 〃
(立竹木調査表、用材林調査表)

(36) 施設改善費用に係る運用益損失 〃 〃 〃
額算定調書

(37) 木造建物推定再建築費積算調書 〃 〃 〃

(38) 木造建物移転料算定調書 〃 〃 〃

(39) 木造特殊建物推定再建築費積算調書 〃 〃 〃

(40) 木造特殊建物移転料算定調書 〃 〃 〃

(41)非木造建物推定再建築費積算調書 〃 〃 〃

(42) 非木造建物移転料算定調書 〃 〃 〃

(43) 照応建物の計画概要表及び面積 〃 〃 〃
比較表

(44) 照応建物の図面 〃 〃 〃

(45) 照応建物推定再建築費積算調書 〃 〃 〃

(46) 機械設備補償額算定調書 〃 〃 〃

(47) 生産設備補償額算定調書 〃 〃 〃

(48) 附帯工作物補償額算定調書 〃 〃 〃

(49) 庭園補償額算定調書 〃 〃 〃

(50) 墳墓補償額算定調書 〃 〃 〃

(51) 立竹木補償額算定調書（又は用 〃 〃 〃
材林補償額算定調書）

(52) 営業の調査書（営業調査表） 〃 〃 〃

(53) 居住者等の調査書(居住者等調査表) 〃 〃 〃

(54) 動産の調査書（動産調査表） 〃 〃 〃

(55) 営業補償額算定調書 〃 〃 〃

(56) 仮営業所設置費用算定調書 〃 〃 〃

(57) 動産移転料算定調書 〃 〃 〃

(58) 消費税等の取扱いに関する調査 〃 〃 〃

(59) 予備調査に係る工場等の企業内 〃 〃 〃
容等の調査書

(60) 〃配置図 〃 〃 〃

(61) 〃建物及び機械設備等の図面 〃 〃 〃

(62) 〃移転計画案 〃 〃 〃

(63) 〃照応建物の推定再建築費積算調書 〃 〃 〃
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成 果 物 数 量 装 丁 等

(64) 〃移転計画案の補償概算額算定調書 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(65) 企業内容等の調査書（企業概要書） 〃 〃 〃

(66) 移転工法案 〃 〃 〃

(67) 同一状況地域区分図 〃 〃 〃

(68) 土地取引事例地調査表 〃 〃 〃

(69) 収益事例調査表及び造成事例調査表 〃 〃 〃

(70) 用途的地域の判定及び同一状況地域 〃 〃 〃
の区分の理由を明らかにした書面

(71) 地域要因及び個別的要因の格差 〃 〃 〃
認定基準表

(72) 公示地及び基準地の選定調査表 〃 〃 〃

(73) 標準地調査書 〃 〃 〃

(74) 標準地の評価調査書及び取得等 〃 〃 〃
の土地の評価調査書

(75) 残地補償額算定調書 〃 〃 〃

(76) 補償説明資料 〃 〃 〃

(77) 補償説明記録簿 正副各１部 綴じ込み

(78) 事前調査書等 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ
① 調査区域位置図
② 調査区域平面図
③ 建物等調査一覧表
④ 建物等調査書
⑤ 損傷調査書
⑥ 写真集

(79) 事後調査書等 〃 〃 〃

(80) 費用負担額算定調書 〃 〃 〃

(81) 費用負担説明資料 〃 〃 〃

(82) 費用負担説明記録簿 正副各１部 綴じ込み

(83) 騒音測定結果一覧表 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(84) 振動測定結果一覧表 〃 〃 〃

(85) 井戸調査表 〃 〃 〃

(86) 事業認定申請図書 綴じ込み

(87) 裁決申請図書 綴じ込み

(88) 明渡裁決申立図書 〃

(89) 物件調書 ＰＤＦ ２ 部 ＣＤ－Ｒ

(90) 保安林解除申請図書 綴じ込み

(91) 国有林野の使用申請図書 〃

(92) 完了図書 〃

ＰＤＦ ＣＤ－Ｒ

(93) 漁業権等調査表等 〃 ２ 部 〃

(94) 河川模式図 〃 〃 〃

(95) 魚種別生息分布図 〃 〃 〃

(96) 漁場利用図 〃 〃 〃

(97) 漁業権設定範囲図 〃 〃 〃
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第５章 そ の 他

（打合せ）

第９条 本業務の実施のあたっては，次の段階で打合せを行うものとし，管理技術者が出席

するものとする。 また，打合せ場所は○○○○○事務所とする。

(1) 業務に着手するとき。

(2) 業務の中間○○○○回

(3) 成果のとりまとめの段階

（疑義）

第１０条 本特記仕様書に疑義が生じたとき又は定めのない事項については，調査職員の指

示を受けるものとする。

別 記

個人情報取扱特記事項

（基本的事項）

第１条 受託者は，個人情報の保護の重要性を認識し，この契約に係わる業務業務（以下

単に「業務」という。）の実施にあたっては，個人の権利利益を侵害することのな

いよう，個人情報の取扱を適正に行わなければならない。

（秘密の保持）

第２条 受託者は，業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に知らせてはならない。

業務が終了し，又はこの契約を解除された後においても，同様とする。

（収集の制限）

第３条 受託者は，業務を行うために個人情報を収集するときは，業務を達成するために

必要な範囲内で，適正かつ公正な手段により行わなければならない。

（個人情報の目的外利用及び提供の禁止）

第４条 受託者は，発注者の指示がある場合を除き，業務に関して知り得た個人情報はを

契約の目的以外のために利用し，又は発注者の承諾なしに第三者に提供してはなら

ない。

（漏洩，き損及び滅失の防止）

第５条 受託者は，業務に関して知り得た個人情報の漏洩，き損及び滅失の防止その他の

個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。

（従事者への周知等）

第６条 受託者は，業務に従事している者に対して，在職中及び在職後においても当該契

約による事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ，又は不当な目的

に使用してはならないことの周知徹底を図るために必要な措置そ講じなければなら

ない。
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（資料の返還）

第７条 受託者は，業務を処理するために，発注者から提供を受け，又は受託者自らが収

集し，若しくは作成した個人情報が記録された資料は，業務完了直後直ちに返還し

又は引き渡すものとする。 ただし，発注者が別に指示したときは当該方法による

ものとする。

（複写又は複製の禁止）

第８条 受託者は，業務を処理するために発注者から引き渡された個人情報が記録された

資料等を発注者の承諾なしに複写又は複製してはならない。

（再委託の禁止）

第９条 受託者は，業務に関して知り得た個人情報の処理を自ら行うものとし，発注者が

承諾した場合を除き，第三者にその取扱を委託してはならない。

（指示及び報告等）

第10条 発注者は，受託者が業務に関して取り扱う個人情報の適切な管理を確保するため，

受注者に対して必要な指示を行い，又は必要な事項の報告若しくは資料の提出を求

めることができる。

（個人情報に関する取扱要領等の作成）

第11条 受託者は，個人情報の適切な管理を確保するため，業務に関して取り扱う個人情

報の取扱要領等を作成し，発注者に報告しなければならない。

（事故発生時における報告）

第12条 受託者は，この契約に違反する事態が生じ，又は生ずる恐れのあることを知った

ときは，速やかに発注者に報告し，発注者の指示に従うものとする。

※個人情報取扱事務の委託基準（平成８年１２月１８日私文第434号総務部長通知，平成１９年３月

２８日一部改正県情公第６４号総務部長通知）による。
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Ⅲ-１４

換地を伴う土地改良事業の確定測量業務の経費算定基準について。

平成14年3月25日13農振第3139号

最終改正 平成30年5月 8日30農振第 47号

各地方農政局農村振興部長

農林水産省農村振興局計画部長 から 北海道開発局農業水産部長

沖縄総合事務局農林水産部長 あて

北海道農政部長

換地を伴う土地改良事業の確定測量業務の経費算定基準について（平成14年3月25日付け13農振第

3139号農林水産省農村振興局計画部長・整備部長連名通知）の一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、

平成30年7月1日以降の契約に係る業務から適用することとしたので御了知願いたい。

なお、貴局管内の府県に対しては、貴局から通知されたい。
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換地を伴う土地改良事業の確定測量業務の経費算定基準

１ 適用範囲

この基準は、換地を伴う区画整理事業（土地改良法第２条第２項第２号の事業をいう。)

地区に係る確定測量業務を請負(委託を含む。)により実施する場合に適用するものとする。

２ 確定測量業務費の構成

確定測量業務費の構成は、次のとおりとする。

直接人件費

材料費

機械経費 旅費交通費

基地関係費

直接測量費 直接経費 安全費

電子成果品作成費

その他

精度管理費

測量作業費 技術管理費

成果検定費

確 測量業務 間接測量費

定 価格 諸経費

測 一般管理費等

量

業 測量調査費

務

費 消費税相当額

３ 確定測量業務費構成費目の内容

３－１ 測量作業費

測量作業費は、一般的な測量作業に要する費用で、直接測量費、間接測量費及び一

般管理費等で構成する。

（１）直接測量費

直接測量費は、測量作業を実施するために直接必要な費用で、直接人件費、材料

費、機械経費、直接経費及び技術管理費で構成する。

１）直接人件費

直接人件費は、測量の実施に必要な技術者に要する費用（作業打合せ及び現場

作業等の旅行日に 係るものを含む）である。

２）材料費

材料費は、測量の実施に必要な杭、用紙その他の材料に要する費用である。

３）機械経費

機械経費は、測量の実施に必要な機械の使用に要する費用である。
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４）直接経費

直接経費は、旅費交通費、基地関係費、安全費、電子成果品作成費及びその他

で構成する。

① 旅費交通費

旅費交通費は、測量作業及び打合せを実施するために必要な宿泊及び移動に

要する費用である。

② 基地関係費

基地関係費は、測量作業を実施するための基地の設置又は基地の使用に要す

る費用である。

③ 安全費

安全費は、測量作業において必要な安全対策に要する費用で、交通整理等に

要する費用及びその他の安全対策に要する費用である。

④ 電子成果品作成費

電子成果品作成費は、電子成果品の作成に要する費用である。

⑤ その他

その他は､器材運搬､伐木補償､印刷製本及び車借上料等に要する費用である。

５）技術管理費

技術管理費は、精度管理費と成果検定費で構成する。

① 精度管理費(「換地を伴う土地改良事業の確定測量の実施について」(平成10

年3月31日付け10構改B第210農林水産省構造改善局長通知)の別紙１「確定測

量要領」（ 以下「確定測量要領」という。)第16条及び第17条関係)

精度管理費は、精度管理費表等の作成、点検測量及び機器の検定等に要する

費用である。

② 成果検定費(確定作業要領第18条関係)

成果検定費は、高精度を要する測量成果等の検定に要する費用である。

なお、成果検定費は諸経費率算定の対象額としない。

（２）間接測量費

間接測量費は、測量業務を実施するのに必要な直接測量費以外の当該測量業務担

当部署における費用であり、登記簿調査、図面トレース等の専門業に外注する場合

に必要となる経費、業務実績の登録等に要する費用を含むものである。

なお、間接測量費は、一般管理費等と合わせて、諸経費として計上する。

（３）一般管理費等

一般管理費等は、一般管理費及び付加利益で構成する。

なお、一般管理費等は、間接測量費と合わせて諸経費として計上する。

１）一般管理費

一般管理費は、当該測量業務を実施する企業の本店及び支店のうち、当該業務

担当部署以外の経費であって、役員報酬、従業員給与手当、退職金、法定福利費、

福利厚生費、事務用品費、通信交通費、動力用水光熱費、広告宣伝費、交際費、

寄付金、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、雑費等を含むものである。

２）付加利益

付加利益は、測量業務を実施する企業を継続的に運営するのに要する費用であ

って、法人税、地方税、株主配当金、内部留保金、支払利息及び割引料、支払保

証料その他の営業外費用等を含むものである。
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３－２ 測量調査費

測量調査費は、宇宙技術を用いた測量等の難度の高い測量業務について行う調査、

計画及び測量データを用いた解析等高度な技術力を必要とする測量業務の費用である。

３－３ 消費税相当額

消費税相当額は、測量業務価格に対する消費税相当額である。

４ 確定測量業務費の積算

確定測量業務費は、次の積算方式により算定する。

確定測量業務費＝（測量作業費）＋（測量調査費）＋（消費税相当額）

＝｛（測量作業費）＋（測量調査費）｝×｛１＋（消費税率）｝

測量作業費 ＝（直接測量費）＋（間接測量費）＋（一般管理費等）

＝（直接測量費）＋（諸経費）

＝｛（直接測量費）－（成果検定費）｝×｛１＋（諸経費率）｝

＋（成果検定費）

（１）測量作業費

１）直接測量費

当該測量作業に必要な直接測量費を積上げて算定する。

直接測量費に係る各費目の積算は、次のとおりとする。

① 直接人件費

直接人件費の算定は、所要人員に基準日額を乗じて求めるものとする。

ア 所要人員

所要人員については、５によるほか、適正と認められる実績又は資料に

より算定する。

イ 基準日額

基準日額は、農林水産省農村振興局長が別に定める「調査設計業務等の

技術者基準日額」によるもののほか、実情に即した賃金を採用するものと

する。

② 材料費

材料費の算定は、５に示す直接人件費に対する割合による方法又は、材料の数量

に材料の価格を乗じて求める方法とする。

ア 材料の数量

材料の数量は、標準使用量に運搬貯蔵及び施工中の損失量を実情に応じ

て加算するものとする。

イ 材料の価格

材料の価格は、実情に即した価格を採用するものとする。

③ 機械経費

機械経費の算定は、「土地改良事業等請負工事機械経費算定基準について」

（昭和58年2月28日付け58構改Ｄ第147号農林水産省構造改善局長通知）の別

表第１「土地改良事業等一般機械損料算定表」、「測量業務等の機械経費に

ついて」（平成13年3月29日付け12農振第1975号農林水産省農村振興局長通

知）の別紙「測量器械等損料」及び５によるほか、適正と認められる実績又

は損料により算定する。

④ 直接経費

当該測量に必要な直接経費を積上げて算定する。
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２）諸経費

諸経費は、直接測量費（成果検定費を除く）を対象とし、「測量業務の価格積算

基準の制定について」（平成５年３月25日付け５構改Ｄ第155号農林水産省構造改善

局長通知）の４の４－１の（２）の別表－１により求めた諸経費率を乗じて得た額

とする。

（２）測量調査費

測量調査費は、農林水産省農村振興局長が別に定める「設計業務の価格積算基準」

に準じて積算する。

（３）消費税相当額

消費税相当額は、測量業務価格に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額と

する。
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５ 確定測量業務標準歩掛

５－１ 使用に当たっての留意事項

（１）本歩掛は、標準的な作業内容による場合の所要人員等を各々の工種毎に設定した

ものである。

したがって、作業条件等によって業務の内容が異なり、本歩掛により難い場合は、

作業条件等を勘案し、適正と認められる実績又は資料によるものとする。

（２）測量作業は、農林水産省農村振興局長が別に定める「測量作業規程」及び確定測量

業務の手引き（宮城県）に準拠するものとする。

（３）測量作業の実施計画を作成する場合、基本測量、公共測量が他官公庁等で実施済

であるか否かについて十分調査検討し、測量作業の重複を避けるよう努めるものと

する。これらについての掌握及び助言は国土地理院が行っている。

５－２ 職種

測量作業における技術者の職種区分は次表のとおりとし、その基準日額は別に定める。

(表５－１)

職 種 技 術 経 歴

測 量 主 任 技 師 測量士で業務全般に精通するとともに複数の業務を担当する者。
また、業務の計画及び実施を担当する技術者で、測量技師等を指揮、

指導する者。

測 量 技 師 測量士で測量上級主任技師又は測量主任技師の包括的指示のもとに
業務の計画、実施を担当する者。また、測量技師補又は撮影士等を
指揮、指導して測量を実施する者。

測 量 技 師 補 上記以外の測量士又は測量士補で測量技師の包括的指示のもとに計
画に従い業務の実施を担当する者。また、測量助手を指揮、指導し
て測量を実施する者。

測 量 助 手 測量技師又は測量技師補の指揮、指導のもとに測量作業における難
易度の高い補助業務を担当する者。

測 量 補 助 員 測量技師又は測量技師補又は測量助手の指揮、指導のもとに測量作
業における難 易度の高い補助業務を担当する者。

５－３ 打合せ歩掛

作業打合せにおける打合せ一回当たりの標準配置人員

(表５－２)

職 種

打合せ時間
測量主任技師 測量技師 測量技師補 備 考

着 手 前 (1) 1 1

中 間 (1) (1) 現場作業期間中は原則として計上しない。

〃(必要な作業工程段階) 1 1 内業期間中

最 終 (1) 1 1

注（１）（ ）は、必要に応じ計上する。

（２）本標準配置人員は、現場条件及び作業内容等により必要に応じて適宜増減

することができる。

（３）打合せ日数、打合せ回数は、現場条件及び作業内容等により決定する。

（４）打合せ当日以外の旅行日数は、必要に応じて別途計上する。

（５）打合せに係る作業日数は0.5日を標準とし、業務内容等によりこれによりが

たい場合は0.5日単位で計上することができる。

５－４ 連絡車（ライトバン）運転歩掛

各測量作業歩掛に示す連絡車（ライトバン）の１台日当たり運転歩掛は、次表を標

準とする。

Ⅲ　－　77 Ｈ３０統合版（公表用）



（表５－３）

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要

ガソリン L 5.2 2.6(L)×2(h)

損 料 ライトバン1500cc 日 1 土地改良事業機械損料算定表に

〃 時間(h) 2 よる。

５－５ 直接測量費の作業条件による補正と積算

直接測量費の作業条件による補正と積算は、次による。

作業条件による補正は、各測量作業歩掛に示す作業条件（地形、地形、筆界数点

等）により変化率で補正する。

１）変化率は、相互に独立であると仮定し、代数和の形で種々の条件を取り入れる。

直接作業費単価は各条件に対応する変化率の代数和に1を加えた値を標準単価に乗

じて決める。

ここでいう標準単価は直接測量費のうち、各種標準歩掛等によって得られる単価

である。

２）変化率は、それぞれの作業条件における標準値を示すもので、おのずから若干

の幅がある。したがって、適用に当たっては測量作業の諸条件を十分加味して積

算する。

２）測量作業の種類と変化率

（表５－４）

測 量 作 業 の 種 類 地域差によ 筆界点数に

る変化率 よる変化率

１級確測基準点測量 ○

２級確測基準点測量 ○

確測基準点測量 ３級確測基準点測量 ○

４級確測基準点測量 ○

確定測量 地上埋設（上面舗装） ○

３級､４級確測基準点埋設 ○

境 界 調 査 ○

一 筆 地 測 量 ○

地 積 測 定 ○

確 定 図 の 作 成 ○

４）確測基準点測量作業の変化率

確測基準点測量作業の変化率は、地域差による変化率(表５－５）を適用する｡

（表５－５）地域差による変化率

地域／地形 平 地 丘 陵 地 低 山 地 高 山 地

大市街地 +0.1

市街地甲 +0.1

市街地乙 0.0 0.0

都市近郊 0.0 0.0

耕 地 0.0 -0.1 +0.1

原 野 0.0 -0.1 0.0 +0.1

森 林 +0.1 0.0 +0.2 +0.3
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地域区分は次のとおりとする。

① 地域による分類

（ア）大市街地 人口100万人以上の大都市の中心部（家屋密度90％程度）
（イ）市街地（甲） 人口50万人以上の大都市の中心部 （家屋密度80％程度）
（ウ）市街地（乙） 上記以外の都市部 （家屋密度60％程度）
（エ）都市近郊 都市に接続する家屋の散在している地域(家屋密度40％程度)
（オ）耕 地 耕地及びこれに類似した所で､農地でなくともこの中に含む

（家屋密度20％程度以下）
（カ）原 野 木が少なく見通しの良い所
（キ）森 林 木が多く見通しの悪い所
② 地形による分類
（ア）平 地 平坦な地域
（イ）丘 陵 地 ゆるやかな起伏のある地形
（ウ）低 山 地 相当勾配のある地形、あるいは標高1,000m未満の山地
（エ）高 山 地 急峻な地形、あるいは標高1,000m以上の山地

５）境界調査、一筆地測量、地積測定、確定図の作成の変化率

境界調査、一筆地測量、地積測定、確定図の作成の変化率は、筆界点数による

変化率（表５－６）を適用する。

（表５－６）筆界点数による変化率

100ha当たり 2,000～ 4.000～ 6,500～ 11,500～
筆界点数 ～2,000 4,000 6,500 11,500
変 化 率 －0.3 0 ＋0.2 ＋0.5 ＋0.7

５－６ 安全費の積算について

安全費は、当該測量業務を遂行するために安全対策上必要な経費であり、現場条件

により、次に示す（１）又は（２）により算出した額とする。

なお、安全対策上必要となる経費とは、主に交通誘導員、熊対策ハンター、ハブ対

策監視員及びこれに伴う機材等に係わるものをものをいう。

（１）交通誘導員に係わる安全費を算出する業務は、主として現道上で連続的に行われ、

且つ安全対策が必要となる場合を対象とし、当該地域の安全費率(表５－７)を用い

て次式により算出する。

安全費＝{(直接作業費)-(往復経費)-(成果検定費)}×(安全費率)

（注）(1)直接測量費は、安全費を含まない費用である。

(2)往復経費とは、宿泊を伴う場合で積算上の基地から滞在地までの旅行等に

要する旅費交通費用及び旅行時間に係る直接人件費の費用である。

安全費率は下記を標準とする。

（表５－７）

地域 大市街地 市街地(甲) 市街地(乙)・ 都市近郊 その他

場所

主として現道上 4.0％ 3.5％ 3.0％ 2.5％

（注）地域が重複となる場合は、地域毎の区間(距離)を重量とし、加重平均により

率を算出する。

（２）（１）により難い場合、及び熊対策ハンター、ハブ対策監視員及びこれに

伴う機材等に係わる安全費を算出する業務は、現場状況に応じて積上げ計算に

より算出する。
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５－７ 電子成果品作成費の積算

電子成果品作成費は、電子成果品の作成に要する費用であり、次の式により算出

する。

ただし、これにより難い場合は別途計上する。

電子成果品作成費＝2.3×(直接人件費)0.44

（注） (1) 電子成果品作成費の上下限については、上限170千円、下限10千円とする。

(2) 電子成果品作成費の算出に当たって、直接人件費は千円未満を切り捨てる

ものとする。

(3) 算出された電子成果品作成費は、千円未満を切り捨てするものとする。

(4) 直接人件費については、打合せに係る直接人件費を含む。

５－８ 精度管理費の積算について

精度管理費は、当該測量項目の直接測量費のうち直接人件費、労務費及び機械経費

の合計額に、表５－８の精度管理費係数を乗じて算出する。

精度管理費＝｛（直接人件費）＋（機械経費）｝×（精度管理費係数）

（表５－８）精度管理費係数表

測 量 作 業 種 別 精度管理費係数

１級確測基準点測量 0.10

確 測 ２級確測基準点測量 0.09

基準点測量 ３級確測基準点測量､基準点埋設 0.09

４級確測基準点測量､基準点埋設 0.09

一筆地測量 0.09

５－９ 確定測量標準作業歩掛

（表５－９）確定測量作業の種類

測量作業の種類 標準作業量 作 業 条 件 備 考

１級確測 新設点 平地、耕地
基準点測量 ５点

２級確測 新設点 平地、耕地
基準点測量 １０点

３級確測 新設点 平地、耕地
確測基準点測量 基準点測量 ２０点

４級確測 新設点 平地、耕地
基準点測量 ３５点

地上埋設 新設点 平地、耕地
(上面舗装) １０点

３級、４級 新設点 平地、耕地
基準点測量 １０点

境 界 調 査 100ha 筆界点数2,000～4,000点

一 筆 地 測 量 数値法 100ha 筆界点数2,000～4,000点

地 積 測 定 座標法 100ha 筆界点数2,000～4,000点

確 定 図 の 作 成 数値法 100ha 筆界点数2,000～4,000点
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Ⅲ-１５

確定測量業務の注文書等（例）について示されたい。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

業 務 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 確定測量業務

業 務 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 確定測設業務 特記仕様書

第１章 総 則

（適用範囲）

第１－１条 本業務は，「宮城県農業農村整備事業等測量作業規程（最終承認番号平成○

○年○月○日付け国国地第○号）」及び「換地を伴う土地改良事業の確定測量

の実施について（最終承認番号平成○年○月○日付け○農振第○号）」並びに

「宮城県農業農村整備事業等測量業務共通仕様書（平成○年○月○日付け農村

第○号）」によるほか，この特記仕様書により実施するものとする。

なお，上記共通仕様書等は，宮城県農林水産部農村振興課のホームページ

（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載しているので参照する

こと。

（目 的）

第１－２条 本業務は，○○○事業○○○地区の換地処分事務に必要な資料を得るための測

量を行うものである。

（場 所）

第１－３条 本業務の実施位置は，○○地内で，別紙位置図に示すとおりである。

（業務概要）

第１－４条 本業務の概要は，下記のとおりである

１．確定測量 Ａ＝○○○ｈａ
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（一般事項）

第１－５条 本業務の一般事項は，次のとおりである。

１． 測量作業に使用する基準点は，調査職員と打合せを行い，指示を受けること。

２． 作業実施の順序，方法等は調査職員と綿密な連絡をとり，作業の円滑な進捗を図

ること。

３． 伐採は必用最小限とし，有価木は樹種，寸法，数量，所有者名を整理し伐採前後

の状況を写真整理すること。

４． 有価木は，発注者で補償する。但し，事前に調査職員と打合せ済みのものに限る。

第 ２ 章 作 業 条 件

（基本条件）

第２－１条 本業務の作業の基本条件は，下記のとおりである

１．作業区域 別添計画平面図のとおり

２．作業面積 Ａ＝○○ｈａ

３．精度区分 甲三 （乙一）

４．縮 尺 1/500 （1/1000）

５．測量方法 平面直角座標法に基づく数値法

（貸与資料）

第２－２条 貸与資料は下記のとおりである。

１．計画平面図 ○ 枚

２．換地計画図 ○ 枚

３．測量成果記録の謄本写 一 式

４．公共測量実施計画書写 一 式

５．地区境界確認関係資料 ○ 冊

（作業規程，貸与資料等の取扱い）

第２－３条

１． 適用作業規程等の適用基準で，相互に矛盾に矛盾がある場合や字句の解釈に疑義

が生じた場合は，事前に調査職員の指示を受けること。

２． 本業務作業中に規程等が改訂された場合は，事前に調査職員の指示を受けること。

３． 第２－２条に示す貸与資料で作業し難い場合は，事前に調査職員と事前に協議す

ること。

４． 第２－２条に示す貸与資料はこの作業終了後一括して速やかに返納しなければな

らない。

（成果の検定）

第２－４条 １･２級確測基準点測量成果は，公益社団法人日本測量協会技術センターの検

定を受け，同センターが発行する検定証明書及び基準点測量成果品検定記録書を

提出すること。
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第 ３ 章 作 業 内 容

（作業内容）

第３－１条 本業務における作業内容は下記のとおりである。

項 目 測 量 作 業 内 容 数 量

事業区域界，市町村界，地番区域界，一筆地

境界調査 の境界等を資料に基づき現地に境界杭を設置 ○○ｈａ

する

２級確測 電子基準点，基本三角点，公共測量により設

基準点測量 置された基準点及び２級確測基準点を与点と ○点

し，２級確測基準点を設置する

３級確測 電子基準点，基本三角点，公共測量により設

基準点測量 置された基準点及び２級確測基準点を与点と ○点

し，３級確測基準点を設置する

４級確測 電子基準点，基本三角点，公共測量により設

基準点測量 置された基準点及び２・３級確測基準点を与 ○点

点とし，４級確測基準点を設置する

一筆地測量 境界調査の資料に基づき，確測基準点等を基

礎として，数値法で行う。 ○○ｈａ

地積測量 一筆地測量の成果を使用し，現地座標法によ

り地積を測定する。 ○○ｈａ

確定図の作成 自動図化機を用い，確定測量図，筆界点番号

図，平板確定図，複製図を作成する。 ○○ｈａ

（作業計画書の作成）

第３－２条 受託者は作業計画書を作成し，調査職員の承諾を得るものとし，記載する事項

は下記のとおりとする。

１．業務場所

２．業務工程計画表

３．業務の班編制及び業務分担責任者名

４．業務打合せ予定日及び主要打合せ事項

５．業務内容・方法及び使用機材の名称・規格

６．その他（安全管理）

（作業留意事項）

第３－３条 測量作業上，特に留意する事項は下記のとおりである。

１．境界調査

境界杭の設置に際しては，当該土地の所有者（管理者）若しくは換地委員等関係

役員の立会いを得ること。

２．確測基準点測量

（１）確測基準点を事業区域外に設置する場合は，土地関係者の承諾を得ること。

（２）受託者は確測基準点の設置位置が決定した場合は，基準点配置図を作成し

調査職員に提出すること。

３．確定図の作成

確定測量図・筆界点番号の縮尺，図面サイズについては，調査職員と協議する

こと。
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（資料材料）

第３－４条 使用材料は下記のとおりである。

種 別 材料形状（単位cm） 塗装区別 摘 要

２級確測基準点 ｺﾝｸﾘｰﾄ杭 12×12×70

３級確測基準点 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 杭 7×7×60

４級確測基準点 〃 7×7×60

一筆地境界杭 〃 4.5×4.5×45

基準点網図 ﾎﾟﾘｴｽﾃﾙﾌｨﾙﾑ #400

確定測量図 〃 〃

筆界点番号図 〃 〃

第 ４ 章 打 合 せ

（打合せ）

第４－１条 打合せは，概ね下記の段階で行うものとする。

（１）測量作業開始前

（２）計画準備が完了し，境界調査に着手する時

（３）地積測定が完了し，確定図を作成する時

（４）確定図の作成が完了した時

（５）測量作業終了時

（６）その他疑義が生じた時

第 ５ 章 成 果 品

（成果品）

第５－１条 成果品は下記のとおりとする。

番号 項 目 部 数 備 考

原 稿 コピー

１ 報告書 １ １ 業務の概要等

２ ２級確測基準点成果簿 １ 成果簿，観測手簿，計算簿，点の記

３ ３級確測基準点成果簿 １ 成果簿，観測手簿，計算簿

４ ４級確測基準点成果簿 １ 成果簿，観測手簿，計算簿

５ 一筆地測量成果簿 １ 成果簿，観測手簿，計算簿

６ 地積測定成果簿 １ 成果簿，計算簿

７ 網図 １ １ ２級，３級，４級確測基準点測量

８ 確定測量図(仮作図) １ １

９ 筆界点番号図 １ １

１０ 電子媒体 １

１ 提出書類に使用する用紙は特別な事情を除き再生紙を使用するものとし，再生紙は

古紙配合率70%以上，白色度70%以下，非塗工（塗工用紙の場合は，塗工量が両面で

30g/m2以下）のもを使用すること

（成果品の装丁等）

第５－２条 成果品の装丁等は下記によるものとする。

（１）図面の整飾，諸元の貼込み等については，調査職員と打合せること。

（２）電子媒体はＣＤ－Ｒとする。
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第 ６ 章 そ の 他

（国土調査法の認証）

第７－１条 国土調査法第１９条第５項の成果の認証に準ずる指定を受けるので。調査職員と

協議すること。

（契約の変更）

第７－２条 委託契約書に規定する発注者受注者協議事項は下記のとおりとする。

（１）第２－１条に示す「基本条件」，第３－１条に示す「作業項目」「数量」に変更が

生じた場合

（２）第５－１条に示す「成果品の内容及び数量」に変更が生じた場合

（３）履行期間に変更が生じた場合

（４）その他

第７－３条 作業中における関係者からの要望意見等は単独処理することなく，速やかに調査職員

に報告し指示を受けること。

（暴力団等の排除について）

第７－４条

（１）受注者は，この業務の履行に当たり暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」

という。）から不当要求又は妨害を受けたときは，速やかに警察への通報を行い，捜査

上必要な協力を行うとともに，発注者へ報告すること。

なお，受注者が対象業務の一部について再委託契約等を締結する場合は，当該再委託

の受注者も同様な業務を負う旨を定めなければならない。

（２）受注者は，上記理由により履行遅滞等が発生するおそれがあると認められるときは，

必要に応じて，工程の調整，工期の延長等の措置を講じる。
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